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金属溶湯脱成分によるナノポーラス金属

およびヘテロ複合材料の開発

和 田 武1) Yeon Beom Jeong

Soo Hyun Joo2) 加 藤 秀 実3)

. は じ め に

この度は筆者の「金属のナノポーラス化技術開発とその応

用に関する研究」に対して栄えある第80回功績賞を授与い

ただき関係各位に深く感謝申し上げる．今回このような賞を

受賞できたことは研究を前進させる大きな励みとなり，更な

る研鑽を重ねてこの研究を発展させていきたいと考えてい

る．本研究は筆者が2010年に東北大学金属材料研究所の加

藤秀実教授の研究室に助教として採用された際に新しく取り

組みはじめた研究である．元々は金属ガラス研究を専門とし

ていた筆者は，金属ガラスの脆性を克服する目的で，ガラス

合金の溶湯中に金属結晶を分散させ，それを急冷することで

金属ガラスと結晶の複合材料を作製する研究に取り組んでい

た．この研究を行う中で，ある種の結晶粒子を金属溶湯中に

添加して分散させると，結晶粒子と溶湯成分が反応して相変

態し，粒子が興味深い形態に変化していることに気が付い

た(1)．これが発端となり本稿で紹介するナノポーラス金属を

作製する新技術の金属溶湯脱成分(2)を発見するに至った．以

降現在までこの技術の学理を追及して様々なナノポーラス金

属を開発するとともに，それらを機能材料に応用する研究に

取り組んできた．本稿に記されている研究成果は筆者の所属

研究室の多くの方々や，国内外の共同研究者の御協力のもと

で得られたものであり，この場を借りてこれまでご支援くだ

さった方々に感謝申し上げる．

本研究テーマに関して，過去にまてりあに記事を掲載いた

だいており，本技術の発見に至る経緯からその学理および原

理の確立，そしてナノポーラス金属の作製法やそれらの革新

的機能発現についてはそちらに詳しく記載されている(3)(4)．

本稿では，金属溶湯脱成分の概要を前半で紹介し，後半で我

々が取り組んでいる最新の研究成果であるハイエントロピー

設計を用いてナノポーラス金属の粗大化の課題を克服し，超

微細で高い構造安定性を有するナノポーラス金属の作製に成

功した研究を紹介する．さらに金属溶湯脱成分をポーラス金

属作製だけではなく複合材料作製に応用し，材料の強度と伸

びのトレードオフの関係を克服した研究結果を紹介する．

. 共連続構造のナノポーラス金属と脱成分

二つの異なる連続的な相が三次元で複雑に絡み合った構造

は共連続(bicontinuous)構造と呼ばれる．このような不均質

材料で一方の相がナノスケールの金属で，もう一方の相がポ

ア(気孔)であるものが共連続構造のナノポーラス金属でる．

材料中に孤立したポアが存在するポーラス金属とは違い，共

連続構造のナノポーラス金属はポアが試料の外部まで連結し

ており，材料中の全てのポアに外部からアクセスが可能であ

る．またこの材料は既存のナノ材料とも一線を画し，試料が

ひと塊の自立構造である，比表面積が大きい，導電性があ

る，流体を透過できるなどの特徴を有する．これらの特徴に

よって共連続構造のナノポーラス金属は卓越した触媒，電
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図 1 (a) 水溶液脱成分と(b) 金属溶湯脱成分におけるポーラ

ス金属の生成機構をあらわす模式図と実際に作製され

たポーラス金属の SEM 像．(オンラインカラー)
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極，センサー，光学特性を発揮する機能材料として注目を集

めている(5)(7)．

共連続構造のナノポーラス金属は水溶液中の腐食を利用し

て簡単に作製できる．例えば AuAg 単相固溶体を硝酸に浸

漬すると，より卑な成分の Ag がイオン化して選択的に硝酸

へ溶出する(図(a))．このとき合金表面(厳密には合金/硝

酸の界面であるが分かりやすくするために“表面”と記述す

る)に残存した Au 原子は隣接していた Ag 原子が不在とな

ったことで不安定化して表面を拡散し，近隣にある Au 原子

と凝集する．するとその一層下にある Ag 原子が硝酸に露出

して溶出し，再び Au 原子が孤立する．このように Ag の溶

出と孤立した Au の凝集が繰り返されてリガメントと呼ばれ

る帯状の構造体を形成する(8)．この組織形成が合金表面のい

たるところで継続的に生じ，バルク状の前駆合金からほとん

どの Ag が溶出し，最終的に前駆合金のバルク形状を引き継

いだまま共連続構造のナノポーラス Au を自己組織化する．

このような反応は合金が成分を溶出して単体に近づいてい

く，つまり合金化(alloying)の逆の現象であることから脱合

金化(dealloying)や脱成分などと呼ばれている．水溶液腐食

を利用した脱成分によるナノポーラス金属作製は1960～

1970年代に Au を対象として開始された(9)(10)．一方で1927

年に開発されたラネー触媒(11)は NiAl 合金からアルカリ水

溶液中で Al を溶出させて得られるスポンジ状 Ni であり脱

成分が既に利用されていた．また，真鍮から Zn が選択的に

腐食されてスポンジ状の Cu になる脱亜鉛現象も脱成分であ

る．最近，共連続構造のナノポーラス金属は機能材料として

注目を集めているが，脱成分自体は古くから身近に見られる

現象であった．

このように脱成分は水溶液中で腐食によって生じるものと

考えられてきたが，2010年以降には水溶液以外の液体媒体

を用いる脱成分技術が相次いで報告されている．その具体的

な技術として金属液体(12)，有機溶媒(13)，溶融塩(14)中に合

金成分を溶出させる方法が挙げられる．また液体ではなく固

体を媒体として固相反応によって前駆合金相中の成分を拡散

させて枯渇させる固相脱成分(15)，更にはポーラス化を目的

とする元素と Zn などの蒸気圧が高い元素を合金化して減圧

下で加熱し，それを選択的に蒸発させてポーラス金属を得る

気相脱成分(16)も報告されている．現在では脱成分は水溶液

中の腐食に限定せず，単相合金から構成成分を何らかの手法

で選択的に取り除き，残存した成分の共連続構造のポーラス

体を作製する技術と認知されている．これらの各種脱成分技

術は成分を取り除く機構が異なっており，それぞれ技術が適

用できる元素が違っている．このように多様な脱成分技術が

見出されたことで共連続構造のナノポーラス材料として利用

できる元素は飛躍的に拡大した．

. 水溶液脱成分と金属溶湯脱成分

前述の通り，水溶液中の脱成分では酸などの水溶液を用い

て前駆合金から特定成分のみを溶出させる．従って前駆合金

は水溶液中で腐食されない成分と，腐食される成分で構成さ

れる必要がある．この方法でポーラス卑金属を作ろうとして

適当な前駆合金を準備して水溶液に浸漬しても，目的とする

卑金属自体が水溶液に溶出してしまいポーラス卑金属は作製

できない．従って水溶液脱成分では標準電極電位が高い金属

(Au, Pt, Pd, Cu などの貴金属)しかナノポーラス化できなか

った(9)(10)(17)(19)．

この制約のブレークスルーとなる金属溶湯脱成分(LMD:

Liquid Metal Dealloying)が2010年に筆者らによって発見さ

れた(2)(12)．金属溶湯脱成分では水溶液の代わりに金属溶湯

を用いる．ここで A をポーラス金属構成元素，B を溶出元

素，C を金属溶湯元素と一般化して金属溶湯脱成分を説明す

る．A が C に不溶で B が C に可溶であるとき，単相の AB

前駆合金を C 金属溶湯に浸漬することで，図 1(b)に示すよ

うに，AB 前駆合金中の B が C 溶湯に選択的に溶出し，残

存する A 原子は上述の水溶液脱成分と同様の機構で近隣の

A 原子と凝集してリガメントを形成し，最終的に共連続構

造のポーラス A が生成する．

金属溶湯脱成分は単相前駆合金から液体媒体に成分を選択

溶出させる点で水溶液中のそれと類似しているが，成分の溶

出機構が異なる．水溶液中脱成分において成分溶出は酸化

(イオン化)によって生じ，その起こりやすさは成分元素の酸

化還元電位に支配される．一方で金属溶湯脱成分における成

分溶出は，混合状態を熱力学的により安定な状態へ変化させ

ることで生じる．ABC 間の混合エンタルピーが DHAC
mix ＞

0，DHBC
mix＜DHAB

mix ＜0 であれば AB 前駆合金から B が C 溶

湯に溶出することで自由エネルギーが減少するため B の溶

出反応が自発的に起こる．この金属溶湯脱成分の原理が導入

されたことで，脱成分は従来の標準電極電位による制約から

解き放たれて設計に自由度が増し，作製できるナノポーラス

金属が飛躍的に拡大した．図(a)は2018年に McCue らが

水溶液および金属溶湯による脱成分でポーラス化できる元素

を周期律表にまとめたもの(20)を参考に，著者らが最新状況

に更新したものである．水溶液中の脱成分では10族，11族
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図 2 (a) 水溶液脱成分および金属溶湯脱成分によってポーラ

ス化が達成された物質を示した周期律表．(b) 金属溶湯

脱成分によって作製された共連続構造のナノ・マイク

ロポーラス材料の SEM 像．(a) は文献(20)のデータを

もとに図面を最新のデータに更新した．(オンラインカラ

ー)

図 3 Fe50Ni50 前駆合金を Mg 溶湯に浸漬した際に脱成分反応

最前線(赤矢印)近傍に生じるナノスケールのポーラス

構造と，反応の進行によってこれが著しく粗大化して

ゆく様子を観察した SEM 像．(オンラインカラー)
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の貴金属を中心にナノポーラス金属が作製されてきたことに

対し，金属溶湯脱成分では図 2(b)にいくつかの例を示した

ように，水溶液脱成分が不得意とする 4 族から 9 族の卑金

属(12)(21)(26)を中心に，さらにはケイ素(27)や炭素(28)(30)まで

もナノポーラス化され，金属溶湯脱成分の発見によってポー

ラス金属として利用できる材料が格段に多くなったことが読

み取れる．材料の選択肢が拡大されたことによってナノポー

ラス金属の応用が広がり，ナノポーラス Si や炭素はリチウ

ム二次電池電極(27)(29)として，Nb などの弁金属のナノポー

ラス金属は電解キャパシタとして(23)，Co や Mo を含むナノ

ポーラス金属は水素発生電気化学触媒として(26)卓越した性

能を発揮することが注目されている．

. 金属溶湯脱成分におけるポーラス構造の生成機構

とその制御法

金属溶湯に前駆合金が浸漬されたときにその界面において

ナノポーラス構造が生成する機構は，主に金属溶湯と前駆合

金が接する最前線において元素溶出による組成変動を伴って

界面が複雑形状に発達する過程と，そのようにして生成した

形状が組成変動を伴わずに熱の影響を受けて表面積を減らす

粗大化過程から成る．

脱成分最前線においてポーラス構造が発達する機構はフェ

ーズフィールドシミュレーションを用いて検討されてい

る(31)．それによると，ポーラス構造は界面スピノーダル分

解と協調拡散成長のモデルで説明される．このモデルは組織

観察や反応速度調査の実験結果を良く説明できており，最も

有力なポーラス構造発達機構として受け入れられている．そ

のモデルに基づくと，AB 前駆合金と金属溶湯 C が接触し

たとき，前駆合金と溶湯の界面では ABC が混合した狭い

領域が形成される．時間の経過とともに B は溶湯に溶出す

るが，速やかに界面の遠方に拡散する．一方で C 溶湯に溶

出できない A 成分は界面近傍に濃縮してゆく．界面近傍領

域の A の濃度が臨界値に達すると A と C の混合状態が不安

定となり，この狭い領域内でスピノーダル分解が生じ，A

に富む固相と C の液相に分離する．従って界面に沿って A

に富む固相のドメインと C に富む液相のチャンネルが交互

に現れる入り組んだ界面構造となる．

この機構によって界面に A に富むのドメインが生成する

と，それ以降は B の溶出に伴って液相のチャンネルは前駆

合金側に進行する．これと同時に新たに界面に残留した A

は既に生成した A に富むドメインに向かって拡散しドメイ

ンを成長させる．このように A と B の協調的な拡散によっ

て，A に富むドメインと C に富む液相のチャンネルは界面

に垂直な方向に成長する．そのようにしてリガメントのアス

ペクト比が増大するとレイリー・プラトー不安定性によって

リガメントは湾曲したり分断したりして最終的には配向性を

失ったポーラス金属となると考えられている．図は Fe50

Ni50 前駆合金を Mg 溶湯に浸漬して脱成分を行った試料断

面の反応最前線付近の組織である．図の上側に Mg 溶湯(但

し観察時には凝固して固相となっている)があり，図の下側

には未だ脱成分が起こっていない前駆合金が存在している．

脱成分反応の最前線では数ナノメートルスケールの針状のリ

ガメントが反応進行方向に沿って成長しており，その間に

Mg の液相が存在している様子が観察される．また，最前線

から少し離れた領域では配向性が無いポーラス構造が見られ

て前述のモデルに基づく結果と良く一致している．

次にポロシティとポーラス構造の微細さについて説明す

る．金属溶湯脱成分で作製されるポーラス金属のポロシティ

は主に前駆合金の組成によって制御できる．前駆合金 AB

において B が溶出する体積が試料に導入される空隙の起源

であるため，前駆合金中の B の濃度を高くしておけばより
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図 4 金属溶湯脱成分によってナノポーラスハイエントロピ

ー合金が生成する機構をあらわす模式図．色のついた

原子はそれぞれ Ti, V, Nb, Mo, Ta を表している．文献

(36)より許可を得て転載．(オンラインカラー)

 　　　　　　最近 の 研 究

ポロシティが大きなポーラス金属が得られる．しかし，B を

多くし過ぎると，A 原子が連続的な組織を形成することが

できなくなり，ひと塊のポーラス金属とはならずリガメント

が分断された粒子状となる．反対に前駆合金中の B の濃度

が少なくなると，B 原子が継続的に溶出するために必要とな

るパスが試料内部に連続的に形成できないため B の溶出が

表面のみに限定される．概ね B が 30～70 atの範囲におい

て共連続構造のポーラス金属が生成する．

一方でナノポーラス構造の微細さの制御も重要である．ナ

ノポーラス金属の比表面積はリガメントサイズに反比例する

ため微細なリガメントサイズほど比表面積を拡大でき，触媒

や電極特性の向上に繋がることが期待される．図 3 に示し

たように，脱成分反応最前線では数ナノメートルオーダーの

極微細構造が発達しているが，そこから少し離れたところ

(すなわち生成後に時間が経過したところ)では急激に構造が

粗大化している．ある一定の厚さの試料を作製するためには

脱成分反応が試料全体に進行するまでに一定の時間を要し，

その間に先に生成した微細なナノポーラス構造は粗大化して

しまう．結果として我々が得ることができるポーラス金属は

反応最前線で生成したものよりも粗大化して比表面積を失っ

た状態のものである．これは金属溶湯脱成分が高温プロセス

であるが故の普遍的な課題となっている．この粗大化はリガ

メントの表面原子が曲率の影響によって表面に沿って自己拡

散することで表面積を減少させることに起因しており，この

表面拡散による粗大化を防ぐために，低融点金属溶湯の採

用，脱成分時間の短縮，表面拡散のインヒビターとなる元素

添加のアプローチが利用されている．

. ハイエントロピー設計によるナノポーラス構造の

微細化

近年，合金を多成分化して組成を等モル近傍に近づけた多

元高濃度合金であるハイエントロピー合金(HEA)が注目さ

れている．HEA はその複雑組成に起因してコア効果と呼ば

れる従来合金とは異なる性質を発揮することが知られてい

る(32)．コア効果としては多成分複雑組成の混合状態が配置

エントロピーの増大によって熱力学的に安定化されるハイエ

ントロピー効果，成分元素が異なる原子寸法を有することに

よって生じる格子歪み効果，成分間で原子サイズや相互作用

が異なるために原子トラップサイトが出現して発現される遅

い拡散効果，更には多成分を混ぜ合わせるシナジー効果によ

って構成成分単独からは予測できない物性を発現するカクテ

ル効果が挙げられる．これらのコア効果によってハイエント

ロピー合金は高強度，高延性，高靭性，クリープ耐性，耐食

性，照射耐性などの優れた特性を発揮することが報告されて

いる(33)．

近年の研究では HEA に見られる遅い拡散効果の存在の有

無について議論がなされているものの(34)，HEA では粒成長

が遅いことが実験事実として確認されており(35)，ハイエン

トロピー化によって粒成長に関連する何らかの速度論的現象

が抑制されていることを示唆する．本研究では HEA に見ら

れる遅い粒成長挙動に着目してこれを金属溶湯脱成分に導入

することでナノポーラス金属の粗大化の問題を解決できるの

ではないかと考え，金属溶湯脱成分を利用してナノポーラス

HEA を作製する研究に着手した(35)．

図 1(b)に示す一般化された金属溶湯脱成分(AB 前駆合

金，C 金属溶湯とし，A が C に不溶，B が C に可溶)におい

て，C を Mg もしくは Ca とするとき，混合エンタルピーの

正負から A に BCC 構造を形成する HEA 成分 5 元素(Ti，V，

Nb，Mo，Ta)をあてはめ，さらに B に Ni をあてはめるこ

とで，図に示すように(Ti, V, Nb, Mo, Ta)Ni 前駆合金か

ら Mg/Ca 溶湯中に Ni だけが溶出して，残留する 5 つの高

融点金属元素がナノポーラス構造を自己組織化することが期

待される．この設計に基づいて(Ti0.2V0.2Nb0.2Mo0.2Ta0.2)25

Ni75 前駆合金を作製した．相同定および組成分析から前駆

合金は，仕込み組成とほぼ同等 Ni を含み，Ti，V，Nb，

Mo，Ta が等モルからわずかに異なる二相の FCC 相から構

成されていることが分かった．この前駆合金を Mg 溶湯に

所定の温度(973 K～1173 K)および所定の時間(10～60分)浸

漬すると，それぞれの FCC 相から金属溶湯脱成分によって

Ni が溶出し，図に示す共連続構造のナノポーラス金属が

得られた．得られたナノポーラス金属はエックス線回折によ

り BCC 構造を有していることが確認され，EDX 分析によ

り組成は Ti13.3V26.7Nb19.9Mo27.8Ta12.2 となっていた．この組

成は等モルではないものの，配置エントロピーが1.5R を上

回っており，HEA の定義(32)を満足している．生成したナノ

ポーラス HEA のリガメントサイズは脱成分温度が高いほ

ど，そして脱成分時間が長いほど粗大になる傾向が見られた．

更に低温で脱成分を行うために Mg90Ca10(at)の共晶合

金溶湯を準備し 873 K において10分間脱成分処理を行って

得られた試料の HAADFSTEM 像および EDX マップを図
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図 5 金属溶湯脱成分によってナノポーラスハイエントロピ

ー合金が生成する機構をあらわす模式図．文献(36)よ

り許可を得て転載．(オンラインカラー)

図 6 873 K において10分間脱成分を行って得られたナノポ

ーラス金属の(a) HAADFSTEM 像と電子線回折パタ

ーン，(b) Ti, V, Nb, Mo, Ta の EDX マップおよび(c)

窒素の等温吸着曲線．文献(36)より許可を得て転載．
(オンラインカラー)

図 7 脱成分で作製されたポーラス金属のリガメントサイズ

と等価脱成分温度の逆数(Tm/Td, Tmリガメントの融

点，Td脱成分温度)の関係．文献(36)のデータをもと

に図面を編集．(オンラインカラー)
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(a, b)に示した．リガメントは 10 nm 以下になっており，

電子線回折パターンは BCC 構造と同定された．また，EDX

マップより Ti，V，Nb，Mo，Ta の 5 元素がリガメントに

均一に分布していることが分かる．また，図 6(c)はこのポ

ーラス金属の 77 K における窒素の吸着・脱離曲線である．

等温吸着曲線はヒステリシス(IUPAC の分類の IV 型)が見

られ，メソポア(孔径 2～50 nm)が存在することを示してお

り，その比表面積は 55 m2/g に達した．このナノポーラス

HEA のリガメントサイズは現在まで金属溶湯脱成分で作製

されてきたナノポーラス金属の中で最小となっている．

金属溶湯脱成分で作製されるナノポーラス金属のリガメン

トサイズは脱成分温度の逆数に対してアレニウス型の依存性

を示すことが知られている．更に，脱成分温度をリガメント

の融点で規格化した等価脱成分温度(homologous dealloying

Temperature)の逆数でプロットすると，図に示すように

金属溶湯脱成分および水溶液脱成分によって作製された様々

なナノポーラス金属のリガメントサイズと等価脱成分温度の

関係がそれぞれ一つの直線で表される．金属溶湯脱成分にお

けるリガメント粗大化は曲率によって誘起されるリガメント

表面原子の表面に沿った自己拡散であることが粗大化速度指

数解析によって明らかにされてきている．本研究でもリガメ

ントサイズに対する脱成分時間の変化から粗大化指数を算出

したところ従来と同等の値が得られたことから，ナノポーラ

ス HEA の粗大化は従来と同様に表面自己拡散によって生じ

ていると考えられる．一方で，ナノポーラス HEA のリガメ

ントサイズを図 7 にプロットすると，既報のナノポーラス

金属群が従う直線の傾向からおよそ一桁小さい側に直線を描

き，ナノポーラス HEA が例外的に微細な構造を有している

ことが読み取れる．

一般に金属の表面拡散の活性化エネルギーは融点に比例す

ることが知られており(37)，このことはリガメントサイズと

等価脱成分温度のアレニウスプロットが単一直線になること

と一致する．今回作製したナノポーラス HEA の液相線温度

を Thermocalc ソフトウエアおよび TCHEA5 データベース

を用いて見積もったところ 2684 K となり，純 Nb の融点と

ほぼ同等であることが分かった．しかし図 7 において今回

作製したナノポーラス HEA のリガメントサイズはナノポー

ラス Nb のそれよりもさらに小さく，またそのアレニウスプ

ロットの傾きが増しており，粗大化の活性化エネルギーは

302 kJ/mol となった．すなわちナノポーラス HEA はリガ

メントが高融点であるが，ナノポーラス構造はその高融点か

ら推測されるものよりもさらに微細になっており，融点の影

響以外に粗大化を抑制する特殊な機構が起こっていることを

示唆している．

現在のところその粗大化抑制の機構を完全に理解できてい

るわけではないが，いくつかの複合的な要因によってこれが

引き起こされると考えている．その一つとしてハイエントロ

ピー化による遅い表面拡散が考えられる．リガメントがハイ
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図 8 金属溶湯脱成分で作製した Fe80Cr20 と Mg のヘテロ複

合材料(a) SEM 像，(b) 三次元トモグラフィ像および

(c) TEM 像．(c) において点線で囲まれた暗い部分が

FeCr 相，その周りの明るい部分が Mg 相である．文

献(40)より許可を得て転載．(オンラインカラー)

 　　　　　　最近 の 研 究

エントロピー化されたことによって表面拡散においても

HEA の遅い体拡散と同じ理由によって表面拡散する原子の

トラップサイトが生成すると考えられ，これによってリガメ

ント原子の表面自己拡散が遅くなり粗大化が抑制されている

可能性がある．これ以外にもナノポーラス HEA のリガメン

トに含まれる欠陥が遅い粗大化に関与している可能性があ

る．ナノポーラス HEA のリガメントには対応粒界が多数存

在していることが EBSD 解析から明らかになっている．藤

田らはナノポーラス金属が粗大化するときに生じる表面拡散

が，双晶によってピン止めされることを電子顕微鏡中のその

場観察によって明らかにしており(38)，本ナノポーラス HEA

においてもこのような欠陥が表面自己拡散をピン止めするこ

とで粗大化を抑制している可能性も考えられる．

従来のナノポーラス金属を用いた触媒はたとえ室温付近で

あっても繰り返し長時間利用していると粗大化が生じて特性

が失われることがあった．本研究はハイエントロピー設計と

いう新しいアプローチによって，従来存在していたナノポー

ラス金属のリガメント粗大化の課題を打破できることを示し

た．本材料は高い構造安定性をもち，かつ莫大な比表面積を

有する金属材料として触媒や蓄電デバイス分野への応用が期

待される．

. ヘテロ複合材料

ヘテロ複合材料とは特性が大きく異なる二相から成る複合

材料の一種で優れた機械的および機能的性質を示すことで注

目されている(39)．ヘテロ複合材料は強度・延性などの力学

特性や機能性がそれぞれの単相材料から見積もられる材料特

性を上回るシナジー効果を発揮することが報告されている．

従来，ヘテロ複合材料はラメラ構造，傾斜構造，ラミネート

構造，多相構造，コア―シェル構造などが用いられており，

1 次元粒子状や 2 次元ラミネート状などの単純な不均一構造

が採用されてきた．

筆者らは当初，金属溶湯脱成分をポーラス金属作製技術と

して利用してきたが，最近，この技術をヘテロ複合材料作製

に応用する研究にも取り組んでいる．金属溶湯脱成分におい

て共連続構造が金属溶湯中で生成し，その後金属溶湯成分を

エッチングや蒸発によって取り除くことでポーラス金属を抽

出するが，金属溶湯成分を取り除かなければポーラス金属成

分と金属浴成分が絡み合うヘテロ複合材料として利用でき

る．このヘテロ構造は 3 次元構造を有し，かつ組織が微細

であることが従来作製されてきたものと異なっており，その

機械的性質に期待される．上記のように金属溶湯脱成分では

様々な元素組み合わせることでヘテロ複合材料の構成相を単

成分から多成分に多様に制御でき，固溶強化や析出強化を利

用して機械的性質を改善できる．ここでは単純な例として純

Fe と純 Mg のヘテロ複合材料を金属溶湯脱成分によって作

製しその機械的性質を調べた研究(40)を紹介する．

Fe と Mg は互いに溶解度が小さく，また Mg の蒸気圧が

高いことから，液相からの相分離を利用して FeMg のヘテ

ロ複合材料を得ることは困難である．従って Fe と Mg のヘ

テロ複合材料は粉末冶金法や，別に作製した Fe 粉末等の強

化材を Mg 溶湯に分散して凝固させることで作製されてき

た．このような作製法の場合では孤立した粒子が分散した単

純なヘテロ複合構造で，その構造制御は強化粉末形状やサイ

ズまたはその添加量を変化させることに留まる．一方で金属

溶湯脱成分では共連続構造の微細さや二相の割合，そして組

成を脱成分条件でコントロールできる．単相の FeNi 前駆

合金を Mg 溶湯に浸漬して十分な時間が経過すると，前駆

合金中の Ni はほぼ全て金属溶湯に溶出して最終的に純 Fe

に近い BCC 構造を有するミクロン～サブミクロンスケール

のリガメントが生成し，そのリガメント間に Mg 溶湯が充

填している．これを室温まで冷やすとリガメント間の Mg

溶湯が凝固して hcp 構造の Mg となる．脱成分温度を低下

もしくは時間を短くすることで共連続構造はより微細にな

る．また，前駆合金に含まれる Fe の濃度が高いほど，ヘテ

ロ材料中の Fe 相の割合が増加する．このようにしてヘテロ

構造を多様に制御できる．

前駆合金には(Fe0.8Cr0.2)50Ni50 前駆合金を用いた．前駆合

金中の Fe の一部を Cr に置換している理由は，リガメント

の耐食性を高めるためである．Cr は Fe と同様に Mg 溶湯

にほとんど溶解せず，一般化された金属溶湯脱成分(AB 前

駆合金と C 金属溶湯)の A 成分に該当し，脱成分後には

Fe80Cr20 合金のリガメントを得る反応設計となっている．こ

の前駆合金を 973 K の純 Mg 溶湯に13分浸漬してポーラス

FeCr 合金を作製した．次にこの試料を新たに純 Mg 溶湯

に浸漬した．このように Mg に二度浸漬するのは，初回の

浸漬で Mg 溶湯に溶出した Ni 成分が Mg 相中に金属間化合
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図 9 金属溶湯脱成分で作製した Fe80Cr20 と Mg のヘテロ複

合材料(a) 応力―ひずみ曲線，(be) 破断後の試料の

SEM 像．文献(40)より許可を得て転載．(オンラインカ

ラー)
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物を析出させることを防ぐためである．この処理によって得

られた試料の SEM 像および FIB でシリアルセクショニン

グによって構築した三次元構造を図(a, b)に示す．幅がサ

ブミクロンオーダーの明るいコントラスト部と暗いコントラ

ストの二相が三次元で絡み合った共連続構造を有しており，

EDX 分析によって明るいコントラスト部分の組成は Fe81

Cr19(at)であることを確認した．暗いコントラスト部分か

らは Mg 以外の元素は検出されなかった．また X 線回折図

形からはこの試料が bcc および hcp 構造の二相で構成され

ていることを確認した．最初の Mg への浸漬によって前駆

合金からの Ni の溶出は完了し，更に二度目の浸漬によって

Mg 溶湯へ溶出した Ni が拡散して検出限界以下まで希薄化

したと考えられる．また相の体積率は(FeCr)相Mg 相＝

4951となっており，前駆合金から Ni が溶出してその体積

分だけ Mg 相に置き換わったと解釈される．

このヘテロ複合材料の TEM 像を図 8(c)に示す．点線で

囲まれた部分が FeCr 相であり，それ以外の部分が Mg 相

である．作製されたままの状態で既に FeCr 相と Mg 相の

界面近傍の Mg 相中に高密度の転位が導入されていること

がわかる．また，FeCr 相中においても塑性変形によって

導入されたと思われる転位が観察された．これらの高密度転

位は二相の熱膨張率差によって冷却時に導入されたものと考

えている．Fe および Mg の固相の熱膨張率はそれぞれ12.5

×10－6/K，22.5×10－6/K となっておりおよそ二倍異なる．

Mg 溶湯中で共連続構造が生成したのちに試料が冷却されて

凝固点に達すると，FeCr リガメントの周囲に存在してい

た Mg 溶湯は凝固して hcpMg となる．その後室温まで冷

却される過程で，この共連続構造はお互いの相を拘束し合う

ため熱膨張率の差からそれぞれの相に残留応力を生じ，より

降伏応力の小さい Mg 相を降伏させて Mg 相側に塑性変形

を生じさせたと考えられる．

このヘテロ複合材料の微小引張試験片を作製してその応力

ひずみ曲線を測定したところ図(a)のようになり，降伏応

力 191.9 MPa，破断応力 307.9 MPa，伸びが15となっ

た．ヘテロ構造組織から実効的な粒径を推察し，これに基づ

いて結晶粒微細化効果を考慮してヘテロ材料を構成する二相

がそれぞれの単独で存在する場合の降伏応力を見積もると

Mg 相が 101 MPa，FeCr 相が 310 MPa となる．複合材料

の強度がそれぞれの相の体積率に比例するするモデルである

線形の複合則は複合材料の強度の上限値を示すが，このヘテ

ロ材料の降伏応力は線形の複合則が予想する降伏応力にほぼ

一致する．これはヘテロ材料が有する構造から生じる複合的

な因子によるものと考えられるが，特に共連続構造によって

二相の界面が剥離しにくく荷重が効率的に各相に伝達され

る，組織がミクロンからサブミクロンと微細である，そして

作製したままの状態で転位密度が高いことによると考えられ

る．

一方で延性に関しては，従来の Mg 複合材料では第二相

を添加することによって強度は上昇するが同時に延性が低下

してしまう，いわゆるトレードオフの関係が一般的である

が，本研究は第二相を約50も導入したにもかかわらず

15もの伸びを維持した．図 9(be)に破断試料の外観と破

断面の拡大像を示した．試験後の試料にはネッキングが見ら

れ高い延性を証明している．また破断面を注意深く観察して

も FeCr 相と Mg 相の界面の剥離は確認されなかった．図

9(d)に見られるように Mg 相はディンプルを形成しながら

破断しており，これは一般的な Mg 合金の破断様式である

粒界破断とは違っている．つまりヘテロ材料内では Mg 相

は通常と異なる変形様式を発現したことを示唆する．Mg 相

の周囲に強度の高い FeCr 相が絡み合うことで存在してい

るため両相同士の拘束によって引張変形時に Mg 相に圧縮

の静水圧が発生することが有限要素法解析によって示されて

おり，この効果によって Mg 相の主な変形機構である底面

すべりに加えて非底面すべりが促進(41)されて Mg 相の延性

が向上したと考えられる．

. まとめと今後の展望

本稿では筆者らが独自に開発した金属溶湯脱成分の技術の

概要を述べ，最近取り組んでいるハイエントロピー設計によ
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るナノポーラス超微細構造の安定化，そして金属溶湯脱成分

の新たな側面であるヘテロ複合材料作製研究を紹介した．こ

れら二つ最近の研究では，ナノポーラス金属の粗大化や，複

合材料の強度と延性のトレードオフの難題を相次いで解決す

ることに成功した．これらは金属溶湯脱成分が生み出す特殊

な三次元形態と微細組織，界面移動と表面拡散によって材料

の内部構造が順次作り込まれる特殊な組織形成機構によって

生み出されている．今後もこれらの金属溶湯脱成分の特徴を

生かした材料創製によって常識を覆すような新しい材料を生

み出したいと考えている．また金属材料脱成分技術にはポー

ラス金属作製だけでなく，複合材料作製，材料表面改質，表

面拡散に基づく新物質創製などの新たな可能性が秘められて

おり，金属溶湯脱成分の学理を解明してこれらの未開拓分野

へも研究を拡大していきたいと考えている．
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電流スピン流熱流変換材料の現状と課題

関 剛 斎

. は じ め に

電荷の流れである電流とスピン角運動量の流れであるスピ

ン流，この両者をいかに効率良く変換して利用するかが磁気

ランダムアクセスメモリ(Magnetic Random Access Memo-

ry; MRAM)や磁気センサ等のスピントロニクス素子の動作

の根幹を成しており，高効率な変換を可能にする材料の創製

が新たな機能性をもたらしてきた．代表的なスピントロニク

スデバイスである MRAM を例にとると，MRAM を構成す

る磁気トンネル接合(Magnetic Tunnel Junction; MTJ)素子

にバイアス電圧を印加するとスピン偏極したトンネル電流が

流れる．MTJ は強磁性層/絶縁障壁層/強磁性層を基本構造

とし，強磁性層と絶縁障壁層の界面におけるスピン偏極率に

依存してトンネル電流のスピン偏極の度合いが決まる．つま

り，スピン偏極率が電流スピン流間の変換効率に相当し，

フェルミ準位に片方のスピンバンドしか存在しないハーフメ

タルなどの高スピン偏極材料を開発することができれば，2

つの強磁性層の磁化の相対角度によってトンネル抵抗が変化

するトンネル磁気抵抗(Tunnel Magnetoresistance; TMR)を

増大させ，MRAM の性能向上につながる(1)．

TMR 効果や強磁性金属層/非磁性金属層/強磁性金属層に

おける巨大磁気抵抗(Giant Magnetoresistance; GMR)効果

では，無偏極の電流が強磁性体やその接合界面を通してスピ

ン偏極電流になることから，電流を伴うスピン角運動量の流

れ(スピン流)を創出していることになる．この電流を伴うス

ピン流の他に，電流を伴わないスピン流も存在する(2)．一つ

の例が非局所スピン注入という手法であり，上向きスピンの

流れ( •J↑)と下向きスピンの流れ( •J↓)が •J↑＝－ •J↓のとき正味の

電荷の流れはゼロになるがスピン流は •J↑－(－ •J↓)≠0 とな

り，電流を伴わないスピン流が創出される(3)．これは純スピ

ン流とも呼ばれる．スピン流は，次節で詳細に述べるスピン

ホール効果(spin Hall effect; SHE)やスピン異常ホール効果

(spin anomalous Hall effect; SAHE)によっても生成可能で

ある．SHE や SAHE は物質中のスピン軌道相互作用を起源

とする電流スピン流変換現象として位置付けられ，スピン

オービトロニクスという新しい分野の基盤となる効果であ

る(4)．

電流スピン流変換とは別に，スピン流と熱流の変換，あ

るいはスピン流を介して電流と熱流の変換を取り扱う分野も

スピンカロリトロニクスと呼ばれて注目を集めている(5)(6)．

2008年のスピンゼーベック効果の発見(7)を契機として勃興

したスピンカロリトロニクスに刺激を受け，古くから知られ

ている磁性体の熱電効果も再び脚光を浴びている．特に，強

磁性体に温度勾配(:T)をつけると磁化(M)と :T の外積方

向に電圧(電場)が生じる異常ネルンスト効果(Anomalous

Nernst Effect; ANE)は，磁性体を使った電流熱流変換現象

として注目を集めており(8)(9)，大きな ANE を示す材料の探

索が盛んに進められている．

このように，近年のスピントロニクスでは電流スピン流

熱流の相互変換がキーワードとなっており，それらを高効率

に変換できる材料の創製がスピントロニクスの更なる発展の

ために必要不可欠となっている．本稿では，入力に対してそ

の横方向に出力が得られる電流スピン流熱流の相互変換現

象について整理したのち，強磁性規則合金を用いた電流ス

ピン流変換，および磁性層を有する金属人工格子を用いた電

流熱流変換について最近の我々の取り組みを紹介し，電流

スピン流熱流変換材料の現状と課題について述べる．これ

らの研究成果に関連して，日本金属学会・功績賞を受賞し，

まてりあに寄稿する機会を頂戴した．この場をお借りして関

係の先生方に心より御礼申し上げます．

. 電流スピン流熱流の相互変換

図に，電流スピン流および電流熱流の相互変換につい

て代表的なものを整理した．図 1(a)は電流(JC)からスピン
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図 1 電流スピン流および電流熱流の相互変換．(a) スピン

ホール効果と (b) 逆スピンホール効果．(c) 異常ホール

効果とそれによってスピン流が生じる (d) スピン異常

ホール効果．(e) 異常ネルンスト効果と (f) 異常エッチ

ングスハウゼン効果．
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流(JS)へ変換する SHE であり，電流密度( jC)とスピン流密

度( jS)を用いて

jS＝(

2e) aSH(s×jC) ( 1 )

の関係を持つ(10)(11)．ここで，e は素電荷，はディラック

定数，s はスピン量子化軸である．aSH はスピンホール角と

呼ばれ，SHE による電流スピン流の変換効率となる．また，

JC は縦伝導率(sxx)と電場(E)を用いて JC＝sxx･E となり，

JS はスピン化学ポテンシャルのシフト(dm)の勾配に沿って

流れることから JS＝－(sxx/e):dm と表せる．JS を x 方向，

JC を y 方向として(ここでの座標の定義が図 1(a)と異なっ

ているので注意が必要である)伝導度テンソルをつかって JS

と JC を表すと

[
Js, x

Jc, y
]＝[

sxx

sxy

－sxy

sxx
][

－:xdm/e

Ey
] ( 2 )

となる(12)．SHE は伝導度テンソルの非対角項に対応し，sxy

は aSHsxx である．さらに式( 2 )からわかるように JS から JC

への変換も可能であり，これが図 1(b)に示した SHE と相反

関係にある逆スピンホール効果(Inverse SHE; ISHE)である．

SHE, ISHE ともに aSH がキーパラメータであり，スピン軌

道相互作用の大きさが関係している．SHE および ISHE は

M に依らない効果であり，2000年代後半からこれまで非磁

性材料を中心に様々な材料が研究され(13)(17)，最近では強

磁性材料や反強磁性材料にも研究対象が拡大している．

一方で M を有する強磁性体に JC を流すと，図 1(c)に示

すように，M と JC の外積方向に異常ホール効果(anomalous

Hall effect; AHE)によるホール電圧(VH)が生じる．すなわ

ち AHE による横方向電流を JAHE
C とし，強磁性体の局在ス

ピンの偏極を p とすると，

JAHE
C ＝aAH(p×jC) ( 3 )

となる．aAH は異常ホール角である．ここで，強磁性体内部

においては JC および AHE による横方向電流(JAHE
C )ともに

スピン偏極していると考える(図 1(d))．AHE によって生じ

るスピン流(JSAHE
S )は

JSAHE
S ＝(

2e)(z－b)aSH(p×jC) ( 4 )

として表現でき，スピン異常ホール効果(SAHE)あるいは異

常スピンホール効果と呼ばれる(18)．z は JAHE
C のスピン偏極

率，b は縦方向電流のスピン偏極率である．横方向を開回路

とすると，z のスピン偏極をもつ JAHE
C と，反電場で駆動さ

れた b のスピン偏極率をもつ反電流が打ち消しあうため，(z

－b)aSH が変換効率となる．これがスピン異常ホール角

(aSAH)である．SHE と SAHE の違いは AHE の対称性を満

足するか否か，言い換えると M に依存するかどうかであ

り，強磁性体では SHE と SAHE の寄与を分離して評価す

る必要がある．

上記した SAHE 以外にも M が関連する電流スピン流の

変換プロセスが存在する．強磁性層/非磁性層界面での散乱

によってスピン歳差が誘起されスピン流を生成するプロセ

ス(19)や，ノンコリニアな反強磁性体における磁気スピンホ

ール効果(20)，コリニアな反強磁性磁気構造における反強磁

性スピンホール効果(21)などが報告されており，どの変換プ

ロセスが支配的なのかを判断するには，次節に具体例を示す

ように JC と M および生成される JS の対称性に注意しなけ

ればならない．

ここまでは電流スピン流の相互変換について述べてきた

が，磁性体における電流熱流変換にも横方向に出力を取れ

る現象がある．前節で述べた ANE による横方向電場(EANE)

は

EANE＝SANE(:T×m) ( 5 )

で与えられ(図 1(e))，SANE は異常ネルンスト係数あるいは

横ゼーベック係数，m は磁化の単位ベクトルである．式

( 5 )が意味するところは，磁性体に温度勾配をつけること

が入力となり，熱流の横方向に電圧の出力が得られる．この

ANE にも相反効果が存在する．図 1(f)に示すように，磁性

体に対して JC を入力とすることで，異常エッチングスハウ

ゼン効果(Anomalous Ettingshausen effect; AEE)により JC

と M の外積方向に温度勾配(:TAEE )が生じる(22)(23)．

:TAEE は

:TAEE＝(s/k)_AEE(E×m) ( 6 )

となる．s は電気伝導度，k は熱伝導度，_AEE は異常エッ

チングスハウゼン係数である．SANE と _AEE の間は _AEE＝

SANET の関係があり，ANE が大きい材料では効率良く熱を

電気に変換でき，一方で AEE を使うことで電気により磁性

体の加熱や冷却が可能となる．

以上のように aSH, aSAH および SANE はそれぞれ変換効率

そのものである．これらが大きな材料を探索するという目的

で取り組んだ研究の一例として，次節では L10 型 FePt 規則

合金において観測された大きな aSAH
(24)について紹介する．
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図 2 (a) 強磁性層/非磁性層の二層構造においてスピンホー

ル効果を使ったスピン軌道トルク(SOT)磁化反転．外

部磁場(Hext)を印加する必要がある．(b) スピン偏極用

の強磁性体と検出用の強磁性体の二層構造においてス

ピン異常ホール効果を使った SOT 磁化反転．無磁場下

で決定論的な磁化反転を実現できる．

図 3 (a) L10FePt におけるスピン異常ホール効果を評価す

るための積層構造の模式図．(b) 電流( JC)に対して

FePt の磁化(MFePt)が直交する Orthogonal 配置および

(c) JC と MFePt が平行となる Parallel 配置．(d) スピン

トルク強磁性共鳴測定のセットアップ．
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. 強磁性規則合金における電流スピン流変換

 スピンホール効果とスピン異常ホール効果

強磁性体中の電流スピン流変換のプロセスを正しく理解

するためには，M に依存しない SHE と，M に依存する

SAHE などの複数の変換機構を分離して考え，厳密に定量

評価しなくてはならない．特に AHE を示す材料の場合には

SAHE の寄与を無視する訳にはいかず，むしろ SAHE が主

要な機構となって高い電流スピン流変換効率を期待するこ

とができる．また，SAHE では強磁性体の M によって創出

される JS のスピン量子化軸が決まるという特徴がある．こ

の特徴は応用上有用な機能性をもたらす．電流スピン流変

換を基盤とする応用技術として，スピン軌道トルク(Spin

orbit torque; SOT)磁化反転(図(a))がある(25)．SOT 磁化

反転は，スピン軌道相互作用に関係する現象を利用して JS

を創出する非磁性体層と，創出された JS を検出する(JS に

よって磁化反転が誘起される)強磁性体層を積層させた二層

膜を中心に研究が進められている．ここで，磁化に依存しな

い SHE を起源とする JS を使って垂直磁化膜の SOT 磁化反

転を実現しようとすると，通常 SOT に加え外部磁場を印加

しないと決定論的な磁化反転を実現できない(26)．しかしな

がら，SAHE の JS を使うと無磁場下での SOT 磁化反転が

可能となる(18)．SAHE を示す強磁性層の磁化が薄膜面内か

ら立ち上がる(面直成分を有する)と，仰角成分がゼロでない

p によって JS がスピン偏極される．つまり，膜面垂直方向

に流れる JS のスピン量子化軸も膜面内から立ち上がること

になり(図 2(b))，JS の膜面垂直方向成分の存在により外部

磁場の印加を必要としない無磁場 SOT 磁化反転を実現でき

る．これは SAHE を使う大きな利点である．では，SAHE

を増大させる，つまり aSAH を大きくするための指針はどう

であろうか．式( 4 )から判断すると，AHE の大きな材料，

さらには横方向電流のスピン偏極率と縦方向電流の差が顕著

に大きい材料が有望となる．

 L10 型 FePt 規則合金におけるスピン異常ホール効果

我々は SAHE の材料として，比較的大きな AHE を示す

L10 型 FePt 規則合金(27)(28)(以下，L10FePt と記す．)に着

目し，SAHE の定量評価に取り組んだ．後述するように，

L10FePt の持つ大きな一軸磁気異方性を活用し，L10FePt

の磁化方向を制御することで SAHE と SHE の分離を行っ

た(24)．

図(a)に用いた薄膜試料の模式図を示す．スパッタリン

グ法を用いて，L10FePt(30 nm)|Cu(3 nm)|Ni81Fe19(2

nm)の GMR 構造を SrTiO3(110)単結晶基板上にエピタキシ

ャル成長させた．L10FePt が SAHE により JS を創出する
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図 4 L10FePt(30 nm)|Cu(3 nm)|Ni81Fe19(2 nm)の GMR
構造におけるスピントルク強磁性共鳴スペクトル．

Orthogonal 配置の素子に対して (a) ＋4 mA および (b)

－4 mA の直流電流を印加した結果である．白丸が測定

データ，実線が数値フィッティングの結果を表してい

る．Ni81Fe19 層(Py 層)の強磁性共鳴を検出しており，

灰色でハッチングした共鳴線幅が電流によってどのよ

うに変化するかを評価した．

 　　　　　　最近 の 研 究

スピン偏極層，そして Ni81Fe19(Permalloy と呼ばれ，以下

では Py と記す)が SAHE による JS を検出する層となる．

ここで，L10FePt 層は(110)面がエピタキシャル成長して

おり，膜面内の[001]方向に強い一軸磁気異方性を示す面内

磁化膜となっている．一方で，Py はソフト磁性を示すた

め，磁化(MPy)が外部磁場(H )方向に容易に揃う．この

L10FePt のハード磁性と Py のソフト磁性を上手く利用す

ることで，電流に対して FePt の磁化(MFePt)が直交する Or-

thogonal 配置(図 3(b))，および電流と MFePt が平行となる

Parallel 配置(図 3(c))を実現できる．Orthogonal 配置は

AHE の対称性を満足するが，Parallel 配置では AHE による

横方向電流は出現しない．したがって，両配置の結果を比較

することで SAHE とその他の変換機構の寄与を分離するこ

とができる．

電流スピン流変換の評価には，スピントルク強磁性共鳴

(Spin torque ferromagnetic resonance; STFMR)(29)を用い

た．図 3(d)に STFMR の測定セットアップを示した．mm

サイズの矩形状に微細加工した GMR 素子に対して，コプレ

ーナ導波路形状の電極をもうけ，信号発生器から高周波電流

(Irf)を GMR 素子へと印加する．この Irf は GMR 素子の短

手方向に高周波磁場を発生させ，Irf の周波数( f )が JS 検出

用の磁性層(本研究では Py 層)の磁気共鳴周波数と一致する

条件で磁化が大きく歳差運動する．磁気共鳴は GMR 素子の

抵抗(R)変化として現れ，時間的に変動する R と Irf の積か

ら，直流電圧(Vdc)が出現する．つまり，Vdc を H に対して

プロットすることで Py 層の FMR スペクトルを得て，共鳴

磁場(HRes)や共鳴線幅(DH)を評価できる．ここで，直流電

流(Idc)を Irf に重畳させると Idc がもたらす JS が新たに MPy

に作用し，Py 層の磁化ダイナミクスが変調を受ける．特に

Idc による DH の変化を調べることで，Py 層に注入された

JS の量，すなわち aSAH や aSH を定量的に評価できる．

図(a)および 4(b)に Py 層の典型的な FMR スペクトル

を示す．Orthogonal 配置の素子に対して Idc＝＋4 mA およ

び－4 mA を印加した結果である．＋4 mA 印加時の DH が

－4 mA と比較して広くなっている．この共鳴線幅の変化

は，正の Idc で MPy の磁気ダンピングが増加し，負の Idc で

磁気ダンピングが低下していることを意味しており，L10

FePt によって生成された JS が MPy のダイナミクスを変調

している．このように Orthogonal 配置の素子では磁気ダン

ピングの変化が観測され，L10FePt において電流スピン流

変換が生じていることが確認できたが，Parallel 配置の素子

において同様の実験を行ったところ，DH の明瞭な変化は見

られなかった．Parallel 配置の素子は AHE の対称性を満足

しないため SAHE の発現は期待できず，存在するとすれば

L10FePt の磁化方向に依らない SHE による電流スピン流

変換である．しかしながら，Parallel 配置で磁化ダイナミク

スの変調が生じなかった実験事実は，L10FePt の SHE は

寄与が小さいことを示唆している．したがって，L10FePt

において支配的な電流スピン流変換の機構は SAHE である

と考えられる．上記の Orthogonal 配置の素子で観測された

DH の変化について，Idc さらには外部磁場角度を変えなが

ら系統的に調べることで aSAH の値を見積もったところ，

0.25±0.03という非常に大きな値が得られた．この値は，他

の強磁性体で SAHE が報告されている CoFeB(30)や非磁性

体のスピンホール材料として有名な Pt(29)(31), Ta(25)(31),

W(31)(32)と比較しても同等かそれ以上の値であり，L10FePt

の SAHE は高効率な電流スピン流変換を可能にするもので

あることがわかる．

 種々の電流スピン流変換機構と課題

以上は L10FePt の SAHE と SHE にフォーカスした研究

内容であるが，第 2 節でも述べたように，スピン歳差トル

ク(19)や，磁気スピンホール効果(20)，反強磁性スピンホール

効果(21)など SAHE 以外にも磁化が関係する様々な機構が提

案，そして実験的に観測されている．各々の変換機構の理解

が進むと同時に，これらは複合して存在することが多々あ

り，実際に観測される現象は複雑さが増している．単一の強

磁性金属層内における電流スピン流変換だけに限定して

も，表に整理したように種々の材料において幾つかの対称

性を有する機構が様々な手法によって報告されてい

る(33)(40)．我々のグループでは，単一の Py 層を有する薄膜

において界面での構造非対称性を利用することにより，電

流スピン流変換が可能であることを示してきた(41)．ただ

し，スピントルク発振を励起できるほどの高い変換効率には

達しておらず，狭窄構造において観測されている発振(40)の

条件は明らかになっていないなど，十分な理解に至っていな

い課題がまだまだある．また，L10FePt の SAHE に関して
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表 1 単一の強磁性金属層における電流スピン流変換の報告例．
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も，スピン異常ホール伝導度の理論計算値(42)と実験値が一

致していないところもあり，引き続きの検討が必要とされ

る．最近では，強磁性状態に転移することで非磁性状態より

も電流スピン流変換効率が向上することが見出され(43)，強

磁性体を用いた変換プロセスが効率の観点でも有用であるこ

とが示されている．複雑にからみあう現象を解きほぐし機構

の理解を深めることで，より高効率で機能的な強磁性体の変

換材料が実現されるものと期待したい．

. 金属人工格子における電流熱流変換

 異常ネルンスト効果を用いた熱電変換の性能指数

前節では電流スピン流変換について紹介してきた．本節

では，磁性体における電流熱流変換について，特に金属人

工格子を用いた最近の研究を中心に説明する．2 節で述べた

ように，ANE は温度勾配と磁化の外積方向に横方向電場を

生じる現象であり，ゼーベック効果を動作原理とする従来素

子にはない新しい機能の熱電変換技術として注目を集めてい

る．熱電変換の性能は，無次元性能指数 ZT を用いて評価さ

れることが多いが，ANE の場合には

ZT＝(syS
2
ANE/kx)･T ( 7 )

となる(44)．ここで :T の方向を x 軸，EANE の方向を y 軸と

し，kx は x 方向の熱伝導率，sy は y 方向の電気伝導率を表

している．ここで，一般的な値を入れて現状でどの程度の

ZT が得られるのか見積もってみる．通常の金属では，kx＝

10～102 W m－1 K－1, sy＝106～107 S m－1 程度であり，SANE

は 1 mV K－1 を超えるような物質がいくつか発見されている

が，室温での値は 10 mV K－1 には到達していない(8)．これ

らの典型的な値を使って見積もると，ZT は 10－3 程度とな

り，ゼーベック効果を動作原理とする従来素子には及ばない．

ANE の応用に向けて，この性能改善は喫緊の課題である．

ではどのようにすれば ZT を向上できるか．式( 7 )からわか

るように，ANE の場合，熱伝導率と電気伝導率の方向が直

交していることが特徴である．この特徴に着目すると，磁性

体の伝導特性が異方的で kx を抑制しながら sy を高く保つこ

とができれば，ZT の向上につながる．同時に，SANE が大

きい材料，すなわち電流熱流変換効率が高い材料を探索す

ることも不可欠となる．

 金属人工格子における異常ネルンスト効果

熱電変換への応用を視野に入れた際の材料への要求や課題

を踏まえ，我々のグループでは金属人工格子の ANE に着目

して研究を進めている．金属人工格子とは異種金属をナノメ

ートルスケールで積層制御した多層膜のことを指し，1980

年代から界面磁気異方性(45)や層間交換結合(46)，そして

GMR(47)(48)といったスピントロニクスの礎となる研究トピ

ックスの舞台となってきた物質群である．まず，積層構造で

ある金属人工格子は界面の集合体と捉えることができ，界面

でのスピン軌道相互作用の増強によって磁気熱電効果も増強

することが期待できる．つぎに，金属人工格子の構造的な異

方性に着目すれば，sy と kx を独立に制御することも原理的

に可能となる．具体的には，M が膜面内の一方向にあり，

温度勾配が膜面垂直方向に印加される配置を考えると，面内

で磁化と直交する方向に ANE 電圧が生じる．このとき，温

度勾配が作られる膜面垂直方向は金属人工格子の積層方向で

あり，界面散乱や周期構造を利用して kx を抑制できること

が期待される．一方で，電圧を測定する面内方向の sy は比

較的高い値を維持することができるであろう．したがって，

金属人工格子の構造的異方性によって，電気伝導率と熱伝導

率の比が一定になるというヴィーデマン・フランツの法則か

ら解放され，sy と kx を独立に制御する道筋が見えてくる．

以上より，金属人工格子は ANE を動作原理とする熱電変換

技術に有用な材料になりうる(49)．

 Ni/Pt 金属人工格子

我々のグループはこれまでに，様々な材料の組み合わせの

金属人工格子において ANE を評価してきた．2015年に報告

した Fe 系金属人工格子を用いた実験(50)は，多層構造にお

ける ANE の先駆的研究として位置付けられる．Fe/Pt, Fe/

Cu および Fe/Au の 3 種類の金属人工格子を研究対象と

し，金属人工格子に特有の界面形成や多層構造化が ANE の

増強に対し有効に働くことが示された．この研究を発展さ

せ，最近では Ni 系金属人工格子(51)や Co 基ホイスラー合金

を使った金属人工格子(52)へと物質を展開させている．図

に Ni/Pt 金属人工格子における ANE の測定例を示す．この

実験で用いた Ni/Pt 金属人工格子では，3 nm 厚の Ni 層お

よび 1 nm 厚の Pt 層ともに SrTiO3(100)単結晶基板上にエ

ピタキシャル成長しており，垂直磁気異方性を有する垂直磁

化膜である(53)．図 5(a)は ANE の測定セットアップの模式

図，図 5(b)は :T によって誘導された横方向電場(EANE/

:T)の外部垂直磁場(H)依存性である．ヒータによって基

板の一端を加熱，もう一端をヒートシンクとなる銅ブロック

に接触させることで薄膜試料面内に温度差を付ける．薄膜試

料面内の温度差は，サーモグラフィーによる熱画像とゼーベ

ック電圧測定を組み合わせることで校正した．図 5(b)に示

すように，EANE/:T は H の掃引に対して磁化曲線を反映し
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図 5 (a) Ni/Pt 金属人工格子における異常ネルンスト効果を

測定するためのセットアップの模式図．(b) 温度勾配

:T によって誘導された横方向電場(EANE/:T)の外部

垂直磁場(H)依存性．Ni 層厚(t)を 3 nm とした試料の

結果である．(c) 異常ネルンスト係数(SANE)の t 依存性．

Ni バルクの報告値(54)を点線で記した．(d) 横熱電伝導

率(axy)の t 依存性．

図 6 熱酸化 Si 基板上に作製した AlN(20 nm)/[Co2MnGa
(12.5 nm)/AlN(5 nm)]x2 薄膜の断面透過電子顕微鏡像．

 　　　　　　最近 の 研 究

たヒステリシスを描いており，Ni/Pt エピタキシャル金属人

工格子の垂直磁化に由来した ANE の電圧信号となってい

る．このようにして得られた EANE/:T について，:T を系

統的に変えながら計測することで SANE を見積もった．図 5

(c)に SANE の Ni 層厚(t)依存性をプロットした．t＝1.5, 2.0,

3.0および 4.0 nm とした試料において，いずれも 0.9 mV

K－1 以上の比較的大きな SANE を示しており，最も大きな値

は t＝2.0 nm の SANE＝1.14±0.05 mV K－1 であった．比較の

ために図 5(c)中に Ni バルクの報告値(54)を点線で記したが，

Ni バルクよりも一桁大きい ANE が発現している．このこ

とは，Ni と Pt という物質の組み合わせにおいても，金属人

工格子化が ANE の増大に有効であることを示している(51)．

大きな ANE 発現の微視的メカニズムの詳細は文献(51)に

譲るが，ANE のプロセスをゼーベック効果によって駆動さ

れた電流が AHE によって横方向電圧に変換されるプロセス

と，熱流から横方向電流への直接変換のプロセスの二つに分

けて考えた場合，Ni/Pt 金属人工格子では後者のプロセスが

支配的であることが明らかとなっている．直接変換のプロセ

スのパラメータとなる横熱電伝導率(axy)は，図 5(d)に示す

ように，1.5 nmt4.0 nm の範囲においていずれも高い値

をとった．特に t＝4.0 nm では axy＝4.8 A K－1 m－1 が得ら

れた．この値は巨大な ANE が報告されている Co2MnGa

(2.43.0 A K－1 m－1 )(55) , Co3Sn2S2 (～2 A K－1 m－1 )(56) ,

SmCo5(4.6 A K－1 m－1)(54)に匹敵するほど大きく，Ni 系金

属人工格子における ANE の増大の一因は高い axy にあるこ

とが実験的に示された(51)．

 Co 基ホイスラー合金を有する金属人工格子

Fe 系および Ni 系金属人工格子で得られた知見をもとに，

金属人工格子の構成要素として規則合金を用いることを試み

た．本項では，強磁性物質自体が大きな SANE を示すことが

報告されている Co2MnGa(55)(57)(以下では CMG と記す)を

用い，CMG 層と窒化 Al 層との人工格子を形成すること

で，多結晶で成長した CMG においても，単結晶と同等の大

きな ANE を発現できること(52)を紹介する．本研究におい

て窒化 Al 層を CMG との組み合わせに採用したのは，窒化

Al 層は熱処理に対して化学的に安定であり且つ急峻な界面

が得られ易いため，CMG の規則化のための熱処理プロセス

を制限しないといった理由からである．また，窒化 Al 層は

絶縁性であるため金属同士の人工格子とはならないが，本稿

では金属磁性層を人工格子の要素とするものを広く金属人工

格子と称している．

まず，超高真空対応マグネトロンスパッタ装置を用いて，

熱酸化膜付き Si 基板上に AlN(20 nm)/[CMG(tCMG nm)/

AlN(5 nm)]xN の積層構造を室温で成膜した．ここで CMG

の層厚 tCMG は，2.5, 5, 12.5および 25 nm と変化させ，繰り

返し回数 N は 25/ tCMG とした．CMG の合金組成は Co52

Mn22Ga26 である．成膜後に 500°C でアニールすることによ

り，CMG 層の規則化を促進した．図に tCMG＝12.5 nm と

した試料の断面透過電子顕微鏡像を示す．500°Cでアニール

した後の試料であるが目立った相互拡散は生じておらず，急

峻な界面が形成されていることがわかる．ここで界面での結

晶方位関係に着目すると，(110)CMG∥(0001)AlN, [001]CMG∥

[1010]AlN のエピタキシャル関係があり，エピタキシャル

歪みが導入されている．歪みの空間分布を調べたところ，

CMG 層内に均一にひずみが導入されていることがわかった．

この Si 基板上の試料について，熱輸送特性の tCMG 依存性

を詳細に調べたところ，CMG の単結晶バルクや単結晶薄膜

に匹敵する大きな異常ネルンスト係数が発現すること(SANE

＝4.9 mV K－1)，そしてその大きな ANE は歪み誘起のゼー

ベック効果の増大がもたらしていることがわかった．これら

の結果は，界面での歪みを活用することが CMG/AlN 超格

子構造の SANE を増大させる有効な方策の一つであるという

ことを示唆している．
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図 7 (a) フレキシブル基板上に作製した AlN/Co2MnGa 積層

構造を有する異常ネルンスト効果素子の写真および (b)

横方向電場(EANE)の外部垂直磁場(H)依存性．
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上記の結果における重要なポイントは，AlN と積層化さ

せることで単結晶の CMG でなくとも，言い換えると単結晶

基板を用いなくとも，大きな ANE が得られることである．

そこで，同様の構造をポリイミドのフレキシブル基板上に作

製し熱輸送特性を調べた．図(a)はフレキシブル基板上に

作製した折り曲げ可能な素子の写真である．AlN(20 nm)/

CMG(25 nm)/AlN(5 nm)の積層構造の薄膜を微細加工して

作製した．このフレキシブル素子における EANE の外部垂直

磁場(H)依存性を図 7(b)に示す．CMG の磁気ヒステリシス

を反映した電圧の磁場依存性が観測されており，SANE は 4.7

mV K－1 と見積もられた．このことから，CMG と AlN を組

み合わせた積層構造では，フレキシブル基板上においても高

い SANE を得ることが可能であり，エネルギーハーベスティ

ング技術として不可欠なユビキタス性を満足するフレキシブ

ル磁気熱電素子の候補になりうる(52)．

. まとめと今後の展望

本稿では，電流スピン流熱流変換材料の現状と課題と題

して，強磁性規則合金および金属人工格子を用いた最近の我

々の取り組みを中心に説明してきた．2000年代になってか

ら，スピン角運動量の流れであるスピン流や，スピンを介し

た準粒子間の相互変換を意味する「スピン変換」(58)という概

念が生まれ，それらの物理的理解は飛躍的に進み，伴って興

味深い新現象が次々に報告されてきている．ではそれらを実

際にデバイスに応用しよう，と考えた時に必ずと言っていい

ほど効率の問題がボトルネックとなる．本稿が対象とした

aSH, aSAH および SANE は変換効率に相当し，これらが大きい

材料を見つけ出すことは応用研究を加速させるものであり大

変意義深い．勿論，応用を視野に入れた場合には他にも取り

組むべき課題が山積しているが，スピントロニクス分野にお

いても新物質・新材料の研究がブレイクスルーをもたらし応

用につながった事例は多い．新しい高効率変換材料の発見

が，スピントロニクスを新たなステージへと牽引することを

期待したい．

本稿で紹介した研究内容は，東北大金研・高梨弘毅教授

(現・原子力機構先端基礎研センター長)をはじめとする磁性

材料学研究部門のメンバー，東北大通研・白井正文教授のグ

ループ，東北大学際研・飯浜賢志助教，産総研・谷口知大

氏，物材機構・内田健一氏，桜庭裕弥氏および三浦良雄氏の

3 名のグループリーダーと各グループのメンバーなど，多く

の方との共同研究によって得られたものです．ここに関係各

位に感謝いたします．本研究の一部は，科研費・基盤研究

( S ) ( JP18H05246 ) ， 基 盤 研 究 ( A ) ( 課 題 番 号 

JP20H00299)，村田学術振興財団の研究助成の支援のもと

に遂行されました．
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表 1 医療用ボーンプレート材料の特徴比較．
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高純度マグネシウムを用いた

医療用インプラント製造技術の開発

井 上 誠 上 田 恭 介1) 峯 田 才 寛

会 田 哲 夫 松 島 稔 山 口 一 良2)

. は じ め に

顎顔面外科・脳外科領域で骨折時に使用する医療用埋め込

み材(インプラント)としての「ボーンプレート」には，主と

してチタン(Ti)合金が用いられている．その理由は，◯生

体適合性が良好であること，および◯強度が高くプレートの

厚みを薄くできることの 2 点である．しかし，◯生体内で

溶解しない(生体内溶解性がない)ため，骨接合後再手術によ

りプレートを取り出す必要があり，患者にとって必ずしも低

侵襲治療とは言い難い．

生分解性のあるプレートとして実用化されている材料に高

分子系樹脂(例えばポリ乳酸)がある．しかしこの材料は，◯

生体内での溶解速度が速すぎその制御ができない，◯強度が

低いためプレートの厚みを薄くできず，医師の手術時の操作

性が不良であるとともに，プレートの使用部位が限られる．

現在実用化されている Ti 合金，高分子系樹脂に代わるボ

ーンプレートとして具備すべき性状は下記のとおりである．

◯生体適合性が良い，◯骨接合までは一定の強度を保持し，

接合後は生体内で速やかに溶解・消滅する．これらの性状を

具備する材料として，本報告では「高純度マグネシウム

(Mg)」を対象とした．表に実用材料と開発材料の特徴を

比較して示す．この比較から次のことが分かる．

◯高純度 Mg は生体適合性が極めて良好である．しかし含

有する合金元素によっては生体適合性が低下する．

◯高純度 Mg は素材の密度は小さく強度が低い．実用化の

ためには強度向上を図る必要がある．

◯高純度 Mg は生体内溶解性があるものの溶解速度制御が

可能かは不明である．この点も明確化する必要がある．

本報告では，顎顔面外科・脳外科領域で骨折時に使用する

耐荷重がそれほど重要ではない「ミニプレート」材料の開発

対象として高純度 Mg を取り上げ，下記の項目の開発を実

施した成果について述べる．

◯高純度 Mg の強度向上方策の研究開発

◯高純度 Mg の生体内溶解機構の解明と溶解速度制御方策

の研究開発

. 高純度 Mg の強度向上方策

高純度 Mg の強度と溶解性を同時に制御できるシーズ技
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表 2 出発原料および作製した MgZn 合金の化学組成(mass).

図 1 平均結晶粒径と硬さ，引張強さの関係．

図 2 Zn 濃度と引張強さの関係．
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術を開発するために，下記の開発目標を設定した．

◯高純度 Mg に亜鉛(Zn)のみを含有する MgZn 合金製造技

術の開発

◯高純度 Mg への加工(押出・鍛造)付与による結晶粒微細

化，および含有 Zn の固溶強化による強度向上技術の開発

すなわち，溶解性制御因子として Zn 濃度を，強度制御因

子として Zn 濃度，押出加工，鍛造加工を取り上げたことに

なる．

 高純度 Mg 中合金元素濃度の制御技術

Mg の高い蒸気圧を利用した真空蒸留法により，Mg 合金

から高純度 Mg を回収する気相リサイクル技術の検討を長

年実施してきた(1)(4)．この研究シーズを適用し，市販 Mg

合金(AM60，AZ91，ZK60ASTM International 規格の分

類に準拠)を出発原料として，単独および組合せ溶解により

Zn 以外の他の元素を検出限界以下にしつつ Zn 濃度のみを

変化させた MgZn 合金を作製した．表に出発原料と作製

した MgZn 合金の化学組成を示す．なお表中の Mg2.9Zn

は，Zn 濃度＝2.9 massで残りは Mg であることを示す．

Zn 濃度が 0.0051～2.9 massまで変化させることができた．

 MgZn 合金の強度向上技術

前述したように，強度制御因子として Zn 濃度，押出加

工，鍛造加工を検討した(5)．Zn 濃度増加による強度向上は

固溶強化により，加工付与(押出，鍛造)による強度向上は結

晶粒微細化による．Zn は Mg 中に固溶可能な元素であり，

Zn 濃度が適正範囲にあれば非金属介在物生成による不均一

溶解は起こらない．

押出加工に関しては，400 t 縦型油圧プレスを用い，押出

温度～375°C，押出速度＝0.5 mm/秒として，押出比を 7～

39まで変化させた．ここで押出比とは材料を入れるコンテ

ナとダイスの面積比と定義する．鍛造加工に関しては，押出

材を360～380°Cに加熱・冷却後，80 t あるいは1500 t 油圧

プレスで鍛造率を24～43まで変化させた．

図に押出，鍛造加工付与による平均結晶粒径(D)に対す

る最大引張強さ(Ultimate tensile strengthUTS)とビッカ

ース硬さ(Vickers hardnessHV)の関係を示す．この図に

よると，平均結晶粒径が小さくなるほど引張強さ，硬さは向

上しており，加工付与による強度向上が図られている．押出

加工付与のみよりも，さらに鍛造加工を付与することにより

結晶粒微細化の程度は大きくなる．平均結晶粒径は工学顕微

鏡により全体図から切片法(Intercept Method)を用いて算出

した．

図に Zn 濃度と引張強さの関係を，押出付与と(押出＋





図 3 DMEM 溶液浸漬 6 日後の試料断面の SEM 像と EDX スペクトル．
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鍛造)付与に層別して示す．この図によると，Zn 濃度増加と

ともに引張強さは向上するが，Zn 濃度＝0.5～1.0 mass付

近より強度向上効果が飽和している傾向がみえ，押出加工付

与のみよりも，さらに鍛造加工を付与することによる強度向

上効果が大きい．

図 1，2 から，Zn 濃度，加工(押出，鍛造)付与により強度

は最大引張強さで200～300 MPa まで向上することが判明し

た．表 1 における Ti 合金の1000 MPa には届いていない

が，今後「ミニプレート」の使用部位において必要とされる

強度の検討に繋げることできる．

今後は，強度と溶解性を自在に制御できる材料製造技術の

開発，強度に及ぼす各制御要因単独の影響の導出を行うが，

引張強さに加えて「ミニプレート」の形状に合わせた曲げ試

験の検討も必要である．

. 高純度 Mg の生体内溶解機構

 Mg 合金の耐食性に関するこれまでの研究結果

MgZn 合金の耐食性は，通常 JIS H 0541に準拠し，35°C

の 5 massNaCl 水溶液に 168 h 浸漬して評価している．含

有される合金元素のうち，Fe，Ni，Co，Cu は極微量におい

ても非金属介在物を形成するため耐食性を著しく阻害する．

一方，Zn は 3 mass未満での耐食性は良好である．

医療用インプラント材料としての Mg 合金の耐食性を研

究した例として，向井らの成果(6)がある．Mg の粒界モデル

による第一原理計算を行い，添加元素の安定的配置および界

面凝集エネルギーを算出し，添加した Ca，Zn，Al が界面付

近に集まることでヘテロ構造を形成し壊れ難くなる(耐食性

がある)ことを見出している．

添加元素の量は多いほど固溶強化や析出強化による強度向

上は図れるが耐食性は悪化する可能性があるので，下記の化

学組成が特許において提案されている(7)．不可避的不純物濃

度≦0.05 at，Mg 濃度≧93.5 at，第 2 元素として Au，

Ir，Pd 等のいずれか 1 つ，Ce，Pr，La 等のいずれか 1 つ

を含有する．本材料はボーンプレートではなくステント用を

対象としているため，ある程度の強度が必要であるとして化

学組成を決めている．

 適正な擬似体液を使用した MgZn 合金の溶解機構

擬似体液として炭酸/炭酸水素ナトリウム系緩衝溶液(Dul-

becco's Modified Eagle's MediumDMEM)を用いた浸漬

試験を行った(8)．この溶液には生体外マトリクスの無機成分

として Na，Mg，Ca，リン酸等の無機イオンに加えアミノ

酸等の有機成分を含む．10×10×1 mm の試料を基板として

用い，37°C，5 volCO2 雰囲気下において，15 mL の D

MEM に浸漬した．短期間浸漬(1，6 h)および長期間浸漬(3

日＝259.2 ks，6日＝518.4 ks)を行った．6 日の長期間浸漬

では 3 日後に溶液の交換を行った．

Zn 濃度の低い Mg0.005 Zn と Zn 濃度の高い Mg2.9Zn

を DMEM 溶液に 6 日間浸漬後，試料断面走査型電子顕微

鏡(Scanning Electron MicroscopeSEM)およびエネルギ

ー分散型 X 線分光法(Energy Dispersive Xray Spec-

troscopyEDX)にて分析した結果を図に示す．どちらの

試料表面にも 3.5～2.5 mm の厚さの膜が生成しており，Mg
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図 4 Mg 溶解量に及ぼす Zn 濃度の影響．

図 5 Zn 溶解量に及ぼす Zn 濃度の影響．

図 6 DMEM 浸漬法と動物実験の Mg 重量減少率の比較．

 　　　　　　技 術 資 料

0.005Zn の方が厚い．EDX スペクトル分析によると Mg，

Ca，P，O が検出され，ハイドロキシアパタイト(HAp

Ca10(PO4)6(OH)2，Ca/P＝1.67)よりも Ca/P 比の小さいリ

ン酸カルシウム系生成物(Mg0.005ZnCa/P＝1.09，Mg

2.9ZnCa/P＝0.887，以降 CaP 膜と称する)と同定され

た．この CaP 膜に覆われることで Mg 基板の溶解が抑制さ

れている．すなわち CaP 膜生成による Mg 溶解の保護効果

と言える．

Mg2.9Zn 試料において CaP 膜厚が薄くなった理由とし

て，膜に Zn が捕捉されたことが挙げられる(図 3(d)で膜中

に Zn が検出されており，Mg0.005Zn ではみられない)．

HAp は種々の元素と置換しやすく，置換により核成長(膜の

成長)が阻害される．

 Mg 溶解に及ぼす Zn 濃度，押出，鍛造付与の影響

図に DMEM 浸漬 3 日(259.2 ks)後，6 日(518.4 ks)後

の試料単位面積当たりの溶出 Mg イオン濃度(CMg)，および

溶出 Mg イオン量(MMg)と Mg 合金基板中 Zn 濃度(CZn)の

関係を，押出付与，(押出＋鍛造)付与で層別して示す．

この図から下記のことが分かる．先ず 3 日後と 6 日後を

比較すると 3 日後の溶解量が多い．これは初期には CaP 膜

の生成が少ないことによる．次に押出のみの付与と(押出＋

鍛造)付与の比較では両者間に Mg 溶解量の差はほとんどみ

られない．すなわち，鍛造付与の強度向上効果はあるが Mg

溶解には影響を及ぼさないと言える．さらに Zn 濃度の影響

に関しては，Zn 濃度＜1 massまでは Mg 溶解量は減少し

ており，さらにZn 濃度が上昇して 2.9 massに達すると増

加に転じる．

図に試料単位面積当たりの溶出 Zn イオン濃度(CZn)お

よび溶出 Zn イオン量(MZn)と Mg 合金基板中 Zn 濃度(CZn)

の関係を示す．この図によると，Zn 濃度＜1 massまでは

6 日後の Zn 溶解量はほぼゼロであり，CaP 膜形成は安定

していることになる．さらに Zn 濃度が上昇して 2.9 mass

に達すると Zn 溶解量は増加し，CaP 膜に置換(固溶)され

るとともに膜の形成を阻害する．これが Mg 溶解量増加の

理由と考えられる．図 5 においても，3 日後と 6 日後の差

異，(押出＋鍛造)付与の効果は変わらない．

 DMEM浸漬溶解法と動物実験との比較

通常インプラント用材料の生体適合性，溶解性，強度等の

評価には，ラット等の動物に材料を埋め込み途中で摘出しな

がら経時変化を評価し，最大 6 ヶ月間埋め込みを行う．極

めて長期間を要すること，および動物保護の観点から望まし

い評価方法とは言えない可能性がある．本報告における D

MEM 浸漬溶解法が動物実験の代替となり得るかの検討を実

施した．

図 4 における Mg0.005Zn(押出)の場合の 6 日後までの

Mg 溶解速度を用いて，6 日後の Mg 重量減少率(mass)を

算出すると 0.646 massとなり，これを動物実験の結果(9)

と比較すると図が得られる．動物実験における 30 日後ま

でのデータを内挿すると 6 日後は 0.40となり，DMEM

浸漬法とほぼ同等である．また Mg0.21Zn(鍛造)の 9 日後

までの Mg 重量減少率も図 6 に示すが，Mg0.005Zn(押出)

とほぼ同じ傾向を示している．

DMEM 浸漬溶解法を代替法として検討して得られた結

果が，動物実験の結果とほぼ一致しており，模擬環境として

この試験結果の妥当性は確認された．今後，結果の妥当性の

検証精度を向上させるために実施すべき開発項目は，下記の
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図 7 圧子の圧入方向．

図 8 ND 圧入と ED 圧入時の圧痕径の比較．

図 9 Zn 濃度と異方性の関係．

ま て り あ
Materia Japan

第62巻 第 2 号(2023)

とおりである．

動物実験の 6 ヶ月後の試料(9)をみると，溶解は試料表面

に限られており内部まで進行していないが，表面では CaP

膜が生成していない部分も観察されるので，DMEM 浸漬

法の 6 日を超える実験を行い，動物実験と比較する必要が

ある．なお，動物実験において 6 ヶ月後でも Mg の溶解は

表面部に限定されることから，埋め込み前の強度が高ければ

この値が 6 ヶ月後まで維持できる可能性が大きい．

さらに，生体内においては常に体液の循環により溶出した

Mg が代謝されるが，擬似体液(DMEM)浸漬においては閉

じた系の実験のため，Mg 試料溶解に伴う Mg イオン濃度の

増加，表面への CaP 膜形成によるカルシウム，リン酸イオ

ン濃度の減少が生じる．そのため，かなりの頻度で擬似体液

交換を行う必要があることも実験手法として重要である．

. 異方性の評価

Mg は最密六方構造であり，a 軸方向には変形し易いが c

軸方向には変形し難く，圧延を行うと集合組織が形成され

る．インプラント材料としてみた場合，異方性はできるだけ

ない方が好ましいと考えられ，顕微インデンテーション

法(10)により異方性を評価した．顕微インデンテ―ション法

とは，微小で透明な圧子(ダイヤモンドやサファイア製)を試

料の表面に圧入し，透明圧子に光を透過させて光学顕微鏡に

よりその場観察する技術であり，圧子と試料との接触面積に

加え，変形や破壊挙動をミクロ領域で定量化できる手法であ

る．

圧子の圧入方向として，押出方向(Extruding direction

ED)，押出と直角方向(Transversal directionTD)，ED

TD 面の法線方向(Normal directionND)の 3 つの方向を定

め，ND 圧入(EDTD 面)，ED 圧入(NDTD 面)，TD 圧入

(NDED 面)の 3 つの圧入方向を図に示すように定義する．

実験は次の条件で実施した．試験片に DMEM 液を滴下

し．常温で押込速度 1 mm/秒，最大押し込み荷重 9.8 N で15

秒保持して圧痕径を測定し，変形挙動をビデオで撮影した．

変形抵抗は ND＞ED≒TD であるため，以降 ND と ED を

比較する．

図に Mg0.005Zn の場合の圧痕形状として長径と短径

の比(dL/dS)を比較すると，ED 圧入の方が大きい．そこで 異方性指数(Anisotropy indexAI)を，(ED 圧入時の dL/

dS)/(ND 圧入時の dL/dS)と定義する．この指数が大きいほ

ど異方性が大きいことになる．図に Zn 濃度の高い場合を

含めて異方性の程度を表示すると，Zn 濃度の高い Mg

0.86Zn の異方性が小さくなっている．図に異方性指数で

層別した平均結晶粒径(D)と最大引張強さ(UTS)の関係を示

すが，異方性指数の小さい方の引張強さが高くなるとは限ら

ない．今回検出された異方性指数は最大1.25程度であり，今

後この値の変動幅を含めて強度(バラツキを含む)に及ぼす影

響を評価する必要がある．

同様の現象は，圧子に四角錘を使用した場合にも観察され

た．この場合は，圧痕長の長い方と短い方の比(dL/dS)を算

出した．
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図10 異方性指数で層別した平均結晶粒径と引張強さの関係．

 　　　　　　技 術 資 料

. お わ り に

顎顔面外科・脳外科領域で骨折時に使用する「ボーンプレ

ート」材料として実用化されている Ti 合金，高分子系樹脂

に代わり，耐荷重がそれほど重要ではない「ミニプレート」

材料の開発対象として高純度 Mg を取り上げ，生体適合性

が良く，生体内で溶解する性状を持つ「少量の亜鉛(Zn)の

みを含有する高純度マグネシウム(Mg)合金」に関して，

「ミニプレート」として具備すべき性状に関する研究開発を

実施し，次の成果を得た．

◯標記の MgZn 合金を真空蒸留法で作製し，これに押出，

鍛造加工を付与することにより，最大引張強さで 200～300

MPa まで向上させることができた．

◯擬似体液(DMEM)を使用して MgZn 合金の生体内溶解

機構を解明した．合金表面にハイドロキシアパタイトよりも

Ca/P 比の小さいリン酸カルシウム系膜が生成し，この膜が

Mg 溶解を抑制する保護膜となる．Zn 濃度＞1 massにな

ると保護膜の厚みが薄くなり，保護効果が低下する．D

MEM 浸漬 6 日後の Mg 溶解量は同期間の動物実験結果と同

等であった．

◯顕微インデンテーション法により材料強度の異方性を評価

した．(ED 圧入時の長短径の比)/(ND 圧入時の長短径の比)

と定義した異方性指数は最大 1.25 程度であり，この指数が

強度に及ぼす影響は検出されなかった．

本研究は，国立研究開発法人科学技術振興機構(JST)研究

成果展開事業 研究成果最適展開支援プログラム(A

STEP)機能検証フェーズ 試験研究タイプ平成 30 年度第 1

回公募，および令和 2 年度追加公募(トライアウトタイプ)

の援助の下で実施された．
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図2.1 種々の pH の水溶液中における鉄の分極曲線の模式図．

(a) 酸性水溶液中における鉄のアノード分極曲線，

(b)(d) 種々の pH での鉄表面での内部分極曲線．
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金属腐食の概要と局部腐食 

～各種金属の耐食性～

篠 原 　 正

. は じ め に

第 1 回(腐食基礎)(1)では，電位pH 図に基づいた耐食性

発現機構(薄い酸化皮膜による耐食性passivity，比較的厚

い腐食生成物による耐食性passivation)やその特徴(流れの

影響や局所化，など)について解説した．本稿では，実環境

での腐食挙動を例に挙げながら，各種金属材料の耐食性につ

いて解説する．

. 鉄の腐食挙動

.. 鉄の分極曲線に及ぼす pH の影響

図.(a)は，酸性水溶液中における鉄のアノード分極曲線

の模式図である．腐食電位(Ecorr)より，電位が高くなるにつ

れて腐食速度(i)が大きくなる，Tafel の式に従う領域があ

り，続いて i が一定の拡散律速領域が現れる．この状態では，

Fe2＋ の拡散が間に合わず，Fe 表面での Fe2＋ 濃度が飽和に

達しているため，もはや Fe→Fe2＋＋2e－ という反応速度が

それ以上に大きくなれない．

拡散律速領域を超えてさらに電位を高くすると i が急激に

小さくなる．ここでは，酸化力が極めて大きいために，

2Fe＋3H2O→ Fe2O3＋6H＋＋6e－

という反応が進み，鉄表面に薄くて(nm オーダー)緻密な

Fe2O3 皮膜が形成され，腐食反応が抑制される．このよう

に，大きな酸化力によって形成された薄くて緻密な酸化皮膜

によって，腐食速度が非常に小さくなった状態を不動態とい

い，その酸化皮膜を不動態皮膜という．また，鉄の溶解が進

む領域(Tafel の式に従う領域と拡散律速の領域)を活性態と

いう．この活性態での電流密度の最大値(ピーク電流密度，

ip)は pH に依存し，pH が高くなるにつれ小さくなる．

.. 酸性環境中における鉄の腐食挙動

酸性水溶液中における鉄表面での内部分極曲線を模式的に

図2.1(b)に示す．酸性水溶液中ではカソード反応としては水

素イオン還元(水素発生2H＋＋2e－→H2)が主反応であり，

拡散律速となっている．腐食反応はアノード・カソード分極

曲線の交点(P1)での(Ecorr, icorr)で進行し，この点(P1)は活性

態にある．pH が低いほど，カソード反応速度が大きくな

り，また ip も大きくなるので，腐食速度(icorr)は大きくなる．

.. 弱酸～中性～弱アルカリ性環境中における鉄の腐

食挙動

弱酸～中性～弱アルカリ性の水溶液中における鉄表面での
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図2.2 ステンレス鋼のイメージ (文献(1)の図1.4を編集)．

図2.3 各種ステンレス鋼の脱不動態化 pH(pHd)(2)．

 　　　　　　講義 ノ ー ト

内部分極曲線を模式的に図2.1(c)に示す．この環境中でのカ

ソード反応としては溶存酸素還元が主反応である．腐食反応

はアノード・カソード分極曲線の交点(P2)での(Ecorr, icorr)で

進行する．この点(P2)は活性態にあり，また溶存酸素還元

の拡散律速領域にあるので，icorr＝iL＝20 mA/cm2(iL溶存

酸素拡散限界電流密度)となる．すなわち，腐食速度は pH

に依存しない．

.. 強アルカリ性環境中における鉄の腐食挙動

強アルカリ性の水溶液中における鉄表面での内部分極曲線

を模式的に図2.1(d)に示す．この環境中でもカソード反応と

しては溶存酸素還元が主反応である．ip は pH が高くなる

につれて小さくなるので，ある pH より pH が高くなると，

図2.1(d)に示すように ip＜iLとなって，アノード・カソード

分極曲線の交点は不動態にある P3 へ移行する．このように

ip＜iL となって自発的に不動態化することを，自己不動態化

という．鉄の場合には pH＞9.5～10で自己不動態化すると

いわれている．コンクリート中は pH＞10であるので鉄筋は

不動態化している．したがって，鉄筋コンクリートは強度の

面からだけでなく，耐食性の観点からも優れた複合材料とい

える．しかし，CO2 によって中性化が進み pH＜9.5～10と

なると，アノード・カソード分極曲線の交点は活性態(図2.1

(c)の P2)へ移行するので，腐食が開始・進行する．また，

不動態皮膜に対しては Cl－ が攻撃的に働く(不動態皮膜を破

壊する)．鉄筋コンクリートにおいて，CO2 による中性化や

海塩や融雪塩由来の Cl－ が問題視されるのは，強アルカリ

環境で鉄筋が不動態化していたとしても，不動態皮膜の破壊

に伴う腐食が発生・進展するからである．

. ステンレス鋼

鉄(Fe)と Cr の EpH 図(文献(1)の図 1.4)を重ねると，

両者の不動態域が重なって，かなり低 pH にならないかぎり

不動態化し耐食性を持つようになる(図.(a)～(c))．この

ような鉄Cr 合金がステンレス鋼である．JIS G203による

と，ステンレス鋼とは，“耐食性向上を目的として，鉄にク

ロムまたはクロムとニッケルを含有させた合金鋼で，クロム

含有量が約11以上の鋼”である．

Cr や Ni を添加しても pH が下がれば，ステンレス鋼は不

動態化できなくなる．この不動態化できなくなる限界値を脱

不動態化 pH，pHd と呼び(図.(2))，ステンレス鋼の耐食

性を示す指標であり，これより低 pH 環境下ではそのステン

レス鋼を使うことができない．

ステンレス鋼の不動態皮膜に対しても Cl－ は攻撃性を有

するイオンとして働く．電位が十分に高い場合には，損傷し

た不動態皮膜が修復される前にステンレス鋼の溶解が進み，

食孔と呼ばれる孔状の腐食が生じ，そこに腐食が集中する．

この食孔が生じる現象を孔食という．

孔食のように，ほとんどの部分が不動態化していて，腐食

が特定の箇所に集中する腐食形態を局部腐食という．ステン

レス鋼の局部腐食については，次回以降に詳しく解説する．

. 大 気 腐 食

.. 腐食速度(CR)と水膜厚さ(d)の関係

ビル，橋梁などの社会資本に使われる構造材料や電気・電

子材料の多くは大気環境中で使われる．これらに生じる腐食

形態は「大気腐食」と呼ばれ，腐食は，降雨時や高湿度下で

の結露時などのぬれ期間に成長し，乾き期間には停止する．

すなわち，大気腐食といえども，腐食が進行するためには，

水(水膜)が必要である．

付着物を強電解質とし，所定の相対湿度(RH)と平衡する

水膜の組成や厚さ(d)を，熱力学的データをもとに計算でき

ようになった(3)(5)．海塩を NaClMgCl2 系とした場合，こ

れが吸湿してできる水膜における各イオンの濃度(m)および

水膜厚さ(d)におよぼす RH の影響を図.に示す．海塩付

着量(Ws)が 10－4 g/m2 の時には，付着物なしと差はない

が，それ以上の Ws では，Ws が多いほど同じ RH での吸着

水量が多くなる．

細矢ら(4)は，鉄の腐食速度(CR)におよぼす水膜の組成あ

るいは厚さ(d)の影響を検討した(図.)．CR は d が大きく

なるにつれて大きくなり，d＝56 mm で最大(CR＝0.28 mm/

y)となった．その後は，d が大きくなるほど CR は小さくな

り，d170 mm では d によらず CR＝0.16 mm/y となった．
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図2.4 海塩が吸湿してできる水膜における各イオンの濃度

(m)と水膜厚さ(d)におよぼす RH の影響(文献(3)，

(4)の図を編集)．

図2.5 鉄の腐食速度(CR)におよぼす水膜厚さ(d)の影響．(文

献(4)と(6)のデータを編集)． 図2.6 ACM センサ出力(I)と RH との関係の経時変化例．
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この CR の値は，水溶液中での鉄の腐食速度にほぼ等しい．

図2.4によれば d＞56 mm となるのは，Ws＝10 g/m2 でも

RH＞90の場合であるので，一般的な大気環境において

は，海塩付着量が多く，相対湿度(RH)が高いほど，CR は

大きくなるとしてよい．また，図2.5中には，塩水噴霧試験

(Salt Spray Test: SST)における CR(6)と d の範囲を示した．

SST での CR は，結露下での腐食速度よりかなり大きく，

沖縄における台風環境下での腐食速度(図2.5中に「台風10号」

と示した矢印)に相当する(6)．

.. 降雨と結露

降雨と結露は大気腐食における主たる水の供給源である．

降雨は腐食過程において二つの役割を演ずる．第一は金属表

面上への水の供給を増大させることであり，第二は降雨前に

表面に付着した海塩粒子などの汚染物質を洗い流す作用であ

る．前者は腐食を促進し，後者はむしろ減速する効果があ

る．図.は ACM センサ出力(I)と RH との関係の経時変化

を示した例である．ACM(Atmospheric Corrosion Monitor)

センサ(7)(8)とは，炭素鋼や亜鉛めっき鋼板(アノード)の上に

絶縁層を介して Ag ペースト(カソード)を印刷したもの(図

.)で，この異種金属対に流れる短絡電流を測定することに

より，環境に関する情報を実時間的に測定することができ

る．図2.6(a)においては，IRH の関係は降雨前後で変化は

なく，この時の雨は「水を供給する」腐食促進効果を有する．

一方，図2.6(b)においては，降雨後の IRH の関係は降雨前

のそれより下にあり，この時の降雨によって海塩が流された

ことがわかる．

大気腐食は水膜下で進行するので，水膜が形成されている

時間，すなわち「ぬれ時間」は環境腐食性を評価する上で重

要な因子といえる．ISO によると，ぬれ時間(TOW)は「気

温 0°C以上，湿度80以上の継続時間」と，温度と湿度とい

う気象条件だけで決まるとしている．しかし，海塩が付着す

ると，図2.4に示すように RH＜80でも水膜が形成される

ので，腐食が進行する．実際，ACM センサによると RH＜

80でもセンサ出力が検出され，センサ出力が検出される
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図2.7 ACM センサの概略． 図2.8 1～4 年間暴露した際の実際暴露試験結果(X)と積算腐

食量(X)との関係．

図2.9 実際工業化住宅内に設置した ACM センサの日平均電

気量(Q)と海塩付着量(Ws)との関係(文献(13)を編集)．
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下限の RH は，海塩付着量が多くなるほど低下した(8)．す

なわち，ISO 方式を満たす一定の RH は80ではないし，

80以外にも存在しない(8)．

.. さびをもつ金属の腐食

さび細孔が正に帯電した場合は，鉄/さび界面にまで Cl－

イオンなどのアニオンが侵入し腐食を促進する．逆に，負に

帯電させることができれば，アニオンが鉄/さび界面にまで

侵入できず，腐食を抑制することになる．こうした，イオン

選択透過性(9)(10)やイオン透過抵抗(10)は，耐候性鋼の耐食性

評価やさび安定性の評価などに使われている(11)．

図.は，田園地帯から海洋性大気環境に属す 6 箇所の暴

露地における炭素鋼の直接暴露試験結果を基に，実際の侵食

深さ(X)とさびの影響がない場合の侵食深さ(X)を比較し

たものである(5)(12)．ここで，Xは 1 か月間の侵食深さ

(XM)を所定の期間積算したもの(X＝∑T XM)であり，1 か

月の暴露期間においては，その侵食深さ(XM)におよぼすさ

びの影響は小さいとした．霧(山中湖)や海塩(宮古島)の影響

が大きくない限り，X＞10～20 mm となった場合に(X/X)

＜1 となり，さびの腐食抑制効果があらわれた．しかもこの

XXの関係はほぼ 1 本の広幅線に乗る．

.. 直接雨がかりのない環境での腐食挙動

雨が直接当たらない環境中で鉄の CR と ACM センサ出力

の日平均電気量(Q)との関係を調べたところ，

log CR[mm/y]＝0.378 log Q[C/day]－0.636 ( 1 )

で表されることが確認された(13)．このことは，海塩付着量

や湿度条件などの環境条件によらず，Q から CR を推定でき

ることを示す．

実際の工業化(プレハブ)住宅内の種々の部位に ACM セン

サを設置しそこでの腐食性調査を行った(13)(図.)．ACM

センサ出力から見積もった屋内の鉄および Zn の CR はそれ

ぞれ 3～5 mm/y および 0.3～0.4 mm/y 程度であり，鉄のそ

れは屋外(部位 1020 mm/y)の 1/5 程度である．このよう

に，閉鎖的な環境において，付着物量が少ないことに由来し

て腐食速度が小さくなる．

. 種々の金属の耐食性

.. 炭素鋼の大気腐食挙動

図.は，全国25か所の暴露地で実施された炭素鋼の腐

食度について，2004年 5 月および10月から開始された 1 年

間暴露試験で得られたデータ50件(14)を対数正規プロットし

たものである．ほとんどのデータが直線に乗り，国内の腐食
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図2.10 国内25箇所での炭素鋼(SM400)および亜鉛の 1 年暴

露試験結果の対数正規プロット．(オンラインカラー)

図2.11 炭素鋼(SM490)および耐候性鋼(SMA490)における

腐食量の経時変化例(文献(15)のデータを編集)．

図2.12 各種ステンレス鋼の発銹域．
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度データが対数正規確率分布に従うことが分かる．鉄の腐食

度の対数としての平均値は2.26であり，これは180 g/m2/y

(＝22.9 mm/y)に対応する．

.. 耐候性鋼の大気腐食挙動

耐候性鋼は，Cu, Cr, Ni などの合金元素を含有した低合金

鋼(合金元素の総量が 5以下の合金鋼)である．大気中での

適度な乾湿の繰り返しにより表面に緻密なさびを形成し，耐

食性を発揮する(図.)．しかし，海塩が多い環境では緻密

なさびが形成されず，腐食抑制効果が発揮できなくなるた

め，飛来海塩粒子量が 5 mmd(mg/m2/day)より多い環境で

は使用できないとされている(16)．

近年，海浜地区でも耐食性に優れる Ni 添加耐候性鋼(17)が

開発されてきたが，そのさび膜はアニオン透過性(9)であるこ

とが知られている．しかし，そのイオン透過抵抗は極めて大

きく，このために優れた耐食性を有すると考えられる(10)．

.. ステンレス鋼の発銹

鉄の大気腐食については，2.4.1節で述べたように，相対

湿度(RH)が高いほど水膜厚さが増し，腐食性が厳しくな

る．これに対して，ステンレス鋼においては，RH が30～

50で孔食が発生し，RH≧70ではむしろ孔食が発生しな

い(18)．これは，低湿度ほど水膜が薄くなって，Cl－ 濃度が

上昇するとともに，電位が高くなるためである(19)．

ACM センサを用いて検討した，各種ステンレス鋼の発銹

域を図.(5)(8)に示す．鋼種ごとに海塩付着量の下限界値が

あり，海塩の多い環境ほどその下限界値の高い鋼種を用いれ

ばよい．また，海塩付着量が多くなった時点でステンレス鋼

を洗浄して海塩を洗い流すことにより，低級な鋼種でも発銹

を免れる．

.. 亜鉛めっき鋼板の大気腐食挙動

亜鉛は，Zn(OH)2 や塩基性塩化物，炭酸塩などの腐食生

成物が沈着してできる比較的厚い(mm オーダー)腐食生成物

によって耐食性を発揮する(20)．2.5.1節で示した暴露試験に

おいては，亜鉛の暴露も実施されており(14)，その結果を図

2.10中に併せて示した．両金属の腐食度の対数について，標

準偏差(s)はほぼ等しく(s＝0.14～0.15約1.4倍)，また亜
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図2.13 亜鉛めっき鋼板の腐食過程の模式図(文献(21)を編集)．

図2.14 Mg 合金の NaCl 水溶液中での腐食マップ(文献(23)を編集)．
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鉛の腐食度の対数としての平均値は0.84であり，これは

6.96 g/m2/y に対応し，鉄の腐食度の約 1/26(＝6.96/180)

であった．

藤田ら(21)は，北米融雪塩散布地域を 5 年から11年走行し

た車体を回収して，その腐食外観調査ならびに極値統計によ

る防錆鋼板の穴あき寿命の解析を行い，亜鉛めっき防錆鋼板

の腐食過程は，以下の 4 段階に分割できるとした(図

.)

Stage 1防錆鋼板のめっき皮膜が全面被覆しそのめっき

皮膜が腐食する段階(t1)

Stage 2めっき面が部分的に消失し下地鋼をめっき皮膜

が犠牲防食する段階 t2)

Stage 3亜鉛腐食生成物により下地鋼板の腐食が抑制さ

れる段階(t3)

Stage 4下地鋼がめっきを施さないときと同じ速度で腐

食する段階(t4)

このように，亜鉛めっき鋼鈑においては，亜鉛の犠牲防食作

用だけでなく，腐食生成物が下地鋼板を覆いその腐食を抑制

する(Stage 3t3)という作用も発揮される．

.. アルミニウム(Al)

Al は表面に形成される不動態皮膜によって，中性付近

(pH 4～8)で優れた耐食性を持つ．このため，一円玉や厚さ

10～20 mm 程度のアルミホイルは，特に処理を施さず Al の

ままで使える．しかしながら，Cl－ 環境においては孔食が問

題となるので，アルミサッシなどの構造部材では，アノード

酸化処理(電解液中で高電位のアノードに分極し，強制的に

酸化皮膜を作る)によって，厚さ 5～30 mm 程度の Al2O3 層

を生成させる．この処理はアルマイト処理とも呼ばれる．

Al2O3 は絶縁体であるので，水や酸素の Al 素地への侵入を

防ぐことで耐食性を発揮する(環境遮断)．

.. マグネシウム(Mg)

AZ31合金(3Al1Zn)を 4 箇所(茨城県つくば市，千葉

県銚子市，静岡県静岡市清水区，沖縄県宮古島市)に炭素鋼

とともに暴露したところ，1 年後の侵食深さは

炭素鋼つくば＜清水＜銚子＜＜宮古島

AZ31合金宮古島＜つくば＜銚子＜清水

となった(22)．飛来海塩量が最も多く，炭素鋼の侵食深さが

100 mm を超える宮古島で，AZ31合金の侵食深さが最も小

さかった．宮古島では，当初の腐食速度は大きいが，その際

に形成された腐食生成物が緻密化することで，腐食抑制効果
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が発揮されたと考えられる．

Mg 合金を種々の濃度の NaCl 水溶液中で定電位保持する

と，特定の電位以上では腐食は進展するが，それ以下では，

腐食が生じないか生じたとしても腐食生成物によって表面が

覆われ腐食は停止した(23)．Mg, AZ31(3Al1Zn)および

AZ91(9Al1Zn)における腐食進展の下限界電位(Vc)と

自然電位(E°ocp)を図.に示す．E°ocp＜Vc である場合に，

各合金が耐食性を保つとすれば，Al が増大するに従って耐

食域が広がり，Mg は≦ 0.03 mol /L NaCl, AZ31は≦ 0.2

mol /L NaCl, AZ91は≦ 0.5 mol /L NaCl で耐食性を有す

る(23)．

EpH 図(文献(1)の図1.4)によると，Mg は pH＞11で耐

食性を示し，中性付近では腐食域となるはずである．しかし，

Mg は非常に活性な金属であるので，H2O の分解反応(水素

発生)

Mg＋2H2O→Mg2＋＋H2＋2OH－

が生じて，自発的に高 pH となり，Mg の腐食生成物が沈

殿・緻密化して，耐食性を発揮したと考えられる．

.. チタン(Ti)

Ti は表面に形成される不動態皮膜によって優れた耐食性

を持ち，特に Cl－ による局部腐食を生じにくい(24)ことか

ら，熱交換器や海水淡水化プラントなどに使われている．ま

た，東京アクアラインの橋脚には炭素鋼に Ti を貼り付けた

もの(クラッド材)が使われている．しかし，Ti は F－(ふっ

化物イオン)に対しては耐食性を示しにくい(24)．また，水素

吸収によって水素化物を形成し，水素脆化を起こすことがあ

る(24)．

. ま と め

実環境での腐食挙動を例に挙げながら，各種金属材料の耐

食性について解説した．金属材料の耐食性は，酸化物や水酸

化物，炭酸塩や硫酸塩などに覆われることによって達成され

る．そうした耐食性をもたらすもの(酸化皮膜や腐食生成物)

の性質・特性を把握することは材料の有効利用(防食対策)の

みならず耐食性材料の開発にも有効であると考えられる．
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 　 　 　 　 　 　物性・技術データ最前線

熱関連材料データベース PropertiesDB Web の開発と
蓄熱材探索への応用

石 田 豊 和

. は じ め に

地球規模での脱炭素化が求められる現在，エネルギーの有

効活用そして更なる省エネルギー化に必要となる技術が「熱

マネジメント」である．技術革新が進んだ現在の日本におい

ても，産業・民生・運輸の各部門においては依然として膨大

なエネルギーが排熱として廃棄されている実態があり，

～500°Cを超えるような高温排熱，そして特に排熱の大部分

を占める中温領域(～200°C程度)から低温領域(～50°C程度)

の廃棄熱である「未利用熱」の有効活用を推進するためには，

熱マネジメントに関する基盤的な研究開発が求められる．未

利用熱の有効活用に際しては，広範囲にわたる排熱源を調

査・特定すると同時に，排熱源とその排出温度域に応じて効

率よく熱回収する技術が必要であり，膨大な未利用熱の有効

活用技術は，エネルギー資源の制約および実社会からの要請

として極めて重要な課題となっている．我々の日常生活に熱

は不可欠なものであるため，これまで熱活用技術は様々な手

法が提案されてきた．その一方で材料化学の視点からみる

と，熱マネジメントに用いられる材料は金属を含めて古くか

ら馴染みのある素材であり，未利用熱の有効活用を推進する

ためには，材料の更なる高機能化および新規な材料探索が強

く求められている．

このような社会背景もあり，2013年度から革新的な熱活

用技術の研究開発を実施する目的で経産省/NEDO プロジェ

クト「未利用熱エネルギーの革新的活用技術研究開発」が実

施されており(1)，現在(2022年 7 月現在)筆者らは，技術研

究組合(未利用熱エネルギー革新的活用技術研究組合，

TherMAT)において産学官から構成されるメンバーで未利

用熱活用技術に関する研究開発を実施している．本プロジェ

クトでは基盤的な研究から社会実装を目指した応用研究まで

幅広く実施しているが，筆者は特に，計算化学(電子状態計

算や分子シミュレーション)と熱物性データベースを活用し

た高密度蓄熱材の探索を担当している．そこで本稿において

は，TherMAT の成果として一般公開した「熱関連材料デー

タベース」に関する話題を提供すると同時に，計算化学と熱

物性情報を活用した研究の一例として蓄熱材の計算分子設計

を取り上げて，TherMAT における研究成果を紹介したい．

. 熱関連材料データベースの整備と一般公開への経緯

TherMAT では熱の 3R 技術に注目し，3R を統合的に推

進する技術として熱マネジメントの研究開発を展開してい

る．ここで 3R とは，熱の使用量や放出量を減らす

(Reduce)技術，熱を再利用する(Reuse)技術，熱を変換し

て利用する(Recycle)技術の略であり，具体的な Reduce 技

術としては断熱・遮熱・蓄熱，Reuse 技術としてはヒートポ

ンプ，Recycle 技術としては熱電変換・排熱発電などが代表

的な研究課題となる．TherMAT の研究開発で重要な点は，

冒頭に述べた排熱の状況を把握すべく排熱実態調査を実施し

てその再利用ポテンシャルを把握すると同時に(2)，各種熱活

用技術の基盤となる材料，部素材の見直しから出発して，熱

関連材料に関する熱物性データ整理を進めながら，Ther-

MAT 内部でこれら基盤情報の共有を進めたことが挙げられ

る．

例えば断熱材や蓄熱材，熱電変換材料などの熱関連材料の

研究開発を効率的に進めるためには，熱伝導率や蓄熱密度，

熱電変換性能に関する性能指数などの目標値を満足する物質

の探索と同時に，新物質を部素材とするモジュール設計に必

要な多角的・体系的な物性情報が必要である．しかしこれま

で，材料探索に必要となる物質の化学組成を収録したデータ

ベースは一般に公開されて化合物情報は広く利用可能である

一方，熱的特性情報まで含めたデータベースの整備は遅れて

いるのが現状であった．TherMAT ではプロジェクト開始時

から産総研内に基盤的研究を支援すべく技術開発センターを

設けて，熱関連材料の各種熱的特性情報とそれら関連データ

を学術論文やデータ集，既存のデータベースなどから探索・

体系的に整理をして，TherMAT 内参画企業分室との間でデ
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ータを共有するプラットフォームの役割を果たすデータベー

スシステムの構築を進めてきた．これが今回紹介する熱関連

材料データベースの整備およびプロジェクト外部への一般公

開に至る経緯である．

一般に各種材料開発には様々な物性とその関連情報が必要

となるが，限られた規模の研究プロジェクトで全てのデータ

を網羅的に収集し，体系的に整備することには限界がある．

そこで我々はまず Reduce 技術に注目し，断熱・遮熱・蓄

熱・熱輸送等の基盤となる材料探索を想定してデータ収集と

整理を進めていった．一連の文献調査を通して我々が実感し

たことだが，物質の熱的特性情報は古い文献に記載が見ら

れ，かつ複数の出典に分散して記載されていることが多く，

原典に遡って古い数値データを逐一確認し，統一的な記述に

より体系的に整理することにかなりの労力を費やした．この

過程で整理したデータをデジタル化して体系的に収録したシ

ステムが今回紹介する「PropertiesDB Web」であり，本シ

ステムでは熱関連材料のデータと同時に，データベースに付

随して提供する簡易検索/表示システムを利用して，収録デ

ータセット間の簡単な二次元相関を解析して表示することが

可能である．本システムは簡便な検索ツールであり，現在で

は TherMAT の Web ページから成果一覧として無償で一般

公開している(3)．

. 収録データとデータベース構造など

TherMAT 共有のデータプラットフォームとして留意した

点は，掲載する熱物性に関して物質の組成が定量的に表示さ

れて，十分に評価された信頼性の高い高品位なデータセット

を共通基盤として整備することにある．現在公開中の

「PropertiesDB Web」では主として 3 つの文献から熱的特

性情報に相当するデータを収集し整理しており，それぞれ

1)Landolt B äornstein，2)NBS tables of chemical ther-

modynamic properties，3)電子技術総合研究所調査報告書と

なるが，以下では各出典に関して簡単に収録データを説明す

る．

Landolt B äornstein の原典は1883年に創刊された歴史ある

文献に遡り，幾多の専門家が物理・化学・工学分野の主要学

術雑誌から重要な原著論文を選択し，厳しい評価を経たファ

クトデータを体系的かつ包括的に収録していることに特徴が

ある．原著シリーズでは自然科学の多岐にわたる分野から重

要データを収録しているが，我々の目的は熱関連物性を整理

して収録することなので，Group IV Physical Chemistry 内

の関連号から必要データを入手している．例えば有機化合物

の熱物性としては，Thermodynamic Properties of Organic

Compounds and Mixtures より相変化のエンタルピー値やそ

の温度などをデジタル化して収録している(4)．原著序文に記

載がある通り，これらデータは化学および関連産業で物質変

換プロセスを設計する際には基本となる物理量である．

次に無機化合物の物理化学データは，主として The NBS

tables of chemical thermodynamic properties: Selected

values for inorganic and C1 and C2 organic substances in SI

units(5)を参考として，本論文中の掲載データセットをデジ

タル化して整理している．無機化合物，特に本会報誌が主題

とする金属材料に関しては，多種多様な物質データが存在し

個別の目的に応じて整理されているが，本データの特徴は原

著論文の序文にある通り，物質の基本データとして標準状態

の各種熱力学量(エンタルピー，エントロピー，ギブスエネ

ルギー，定圧熱容量)を整理している点にある．

最後に，無機化合物，有機化合物の融点等の熱力学データ

を整理した報告書として，電子技術総合研究所の調査報告書

第196号「蓄熱および蓄熱材に関する調査報告書」に有用な

データが多数登録されており(6)，この原著書籍中の数値デー

タをデジタル化して整理することにより PropertiesDB Web

へと掲載している．

ここで重要な点は，これら 3 つの原典はいずれも過去に

出版されたもので各々独自の流儀でデータが整理収録されて

いるため，PropertiesDB Web の構築に際しては我々で出典

ごとに分散したデータ構造を見直し，統一したデータ構造で

データベースシステムを一括管理する方式に改めた点にあ

る．具体的には，PropertiesDB Web 上では物質の基本情報

(名前，化学式，分子量等)ごとに独自の ID を再設定し，そ

の ID と個別の熱物性値にリレーションを張ることで，相互

参照を可能とする設計を採っている．さらに各熱物性項目お

よび各単位にも ID を付与し，リレーション化することで，

今後他の物性値を追加する際，リレーショナルデータベース

の構造を大きく変えることなく追加することができるように

再設計した．なぜなら，データベースシステムはデータの更

新や新規追加が絶えず必要となるものであり，Proper-

tiesDB Web の場合も例外ではなく，一般公開以降にも登録

データの追加やシステムの更新を続けている．例えば，無機

化合物のデータに関しても Landolt B äornstein 収蔵のデータ

セットである Thermodynamic Properties of Inorganic

Materials・Pure Substances. Part 1～4 の追加作業を現在実

施しているところである(7)．これは SGTE(高品質な熱力学

データベースの開発を目的としたヨーロッパの各研究機関に

より構成されたコンソーシアム)由来の良質なデータセット

であり，次節で説明するように，簡単なキーワード検索によ

り複数の独立した出典に渡る熱力学データを簡易検索できる

ことは，各種研究において非常に有益だと考えている．

. PropertiesDB Web での物性検索

以下では PropertiesDB Web の利用方法を簡単に紹介し

たい．先に述べたように PropertiesDB Web は，これまで

体系化されていなかった熱的特性情報と関連データを統一し

たデータベースかつウェブ検索表示システムであり，以下の

サ イ ト か ら 利 用 可 能 で あ る(3)  https: // thermatdb.

securesite.jp/Achievement/PropertiesDBtop.html．

上記ウェブサイトからアクセスすると最初に以下のページ

(図)が表示され，現システム上で収録された熱物性データ
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図 1 公開した PropertiesDB Web のホームページ冒頭画面．(オンラインカラー)

図 2 PropertiesDB Web 初期起動画面．(オンラインカラー)
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の概要が表示されている．

このページよりプログラムシステムを起動させると上記の

検索パネルが表示されるが(図)，物性検索手段としては複

数のキーワード入力に対応しており，多くは直感的な操作に

て簡易検索が可能となっている．

画面左側の入力項目は物質の元素組成を指定するキーワー

ド欄であり，画面右側の入力項目はより具体的な情報で物性

を検索するためのキーワード群で，最初に大雑把な物性検索

を行ってターゲットを絞り込む場合には，画面左の元素組成

で物性値の分布を調べることが一般的かと考えられる．ここ





図 3 有機化合物の固液相変化．(オンラインカラー)
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では元素比から物質検索を行うことを想定して，以下に具体

的な操作手順の説明を続ける．例えば C, N, O 元素を物質組

成に含むとして必要事項を入力して検索を実行すると，上記

の画面(図)が表示される(実際には「指定元素を含む」「モ

ル組成比」場合だと検索条件が緩いので，システム上からは

追加の検索条件を要求されることが多い)．

物性検索は平易な操作で実行可能であり，その表示手段も

画面上で表示軸を切り替えるなど直感的な操作が可能であ

る．図 3 の場合は温度に対する熱量(エンタルピー)の相関

を示しているので，これは有機化合物の固液相転移に伴う

融解エンタルピー分布を表示していることになる．またグラ

フ上に表示されている検索物質に対して，画面最下部には物

質情報がリストアップされており，利用者はシステム上に登

録されたデータ一覧を確認することが可能である．なお検索

表示パネルは 4 枚まで同時に表示することが可能であり，

ユーザーが指定した物性値キーワードに対して簡単な 2 次

元相関を表示することが可能であるが，これを例えば無機化

合物を検索した場合を例にして以下に示す．例えばアルカリ

土類金属であるマグネシウムを含む化合物をリストアップす

るために，Mg, O, H 元素を物質組成に含むとして必要事項

を入力して検索を実行すると，今度は次頁の画面(図)が表

示される．

収録データの項で説明した通り，PropertiesDB Web 上で

無機化合物のデータは標準状態(25°C, 1 気圧)で測定された

標準熱力学データが基本となっているので，例えば横軸に温

度を指定して縦軸に熱力学物性を選択すると，結果は標準温

度に対して直線上に重なって表示されてしまう．そこで標準

熱力学量間での相関を調べるために 4 つの表示パネルを活

用した結果が図 4 に示してあり，熱力学量としては標準生

成エンタルピー，標準生成ギブスエネルギー，標準エントロ

ピー，比熱容量，転移エンタルピー，転移エントロピーを選

択することが可能となっている．ただデータ自体が原著から

収録したものに限られるので，登録された化合物全てに対し

てこれら熱力学量が登録されている訳ではなく，データの有

無に関しては，画面最下部の物質情報リストで詳細を確認す

る必要がある．

また我々が TherMAT の研究活動で整備公開したものは

「熱関連材料データ」であり，その他の重要な物質データの

登録は現在検討中である．しかし今後のデータベース活用の

方向性として，単一のシステムで全ての情報を網羅するのは

不可能であり得策でもないので，例えば物質構造など従来か

ら多用される構造情報については外部サイトを参照すること

によって補完する方針をとっている．物質の構造情報にも多

種多様なものがあり，それぞれ特徴を持ったデータベースが

公開されているところであるが，今回我々は化学情報サイト

として PubChem(8)の有用性に着目して，先に述べた分子

ID をキーワードとして相互参照を可能としている．図 4 に

示したマグネシウム含有化合物に関して，画面最下部には物

質情報がリストアップされているが，ここである物質を選択

すると PubChem 上に登録された基本情報(の一部)を切り出
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図 4 マグネシウム化合物の熱力学量データ表示例．(オンラインカラー)

 　 　 　 　 　 　物性・技術データ最前線

して画面上に表示し，また別ウィンドウにて外部 PubChem

上での登録情報一覧を表示することが可能となっている(図

)．例えば現在，データ駆動型研究開発の進展もあり様々な

化学情報サイトが注目を集めているが，今回紹介した熱的特

性情報については構造情報と比較して整備が遅れている状況

であり，実際 PubChem 上では今回我々が紹介した Proper-

tiesDB Web に掲載されている各種熱力学データの記載は認

められない．もちろん PubChem(を含む各種の構造情報デ

ータベース)には有益な化学情報が沢山掲載されているの

で，これらサイトを相互参照することにより，ユーザーが自

身の研究開発に必要な物性情報データを整理収集するのが現

実的な対応だと考えている．

. 蓄熱材探索への応用

最後に計算化学と熱物性データを活用した研究例として，

蓄熱材の理論計算化学研究について紹介する．蓄熱とは時空

間を超えて熱の保存と輸送を可能とする技術であり，排熱を

熱として直接活用できる基盤技術として非常に重要であ

る(9)．一般的に蓄熱は，物質固有の比熱を利用する顕熱蓄

熱，物質の相変化に伴った潜熱を利用する潜熱蓄熱，化学反

応を利用した化学蓄熱に大別されるが，我々は高密度蓄熱の

可能性を追求するのが目的であるので，ここでは分子シミュ

レーション技術を活用した高密度潜熱蓄熱材の計算分子設計

を紹介する．
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図 5 マグネシウム化合物の熱力学量データと PubChem サイトとの連携．(オンラインカラー)

図 6 C6 糖アルコール分子の分子構造と熱物性(カッコ内は

蓄熱密度 kJ/kg)．(オンラインカラー)

図 7 人工糖アルコール化合物の分子鎖長と蓄熱密度との相

関．(オンラインカラー)
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固液相転移はすべての物質が持つ基本的性質であり，原

理的にあらゆる物質が潜熱蓄熱の候補となりうるが，現時点

で蓄熱に利用された物質は限定的であり，また「融解潜熱の

理論上限はどの程度見込めるか」と言った学術的な問いに

対しても，これまで明確な回答はなかった．そこで我々は図

3 に示すように既存物質の熱物性を事前調査して高密度蓄熱

の可能性を持つ候補化合物を絞り込み，特に糖アルコール化

合物の分子構造と特異な熱物性に注目することで，糖アルコ

ール分子構造を鋳型とした計算分子設計を行うことにより高

密度潜熱蓄熱の可能性を検討した．天然糖アルコール化合物

としては主鎖骨格部分の炭素数が 4～6 個の化合物が知られ

ており，我々はまず C4～C6 糖アルコール分子の系統的な分

子シミュレーションを実行して，天然化合物の持つ分子構造

と熱物性との構造機能相関を解明することを試みた．特に

C6糖アルコール化合物に関しては図に示す通り 4 つの構

造異性体が存在し，分子構造の些細な違いが大きな融解潜

熱/融点の違いになって現れることが実験事実として知られ

ているため，計算による熱物性解析には格好の計算対象であ

る．

紙面の関係で計算手法や解析結果の詳細は原著論文に譲り

要点のみを説明すると，まず固液融解過程の分子動力学計

算を系統的に実行し，相変化に伴う各分子の構造/エネルギ

ー変化を解析することで蓄熱機構の分子論的要因を解析し

た(10)．次にこの結果を基に高密度蓄熱を達成するための分

子設計指針を提案し，この設計指針に従って理論計算から人

工化合物を計算機上でデザインして，その熱物性も分子シミ

ュレーションから予測した．まず我々が提案する分子設計の

ガイドラインは以下の 3 要素であり，このうち前 2 者は既

存材料のシミュレーション解析から導き出した内容で，残り

一つは熱物性データを活用して得られた経験的知見である

分子間相互作用を稼ぐ様に分子骨格を直鎖上に伸張する，

分子内静電反発(歪み)の効果を除く為に，水酸基は極力離

れた配向を持つように配置する，そして炭素鎖長に関して

は偶数個の炭素からなる分子鎖に限定する．

この 3 つのシンプルな設計指針に沿って人工糖アルコー

ル化合物を計算機上でデザインして，その蓄熱物性を固液

融解過程の分子動力学計算から求めることでデザイン分子の

蓄熱特性を計算から予測した．なお計算分子設計では，分子

動力学計算のみならず結晶構造予測など複数の計算化学技術

を活用して新規化合物のデザインを行なっているので，興味

のある読者は原著を参考にされたい(11)．ここでは重要な結

果を述べるに留めるが，分子鎖の大きな糖アルコール化合物
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に関しても興味深い分子物性が明らかとなり，蓄熱密度と融

点の関係を要約すると図に示す通りで，炭素数の増加に伴

って蓄熱密度も増加するが炭素数には極大値があり，C12化

合物の分子長を超えると蓄熱密度は頭打ちになり(～0.5

MJ/kg)，以降は減少に転じることが確認できる．理論計算

で得られた最も重要な点は，「水素結合由来の極性有機分子

結晶からなる物質に関して，分子構造をうまくデザインする

事により既存材料を大きく上回る蓄熱が可能である」ことを

純粋に理詰めで証明した点にある(11)．そして恐らくこの事

実は，現在知られている有機化合物構造を鋳型として用いた

場合，融解潜熱の上限は高々 0.5 MJ/kg であることを予測

しており，潜熱蓄熱物質の新規探索に関しては一つの方向性

を与える結果である．

. 今後の展望など

本項では熱関連材料データベース PropertiesDB Web の

紹介と，計算化学と熱物性を活用した研究例として，高密度

潜熱蓄熱材の計算分子設計を説明した．PropertiesDB Web

については引き続きデータの追加を行っており，TherMAT

内外の利用者の声を反映してシステムのアップデートを続け

る計画である．また計算化学と熱物性データを活用した化学

蓄熱材の探索も並行して進めており，特に我々はアルカリ土

類金属化合物の蓄熱特性に興味を持って研究を進めている．

例えば図 4 に示した通り，マグネシウム含有化合物の標準

熱力学データを活用することで，化学反応における原理的な

反応熱を推定することは可能であるが，化学反応の律速段階

を同定するなど分子論的な解析には，やはり計算化学研究が

必須となる．我々の計算化学研究における当面の課題は，典

型的な化学蓄熱系である酸化マグネシウム水和反応過程の化

学反応解析であるが，妥当な構造モデルに基づく電子状態計

算の結果と熱力学データとの整合性をとることで，実際の反

応機構を解明すると同時に化学蓄熱の実用化につながると期

待している．

本研究は経済産業省および NEDO の支援のもとで実施し

た．また未利用熱エネルギー革新的活用技術研究組合

(ThreMAT)事務局からは多大なご支援を頂いた．潜熱蓄熱

材の計算化学研究に関しては，稲垣泰一博士(現慶應義塾大

学)が先導して実施した研究成果であり，化学蓄熱の計算化

学研究については，石村和也博士(現クロスアビリティー社)

らとの共同研究である．また熱関連材料データベースの開発

に関しては，馬場哲也博士(前 TherMAT )，須田幸子

(TherMAT)さんらとの共同研究の成果である．
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図 1 実験室に設置された共焦点レーザー顕微鏡(Keyence

VKX100)の外観 (a) と操作画面 (b)．通常のデジタル

マイクロスコープ(もしくは光学顕微鏡とカメラの組み

合わせ)と設置に必要な面積は大きく変わらない．
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金属材料実験の手引き

1. 組 織 観 察

19 その他の組織観察法

中 村 篤 智

 はじめに

実学講座シリーズでは，ここまでで光学顕微鏡や電子顕微

鏡を用いた組織観察について解説してきました．本稿では組

織観察法として代表的でありながら，これまで説明に加えら

れなかった，初学者向けの「その他手法」について捕捉説明

します．まず，研究試料を観察する上で最も簡易な方法は光

学顕微鏡を用いることです．光学顕微鏡を用いた組織観察に

ついては，本実学講座シリーズの最初(11)にて解説されて

います(1)．光学顕微鏡には多種多様な応用法がありますが，

通常の光学顕微鏡の弱点として分解能が可視光の波長に依存

するため，一般に 1 mm 程度までしか識別することができま

せん．

そこで，光学顕微鏡の一種でありながら高い分解能を容易

に実現できる「共焦点レーザー顕微鏡法(Confocal Laser

Scanning Microscopy: CLSM)」，ならびに，表面観察で原

子レベルまでの分解能を実現可能な「走査型プローブ顕微鏡

法(Scanning Probe Microscopy; SPM)」について，基礎的

な原理と利用例について紹介します．皆様の研究試料の組織

をよりよく観察する一助となれば幸いです．

 共焦点レーザー顕微鏡(CSLM)

 共焦点レーザー顕微鏡の特徴と利用例

共焦点レーザー顕微鏡(図)は，光を用いる光学顕微鏡の

一種です．主な特徴は，◯通常の光学顕微鏡より高い分解能

を実現できること，◯試料の高さ方向の数値データを取得で

きることです．◯の理由となるのは，単一波長のレーザー光

を利用し，かつ波長程度の直径のスポット光を試料表面で走

査(スキャン)させるためです．利用する光の波長が一定で，

なおかつ位相が整ったレーザー光を利用していることが達成

可能な分解能を高くしています．また，◯の高さ情報が得ら

れるのは，共焦点と呼ばれる，試料上の焦点と光検出器の焦

点の両方が一致した光のみを検出する仕組みを持っているた

めです．光学顕微鏡の上位と言ってよい高い性能を持つ一

方，真空不要で大気中で利用できるため操作性は光学顕微鏡

と大きく変わらず簡便です．学生でも気軽に利用できる表面

観察兼表面形状計測装置となっています．
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図 2 共焦点レーザー顕微鏡で観察されたビッカース圧痕像

の例．こちらの材料はアルミニウム合金 A5052．(a) 光

学顕微鏡モードによる観察像，(b) 共焦点レーザー顕微

鏡モードによる観察像，(c) (b) の共焦点レーザー顕微

鏡像の 3 次元像，(d) (b) の共焦点レーザー顕微鏡像中

の線上の部位の高さ方向データ．共焦点レーザー顕微

鏡を使えば，ビッカース圧痕形状を容易に計測できる．

図 3 光学顕微鏡と共焦点レーザー顕微鏡の比較模式図．共

焦点レーザー顕微鏡ではピンホールにより焦点の合っ

た光のみが検出器にて検出される．これを利用して，

光強度が最大となる位置から，試料上の観測点の高さ

を高精度に識別する．

 　　　　　　実 学 講 座

では，共焦点レーザー顕微鏡による観察の実例を示します

ので，何が見えるのか見ていきましょう．図に，代表的な

アルミニウム合金 A5052(研磨痕が残ったもの)にビッカー

ス圧子を押し込み(荷重0.98 N)，形成された圧痕の観察像

を示します．なお，A5052はマグネシウム添加が特徴の合金

です．(a)が光学顕微鏡による観察像，(b)が共焦点レーザ

ー顕微鏡による観察像，(c)が(b)の像の 3 次元像，(d)が

(b)の像から，局所の高さ値をグラフ化したものです．(a)

と(bd)をご覧いただいて，どのような違いがあるか何とな

く分かっていただけるかと思います．

具体的に，違いを説明していきます．光学顕微鏡像(図 2

(a))中の圧痕の右上・左下部分と圧痕の中心部に着目してみ

ましょう．(a)では，右上は研磨痕がわずかに見えますが，

左下はややピンボケとなりはっきりとしません．これは高い

倍率で光学顕微鏡を利用した場合は，被写界深度が浅くな

り，焦点が極一部でしか合わないためです．また，圧痕の中

心部は完全にピンボケとなってしまい，凹凸が全く観察でき

ません．次に，共焦点レーザー顕微鏡像を見てみましょう．

(b)の像を見ると，圧痕の右上・左下のみならず圧痕中心部

すら焦点が合っていることが分かります．また，右上・左下

の研磨痕が非常に明瞭に観察できています．分解能的にはま

だまだ余裕があり，細部までシャープな像となっています．

共焦点レーザー顕微鏡では少なくとも 300400 nm 程度の水

平方向の分解能と数値化を実現できています．なお，使用す

るレーザー光の波長が短いほど，より高い分解能を達成でき

ます．また，(c)のように，高さ方向の情報も計測している

ため，構造情報を立体化した 3 次元写真のように再構成す

ることが可能です．この点では後述の SPM と類似していま

す．なお，高さ方向に対しては，共焦点による光強度の変化

を取得している点で光波長依存の分解能制限をほぼ受けない

ため 10 nm オーダーの高い分解能を持っています．したが

って，(d)のように，高い分解能による計測で得られた高さ

値グラフを獲得することができます．このように，非常に細

かい構造に対して学術に重要な数値データを得られるのが共

焦点レーザー顕微鏡の特徴となっています．

 共焦点レーザー顕微鏡の構造の概略の利用手順

次に，光路を示した顕微鏡断面の概略図(図)を示し，光

学顕微鏡との違いを説明します．共焦点レーザー顕微鏡の大

きな特徴は 3 つあり，その 1 つが「焦点の合った光のみを

抽出」することです．これは「共焦点」という言葉で説明さ

れます．つまり，光学顕微鏡では，(a)のように，やや大き

な光源からハーフミラーを通して試料に光が照射され，焦点

を結んだ光と結んでいない光をまとめて検出器に送られま

す．これが像として見えます．焦点を結んでいない光の存在

が光学顕微鏡写真でピンボケが含まれる原因です．これに対

して，共焦点レーザー顕微鏡では，(b)のように，小さな穴

の空いたピンホールが組み込まれています．このピンホール

の働きにより，焦点面にない光はピンホールで取り除かれ，

焦点の合った光だけが結像に寄与します．

なお，焦点の合った光だけを抜き出しても，3 次元像にな

りません．ここで，残り 2 つの走査型の顕微鏡に共通する

特徴が重要となります．まず，2 つ目の重要な特徴として，

水平方向の光の走査(スキャン)を説明します．これは「1.2

汎用走査型電子顕微鏡を用いた組織観察」において解説され

ている，走査型電子顕微鏡法(Scanning Electron Micro-

scopy; SEM)の手法(2)(3)と類似しています．共焦点レーザー

顕微鏡では，半径数 100 nm 程度の狭い範囲にのみ光が照射

され，その狭い範囲(プローブと呼ぶ)を試料上で走査(スキ

ャン)させます．そして，像を得たい範囲全体の情報を取得

します．走査の模式図を図に示します．この走査という作
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図 4 共焦点レーザー顕微鏡における走査の模式図．レーザ

ー光の試料上の照射位置を高速に移動できる仕組みに

ついては，圧電結晶とミラーを組み合わせて光の照射

角度を変えることで実現するケースが多い．

図 5 ビッカース圧痕において共焦点レーザー顕微鏡像の合

成プロセスを示す図．(a) 圧痕の上面に焦点があってい

る状態．(b, c) 徐々に圧痕の下部まで焦点を合わせて得

られた数値データを合成している．(d) 最終的に圧痕下

部までのデータを統合して得られた像．
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業は，SEM や後述の走査型プローブ顕微鏡と類似した，走

査によって結像する装置に共通の特徴となります．こうして

得た各測定点の情報はコンピューター画面上に一対一で対応

して像として見ることができます．なお，共焦点レーザー顕

微鏡では，光を様々な方向に高速に照射するために，高速動

作可能な特殊な構造のミラーを用いています．

3 つ目の特徴は，高さ方向に焦点位置を動かしながら像を

合成することです．これにより，凹凸を持った試料のすべて

に焦点を合わせることが可能となります．図に図 2(b)と

同様のビッカース圧痕像に関して，レーザー顕微鏡上でのデ

ータ統合プロセスを示します．「焦点の合った光のみを抽出」

する共焦点機構により，焦点があった場合に光の強度が最大

となります．そこで，光強度が最大となる場合の像を抽出す

るとともに，焦点移動に必要な高さ方向のパラメータ変化か

ら，高さデータを算出します．ここに，水平方向のデータを

コンピューター内で組み合わせ，像を構築しています．この

ようにして，焦点が合う部分を一部に限定しつつ，最終的に

は，図 5(d)のように，3 次元像や高さ像の元となる統合さ

れた計測データが得られます．

共焦点レーザー顕微鏡は，図 3 に示したように構造的に

は光学顕微鏡に類似しており，実際に光学顕微鏡として利用

することもできます．共焦点レーザー顕微鏡として用いる場

合には，まず光学顕微鏡で観察したい領域を選択し，おおよ

その倍率設定とピント合わせをします．その後，共焦点レー

ザー顕微鏡モードで計測を行います．その途中過程の光学顕

微鏡像が図 2(a)であり，共焦点レーザー顕微鏡法にて計測

された像が図 2(b)です．その後の(c)および(d)は，得られ

た像を 3 次元表示したもの，ならびに特定のラインに沿っ

て高さ情報を抽出したグラフになります．このようなデータ

解析が可能となるのは，各計測点にて高さ情報を取得してい

るからです．

共焦点レーザー顕微鏡の強みは，使用方法が光学顕微鏡に

近く，初学者でも容易に高精度な表面観察を行えることです．

SEM のように高エネルギーの電子を試料に照射する必要が

ないため真空が不要で，取扱は非常に簡便です．そのため，

組織観察の基本として利用している研究者は少なくありませ

ん．もし，これまで利用することが少なかったのであれば，

是非とも利用していただきたい実験装置です．初心者が使っ

ても壊れるようなことはほぼなく，気軽に他研究室でも利用

させていただけるはずです．
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図 6 実験室に設置された走査型プローブ顕微鏡(Shimadzu

SPM9700HT)の外観．(a) 雰囲気制御装置に組み込ま

れた走査型プローブ顕微鏡(左)と制御画面(右)．雰囲

気制御装置は除振装置を兼ねている．0.1 nm 以下とい

う原子レベルの微小な高さ変化を計測する場合には，

装置の振動を抑制する除振装置が重要となる．(b) 雰囲

気制御装置内の走査型プローブ顕微鏡．装置の本体は

数 10 cm 四方程度と小型である．

図 7 走査型プローブ顕微鏡における探針と試料表面の相互

作用を示す模式図．条件次第では探針先端と試料最表

面原子との微小な相互作用まで計測できる．

 　　　　　　実 学 講 座

 走査型プローブ顕微鏡(SPM)

 走査型プローブ顕微鏡の概要と歴史

走査型プローブ顕微鏡(図)とは，広義には，先の尖った

探針(プローブ)を用いて試料表面を走査することで，表面と

探針との相互作用を検出し，かつその探針を走査させること

で試料表面各箇所の計測データを検出する装置です(図)．

走査型電子顕微鏡や共焦点レーザー顕微鏡と類似しています

が，この 2 つを SPM に含まないのが通常です．歴史的には

走査型電子顕微鏡等が先に開発されたことと関係しているか

もしれません．

代表的な走査型プローブ顕微鏡として，原子間力顕微鏡法

(Atomic Force Microscopy; AFM)と走査型トンネル顕微鏡

法(Scanning Tunneling Microscopy; STM )があります．

STM は SPM の元祖といえるもので， 1981年に IBM の

Binnig と Rohrer によって開発されました(4)．STM は 1 nm

程度以下の距離で生じる導体間のトンネル効果を利用してい

ます．2 つの導体のうち一方を先の尖った針状にすることで

局所性をもたせつつ，導体の試料表面上で走査します．この

とき，探針と試料の間に数 V 程度の微小な電圧を印加する

ことでトンネル電流を検出可能としています．他の顕微鏡と

大きく異なる点は，光(電磁波)や電子線(電子波)といった

“波”を用いないことです．そのため，波長による分解能の

限界やレンズ性能の限界に伴う収差の問題などに分解能が制

限されません．波を使わず，非常に高い分解能(0.1 nm 以

下)を達成できるのが特徴です．なお，Binnig と Rohrer ら

は STM 開発の功績により1986年にノーベル物理学賞を受賞

しています．

STM には電気を流さない絶縁体材料の場合，トンネル電

流を計測できないため適用できないという弱点がありまし

た．そのため，導電体と絶縁体が混在している材料などにも

利用できません．そこで，導電性が不明な物質や絶縁体にお

いても同様の観察が可能な装置として開発されたのが AFM

です．AFM は1986年に Binnig, Quate, Gerber の 3 人によ

って開発されました(5)．AFM では，弾性的な片持ち梁(カ

ンチレバー)の先に尖鋭な探針を取り付け，探針と試料表面

の間に作用する原子間力をカンチレバーの動作から検出する

というのが特徴になります(詳細は後述)．近接する 2 つの

物体間には常に何らかの相互作用が働くため，AFM では材

料種の制約なく様々な試料の観察が可能です．シンプルな故

に，どんな材料にも適用できる非常に強力な表面観察手法と

なっています．そのため，AFM は開発された後，産業分

野・研究分野問わず表面組織観察手法として急速に普及して

いきました．そこで，本稿では，AFM とその応用を中心に

説明をしていきます．

なお，初期の AFM では，鮮明な像が容易に得られない，

像を取得するのに時間がかかりすぎるなど，観察にあたって

難点があり導入後に利用者が断念する例が少なくありません

でした．実際，AFM を所有していても活用できていない研

究室は今でも少なくありません．1990年代の装置では，最

も基本的な表面形状の計測でもしばしば発振が生じ，数十

nm オーダーの表面形状の取得にすら問題が生じることがあ

りました．この点で，以前の AFM は初心者向けというより

玄人向けの装置だったと言えます．最近では，制御ユーザー

インターフェースの改善やコンピューターの発達等により，

以前より容易に利用できる実験装置へと変貌しつつありま

す．過去に大変な目にあった方も，これを機会に再度利用を

検討いただければ幸いです．
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図 8 レナードジョーンズ・ポテンシャルの微分形の模式

図．原子間には，このグラフのように，近距離で斥

力，遠距離で引力が作用する．つり合いによる力は非

常に微小だが，小さなカンチレバーを使うことにより

検出が可能となる．

図 9 光てこ方式の模式図．カンチレバー自体が非常に小さ

いため，nm オーダーの高さ変化に対してカンチレバー

の上面がわずかに傾斜する．このとき，カンチレバー

上面で反射されたレーザー光の位置が，カンチレバー

と光検出器の間の距離を十分とることで，てこの原理

のように大きく変化することになる．てこの原理に類

似したシンプルな原理により，わずかな高さ変化を検

出可能となっている．

図10 カンチレバー(NanoWorld 製 CONTPt)の一例の形状を

示す写真．(a) カンチレバーとその台座部分．大きく見

えている部分はほとんどが台座である．(b) カンチレバ

ーの拡大図(長さ約 450 mm)．赤点線で囲まれた細長い

棒状の板がカンチレバー(板ばね)である．(c) 矢印で示

す部分にあるのが探針(長さ約 10 mm)．探針の先端は

小さすぎて光学顕微鏡で見ることはできない．
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 原子間力顕微鏡(AFM)の特徴

AFM では，探針先端と試料表面に働く原子間力をカンチ

レバーの変位から測定し，探針を表面上で走査させることで

表面形状ならびに表面物性を計測します．原子間力は，近似

的な考え方に従えば，レナードジョーンズ・ポテンシャ

ル(6)(7)「a1/z12－a2/z6(z は分子間距離，a1, a2 は定数)」の微

分で表現することができます(図)．この力の起源は，おお

ざっぱに言えば，原子間距離程度の近距離では各原子の持つ

電子間の斥力であり，それより遠い距離ではファンデルワー

ルス力による引力です．この微小な力を，“光てこ方式”に

より検出するのが AFM では主流です．図に光てこ方式の

模式図を示します．カンチレバー背面にレーザー光が照射さ

れ，反射されたレーザー光の位置が光検出器のフォトダイオ

ードにより検出されます．この方法によって，AFM では原

子レベルの変位分解能を獲得しています．

図にカンチレバーの形状の一例を示します．微小な力を

検出するカンチレバーは分解能に直接影響する重要な構成要

素になっています．カンチレバーにおいては特に必要な特性

が 2 つあります．1 つはバネ定数が小さい(原子間力程度)こ

とです．これは計測対象となる固体の原子結合力程度に対応

する必要があるからです．もう 1 つは，試料表面の原子レ

ベルの凹凸に対して応答するために，カンチレバーの機械的

共振周波数は高いことです．カンチレバー(片持ち梁)のバネ

定数 k と機械的共振周波数 v は以下の式で記述できます．

k＝
Eab3

4l3

(Eヤング率，a, b, lカンチレバーの幅，厚さ，長さ)

v＝
1

2p
k

m
＝

1

2p
E

r
･

b

l2

(r, mカンチレバーの密度，質量)
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図11 試料表面上のカンチレバーの運動の模式図．(a) 接触型

AFM．(b) 周期的接触型 AFM．(c) 非接触型 AFM．

 　　　　　　実 学 講 座

ここで，バネ定数を小さく，機械的共振周波数の高いカンチ

レバーを実現するためには，カンチレバーの長さを小さくな

る必要があります．事実，AFM に用いられるカンチレバー

の長さは数 10 mm～数 100 mm 程度です(図10(b)参照)．カ

ンチレバーの材料として，シリコン(Si)もしくは Si 系化合

物が用いられることが多くなっています．これはシリコンの

力学的性質が小さいカンチレバーでちょうど良い値を取るこ

と，入手性がよいことなどが理由です．また，レーザー光の

反射率向上のため，カンチレバーの上面には金属膜が蒸着等

により付加されることが多いです．なお，AFM では固体表

面の原子とカンチレバー先端の探針との相互作用に基づいて

計測しているため，先端部が鋭い探針ほど計測で得られるデ

ータの分解能が高くなります．

カンチレバーと試料表面の間に働く相互作用検出法は 3

つに分けることができます(図参照)．すなわち，◯探針を

試料表面に接触させることで，カンチレバーの変位から表面

形状を直接計測する接触型 AFM(Contactmode AFM)，◯

探針を試料表面に周期的に接触させることで，カンチレバー

の振動振幅の変化から表面形状を測定する周期的接触型

AFM(Tappingmode AFM もしくは ACmode AFM, Dy-

namicmode AFM などと呼ばれる)，◯探針を試料表面に

接触させずにカンチレバーの振動周波数の変化から表面形状

を測定する非接触型 AFM(NonContactmode AFM)で

す．それぞれの特徴は以下の通りとなっています．

接触型 AFM では，先の尖った探針を試料表面に直接接触

させつつ，その探針を走査することで表面形状データを取得

します．走査中，カンチレバー全体が受ける力が引力であっ

ても探針先端部には nN 以上の斥力が働くことになり，カン

チレバーの先端が試料の凹凸に合わせて傾斜します．この傾

斜を前述の光てこ方式にて検出します．直接的に形状を計測

する点で接触型 AFM はシンプルでわかりやすいのが特徴で

す．接触型 AFM の弱点として，探針先端で生じる相互作用

力が探針先端の原子レベルに換算すると，材料の塑性変形の

降伏点を超えることが挙げられます．そのため，接触型

AFM では，探針先端と試料表面は物理的にダメージを受け

てしまい，探針の寿命は長くないのが通常です．計測中に探

針がダメージを受けているため，分解能は計測時点の探針先

端面積に支配されることになります．そのため，単なる形状

計測にはあまり適していないということもできます．むし

ろ，直接接触させて計測する強みを応用して，形状と同時に

電気伝導性や粘弾性などの複合的な測定に用いられることが

多くなっています．

周期的接触型 AFM では，カンチレバーを共振振動数近傍

で強制振動させます．この場合，探針が試料表面に近づくと

探針と試料表面が周期的に接触することになり，振動振幅が

減少しますので，この減少量から表面形状を取得します．こ

の方式は，直接接触させてカンチレバーを引きずる接触型と

異なり，探針のダメージを大きく減じることができます．そ

のため，周期的接触型 AFM では表面形状計測を安定的に行

うことができ，広く利用されている手法となっています．

また，非接触型 AFM では，探針が試料表面と接触しない

距離(ポテンシャル(図 8)の引力領域)において，探針と試料

表面間に作用する弱い力を検出する手法です．この場合，光

てこ方式でも検出するのが困難な微小な変化を検出するた

め，カンチレバーの共振周波数の変化を計測し，その変化か

ら高さ情報を算出します．非接触型 AFM では探針先端がダ

メージを受けないことから原子位置を観測するなど最も高い

分解能を実現できます(8)(9)．一方で，原子レベルの高分解能

を実現するには，試料表面における付着分子などの完全な除

去が不可欠ですし，基本的に高真空も必要となります．その

ため，市販装置で初心者が非接触型 AFM を利用することは

容易でなく，どちらかといえば玄人向けのアドバンストな手

法となっています．

 AFM の基本構造と利用法

図に AFM の基本構造を示します．AFM では，高さ検

出に用いるレーザー光の照射および検出の仕組み，ならびに

水平方向の検出に不可欠な走査の仕組み(図)が重要です．

レーザー光の検出は前述の光てこ方式が基本となり，その光

位置検出にはフォトダイオードを用います．試料の微小移動

には，ピエゾ素子という印加電圧に応じて伸び縮みする圧電

体材料を用いており，探針位置を水平方向に高速かつ高精度

に位置移動させることができます．これらの組み合わせによ

り 3 次元的な情報を得られるので，それをコンピューター

上で組み合わせて表面形状を取得します．

観察の基本的な流れを図に示します．まず，試料および
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図12 原子間力顕微鏡の基本構造を示す模式図．位置移動を

司るスキャナ上に試料を設置し，その上にカンチレバ

ーがある．カンチレバー上面にレーザー光が照射さ

れ，反射されたレーザー光の位置を光検出器にて検出

する．

図13 原子間力顕微鏡による走査の模式図．スキャナに試料

を設置し，スキャナを水平方向に高速移動させて，試

料表面上を走査する．観測点 1 点 1 点から計測データ

を取得し，それを PC 画面上で統合する．走査という点

ではレーザー顕微鏡や走査型電子顕微鏡とも類似して

いる．

図14 原子間力顕微鏡観察の基本的なフロー．
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カンチレバーを設置し，その後制御ソフトウェアを起動しま

す．そして，画面を見つつ，レーザー光の照射位置と検出位

置を調整します．その後，制御パラメータを設定してから，

計測開始です．計測データは数値データになるので，それを

解析して画像化します．実際にはリアルタイムに高さ情報の

画像を得られます．このように言葉にすると簡単ですが，計

測にあたっては 3 つの障壁があります．

1 つ目の障壁となるのは，カンチレバーの設置です．図

に示すように，カンチレバーは手で取り扱うにはやや小さ

く，これをカンチレバーホルダーに設置する際には壊さない

ように慎重な取り扱いが必要です．カンチレバーと探針のい

ずれも，ぶつけたりすると簡単に壊れてしまいます．この場

合，新しいカンチレバーを設置しなおす必要があります．カ

ンチレバーは安いものでも 2 千円程度，高額なものでは数

10万円しますので，慎重の上に慎重を期します．2 つ目の障

壁となるのは，各種パラメータの設定です．以前はパラメー

タ設定にあたり，最適な条件を見つけるために，何時間も様

々な条件を試すことが必要でした．最近では形状測定程度で

あれば，装置ごとにおおよそ適切な値を入力するとそれなり

の像が得られます．以前ほど苦労することはありません．3

つ目の障壁は像を得るまでの待ち時間です．AFM では，観

察領域を縦横512程度(もしくは256や1024)に分割して像を

得ることが多いですが，一ライン当たり 1 秒程度の時間が

必要です．つまり，1 画像を得るのに数分程度の時間がかか

ります．根気を持って像取得を待つことが不可欠です．最近

では，画像取得の高速化を実現した AFM も市販されていま

すので，表面形状だけであれば 1 分以内に像を得ることも

可能となってきています．
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図15 カンチレバーホルダーへのカンチレバーの設置手順．

(a) カンチレバーホルダーの外観写真(写真は Shimadzu
製)．(b) カンチレバーホルダーにおけるカンチレバー

固定部の拡大写真．(c) 実際にカンチレバーを設置した

場合の拡大写真．カンチレバーの台座自体が小型であ

るため，やや慎重な作業が必要になる．

図16 原子間力顕微鏡を用いて半導体表面のナノインデンテ

ーション圧痕を計測した実例．材料は硫化亜鉛単結晶

の(001)面である．(a) 観察像，(b) 位相像，(c) 観察

像中の線上から抽出した高さ像．nm オーダーの微小な

構造を計測できていることがわかる．

 　　　　　　実 学 講 座

図に，周期的接触型 AFM を用いて半導体表面のナノイ

ンデンテーション後の圧痕を計測した実例(10)を示します．

この圧痕は幅 100 nm 弱，高さ 10 nm ほどの大きさのくぼみ

となっており，可視光を用いた計測では，波長による分解能

の限界から形状を測定することができません．また，高い分

解能を持つ SEM であっても，水平方向の放出電子量変化を

計測している点で，細かい高さ情報の取得が本質的に不可能

です．一方，AFM ではナノスケールの表面形状を 3 次元的

に精密に取得できています．表面の 3 次元形状を精密に計

測するという点では AFM がほぼ唯一の手法になっていま

す．また，AFM では，高さ情報に加えて，カンチレバーの

振動の位相変化も同時に取得しており，そこから位相像を得

られます．位相像は位相の遅れを画像化したものであり，表

面形状と粘弾性特性が合わさった像が得られるので，表面形

状の特徴をより明確にすることも可能となっています．実

際，図16の形状像(a)と位相像(b)を比較すると，位相像で

は圧子先端の尖った角部がより明確に観察できています．な

お，AFM で観察される表面は基本的に酸化膜や付着分子を

含んだ最表面そのものです．例えば，金属材料では酸化膜を

含んだ表面形状を観察することになります．この点で，化学

的に安定でない試料を計測する場合は，真空中や不活性ガス

雰囲気中で実験を行う必要があります．

AFM は単に表面形状を精密に計測できるだけではなく，

様々な応用が可能となっています．例えば，導電性のカンチ

レバーを用いれば局所の電気伝導性(11)(12)を取得できます

し，磁性を持たせたカンチレバーを用いれば局所の磁性情

報(13)(14)を取得できます．カンチレバーの走査方法を工夫す

ることで，摩擦や粘弾性などの力学的特性の取得も可能で

す(15)(16)．これ以外にも，表面電位なども計測可能(17)です

し，最近では探針に小さな熱電対を組み込み，局所の熱伝導

計測(18)が可能となった装置も市販されています．筆者の研

究室でも，電気伝導性や光伝導，熱伝導などを計測する仕組

みを導入しつつあります．今では，AFM は表面を高精度に

計測できる装置にとどまらず，表面から局所の材料物性の計

測できる最先端の装置として応用されていると言えます．一

例として，図は AFM による電気伝導性計測手法(Con-

ductive AFM)の模式図です．この場合，カンチレバーに導

電性のものを用い，さらにカンチレバーと試料間に電圧を印
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図17 原子間力顕微鏡による電気伝導性計測手法(Conductive

AFM)の模式図．導電性のカンチレバーを用いて，カ

ンチレバーを含む系に電圧を印加することによって，

試料局所の電気伝導性を計測できる．部位によって電

気伝導率が異なる材料について，電気伝導の分布デー

タを得ることが可能である．同時に，形状データも取

得できるので，形状と電気伝導のマッピングも可能で

ある．
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加します．このときのカンチレバーと試料に流れる電流を検

出します．なお，電流計測にあたってはカンチレバーと試料

が密着する必要があるので，接触型 AFM の方式を用いて計

測します．接触型 AFM を利用するがためカンチレバーは計

測中もダメージを受けるので，しばしばデータが時々刻々と

変化し計測データの定量性を得るのが困難なのがデメリット

となります．一方で，物性発現の起源が局所にあることを証

明できる点が AFM を用いた物性計測の利点となります．

 まとめ

本稿では，その他の組織観察法として多くの実験室で利用

されている，共焦点レーザー顕微鏡法および走査型プローブ

顕微鏡法について概説しました．共焦点レーザー顕微鏡は初

学者でも使える簡易かつ高精度な表面形状計測装置となって

おり，まだ使っていない方には是非利用をお薦めしたいと思

います．表面観察であっても数値データが得られるため，よ

り科学的に表面形状を取り扱えるようになります．残念なが

ら，材料分野向けとなる共焦点レーザー顕微鏡の専門書を存

じませんが，各メーカーが Web 上に解説を記載していま

す．また，走査型プローブ顕微鏡(特に原子間力顕微鏡)につ

いては，かつて玄人向けの装置になってしまっていました

が，現在は初学者でも利用可能な実験装置になっています．

過去に所望の像を得られず利用を断念した方が多いかもしれ

ませんが，現在は表面形状観察のツールとして十二分に使え

るようになっています．また，高度な物性計測を表面から行

える特徴的な実験装置となっていますので，是非ご利用を検

討ください．走査型プローブ顕微鏡については専門書も多数

ありますので，より詳しく勉強したい方は是非ご覧くださ

い(19)(20)．本稿をきっかけに皆様の新たな研究展開がありま

すことを祈念します．

本稿の成果の一部は，科学研究費補助金の新学術領域研究

( JP19H05786 ) お よ び JST さ き が け ナ ノ 力 学 研 究

(JPMJPR199A)として実施しました．また，本稿で利用し

た写真やデータの取得にあたっては，筆者主宰研究室の谷垣

健一助教，李燕助教，松田政夫研究員および補佐員の立川周

子さんにご協力頂きました．厚く感謝申し上げます．
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2022年11月 1 日受理[doi:10.2320/materia.62.122] 図 1 (a)溶接ままと(b)PWHT 後の TEM 観察組織(2)．
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PWHT 対応フラックス入りワイヤ TRUSTARCTM

DWA61LSR・TRUSTARCTM DWA62LSR の開発

井 元 雅 弘1) 名 古 秀 徳2) 岡 崎 喜 臣3) 北 川 良 彦4)

 和 真 名5) 笹 倉 秀 司4) 永 見 正 行4) 加 納 　 覚4)

. は じ め に

溶接施工後，溶接によって導入された残留応力を低減し，

じん性や疲労特性を向上させることを目的に溶接後熱処理

(Post weld heat treatment，以下 PWHT という)が球形タン

クや圧力容器など構造物の建造において行われる．近年のエ

ネルギー需要増大に伴ってこれら構造物は大型化が進み，ま

た高圧力環境で使用される傾向にあり，適用される鋼材の高

強度化も進んでいる．鋼材の高強度化に伴って，溶接材料も

より高強度のものが要求されることに加え，溶接施工の高能

率性から，全姿勢の溶接性に優れたルチール系フラックス入

りワイヤ(Fluxcored Wire，以下 FCW という)が要望され

ている．一方，引張強さ 610 MPa 級鋼(以下，HT610とい

う)用以上の従来のルチール系 FCW による溶接金属では，

PWHT 後じん性が大きく低下する課題があった．PWHT

後のぜい化の従来知見として，引張強さ 550 MPa 級鋼用以

下の溶接金属では，不純物元素の Nb, V が炭化物を形成し

て析出硬化を起こすことが一因であると考えられていた(1)．

しかしながら，これら不純物元素を低減するだけでは，

HT610級鋼用以上の溶接金属は，PWHT 後に十分なじん性

が得られず，さらなる組織制御によるじん性向上が必要であ

った．

また，油井管や LPG タンクなどのサワーガス環境下で

は，硫化水素が原因となって，硫化物応力腐食割れ(Sul-

phide Stress Corrosion Cracking，以下 SSCC という)が問題

となる．これに対し，米国防技術協会(National Associa-

tion of Corrosion Engineers，以下 NACE という)の規格で

は(NACE MR0175)，溶接金属中の Ni 含有量が 1未満に

規制されている．そのため，NACE 規格対応のためには Ni

添加量を抑制した上で，PWHT 対応可能な溶接金属を開発

する必要があった．本報では，新たに開発した高張力鋼用

PWHT 対応高じん性 FCW の設計の考え方と各種性能を紹

介する．

. 開 発 技 術

 粒界脆化の抑制

PWHT 後のシャルピー試験片の破面では旧オーステナイ

ト粒界に沿った粒界破壊が観察されており，PWHT 後，粒

界破壊が助長されることで，吸収エネルギーの低下が生じた

と考えられた(2)．PWHT 後の組織変化として，図に示す

ように旧オーステナイト粒界上に粗大な炭化物(セメンタイ

ト)が析出し，図に示すように，旧オーステナイト粒界の

炭化物サイズが大きくなるほど－40°Cの吸収エネルギーが

低下する傾向が見られた．そのため，これらの炭化物が粒界

破壊の起点となる可能性が示唆された．また，P などの不純

物偏析が PWHT 中に促進されると考えられ，PWHT 後の

じん性確保のため，粒界炭化物の微細化と不純物偏析を抑制

するための合金元素設計を行った．炭化物形成挙動について
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図 2 旧オーステナイト粒界上の平均炭化物サイズと－40°C
平均吸収エネルギーの相関(2)．

図 3 C 量と旧オーステナイト粒界上の平均炭化物サイズの相関(2)．

図 4 Mo 量と旧オーステナイト粒界上の炭化物サイズおよび

吸収エネルギーの相関(2)．

図 5 Mo 量(a)0.2および(b)0.6の溶接金属の PWHT 後

TEM 観察組織(2)．

図 6 Cu 添加による低温の強度上昇抑制効果．
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は，C および主要な炭化物形成元素である Mo に着目した．

図に C 量と旧オーステナイト粒界上の炭化物サイズと

の関係を示すが，C 量増加により炭化物サイズが粗大化する

ことがわかる．C 量の低減は炭化物サイズの微細化の観点か

ら有効と考えられる一方で，過剰な C 量の低減は溶接金属

の焼入れ性低下により，粗大な粒界フェライトを形成して，

溶接ままのじん性低下を招くため，0.04以上の設計とした．

図に Mo 量と炭化物サイズの相関および－40°C吸収エ

ネルギーの関係を示す．Mo を添加することで，炭化物サイ

ズが微細化する傾向にある．しかしながら，0.4を超える

と吸収エネルギーの低下が顕著となった．図に0.2と

0.6Mo における TEM 観察像を示す．0.6Mo において

は，マトリクス中に微細な Mo2C が増加し，2 次硬化による

ぜい化の影響が作用した結果と推察され，Mo 添加量は

0.4以下にすることが望ましいと考えられる．

Si および Mn は P の粒界偏析を助長するという知見(3)お

よび強度とじん性とのバランスの観点から，従来材から Si,

Mn の添加量を低減することで，Ni が 1以上の成分系

(2.5Ni 系)の設計を確立した．

 低温強度の上昇抑制

Ni は低温じん性改善に有効な元素と知られており，その

メカニズムとして低温で固溶軟化(4)することが報告されてい

る．Ni 代替可能な元素を検討し，PWHT 後の溶着金属を用

いて低温引張試験の降伏挙動を評価した．図は Cu フリー

材と Cu 添加材の－120°Cと室温の上降伏応力の差を整理し

たものであり，同じ Ni 添加量(0.9)であっても，Cu 添加

によって低温における上降伏応力の上昇を抑制する効果があ

ることを見出した．この Cu 添加の効果を活用することで，

Ni が 1未満の成分系での最適合金元素成分の設計を行っ

た．

. 開発材の諸特性

本技術を適用して HT610MPa 級鋼用の溶接ワイヤとして

NACE 規格対応の TRUSTARCTM DWA61LSR(Ni＜1)
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表 1 溶着金属の化学成分(mass)(5). 表 2 溶接条件．

図 7 TRUSTARCTM DWA61LSR における L.M.P. と(a)強

度，(b)吸収エネルギーの相関(5)．

図 8 TRUSTARCTM DWA62LSR における L.M.P. と(a)強

度，(b)吸収エネルギーの相関(5)．

表 3 溶接ままと PWHT 後の溶着金属の SSCC 試験結果．
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と高じん性タイプの TRUSTARCTM DWA62LSR(Ni≧

1)の 2 種類のワイヤを開発した．PWHT 後の溶着金属の

特性を以下に紹介する．表，に開発ワイヤで作製した溶

着金属の化学成分および溶接施工条件を示し，図，に

Larson Miller Parameter(L.M.P.)と強度の相関および

L.M.P. とシャルピー吸収エネルギーの相関を示す(5)．いず

れのワイヤ銘柄も溶接ままおよび L.M.P.＝18.7×103 以下

に相当する PWHT 後で，引張強度は 620 MPa(90ksi)を満

足できる．また，PWHT 後も－40°Cにおいて良好な吸収エ

ネルギーを示しており，PWHT 後の低温じん性確保が達成

できていることがわかる．また Cu 添加による SSCC 特性へ

の影響についても確認した．表は，Ni 添加量(0.9)を揃

えて，Cu フリー材と Cu 添加材の溶接ままと PWHT 後の

溶着金属における SSCC 特性を NACE TM0177 Method B

に準拠し，評価した結果である．なお PWHT 条件は，

L.M.P.＝18.7×103 相当の条件とした．80AYS(Actual

yield stress)の応力を負荷した条件で，いずれもクラックの

発生は無く，実用上十分な耐 SSCC 特性を有することを確認した．

. 特許および実用化状況

PWHT 後も機械的特性に優れる高強度 FCW を開発し，

海洋構造物をはじめとして，低温タンクなどのエネルギー

分野に適用可能な溶接材料として，適用拡大が期待される．

本報で紹介した PWHT 対応 FCW に関連する特許は特許

6399983号，特許6399984号の 2 件が登録されており，特開

202297255，特開202297256の 2 件が公開されている．
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強度，耐熱性およびせん断加工性に優れた

無酸素銅「MOFCHR(Heat Resistance)」の開発

飯 原 智 美1) 森 川 健 二1) 福 岡 航 世1) 伊 藤 優 樹2)

末廣健一郎2) 船 木 真 一2) 牧 一 誠3)

. 緒 言

近年，電気自動車の普及や再生可能エネルギーの導入に伴

い，電気機器には大電流と高い放熱性が求められ，銅材料の

中でも最も高い導電率と熱伝導率を特長とする無酸素銅に注

目が集まっている．無酸素銅は高い導電率を有する反面，強

度と耐熱性は銅材料の中で最も低いことから用途には制限が

ある．また，無酸素銅はプレス機械を用いたせん断加工にも

課題がある(1)．無酸素銅は強度が低いため，せん断加工を施

す際に変形しやすく，大きなだれやかえりが発生して寸法精

度が低い傾向にある．従来，強度，耐熱性，せん断加工性の

いずれかが重要視される場合には，導電率は犠牲になるもの

の，強度，耐熱性またはせん断加工性に優れる銅合金が多用

されてきた．今後の電気自動車のさらなる普及や再生可能エ

ネルギーの導入拡大のためには，無酸素銅の高い導電率と熱

伝導率を保持したまま，強度，耐熱性およびせん断加工性を

高めた新たな銅材料の開発が望まれている．

. 新規無酸素銅の開発コンセプト

導電性，強度，耐熱性，せん断加工性を兼ね備えた銅材料

を設計するにあたり，我々は極微量の添加元素による無酸素

銅への耐熱性の付与に着目した．これによって，既存の無酸

素銅で発生する加工発熱による軟化を抑制できることから，

無酸素銅の加工硬化による高強度化が見込まれ，この高強度

化が優れたせん断加工性をもたらすと推察したからである．

この極微量の添加元素として Mg の活用を図った．Mg は有

効原子半径が大きい(2)，比抵抗増加が小さい(3)，豊富な埋蔵

資源という特徴を有し，0.4～6 at(0.15～2.4 mass)の高

濃度の固溶で強度や耐熱性を大幅に向上させる優れた添加元

素として報告されている(4)(5)．さらに，金属価格や環境負荷

を考慮すると，Mg が高耐熱性の無酸素銅を実現するための

極微量元素として有望であると判断し，新規無酸素銅の開発

に着手した．

図に極微量の添加元素が無酸素銅の導電率(比抵抗

1.7241 mQcm の焼鈍標準純銅を100IACS とした導電率)に

与える影響を示す．本試験では， 500 atppm 以下の極微量

の種々の元素を無酸素銅に添加し，結晶粒径を統一し，仕上

げ圧延率を75として，厚さ 0.5 mm の薄板を作製し，評価

している．図 1 から Mg と Ag は，Sn, P および Ti と比

べ，添加に伴う導電率の低下が非常に小さいことが分かる．

この導電率の低下傾向は，過去の報告(3)(6)から計算される導

電率の低下傾向とほぼ一致している．次に，極微量の添加元

素が半軟化温度に及ぼす影響を図に示す．半軟化温度は，

耐熱性の指標であり，各温度で 1 時間の熱処理をした後に
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図 2 極微量の添加元素が半軟化温度に与える影響．

図 3 各組成における導電率と半軟化温度の関係．

表 1 MOFCHR の組成，特性一覧ならびに無酸素銅，

タフピッチ銅との特性比較．

図 4 MOFCHR と無酸素銅の引張強度比較．

 　　　　　　新技術・新製品

硬度を測定し，硬度が熱処理前の値とフルアニール状態の値

との中間値になる熱処理温度を指している．Mg は100

atppm という極微量の添加で半軟化温度が約340°Cまで上昇

し，無添加材より100°C以上も高くなることが分かる．Mg

を200 atppm 添加すれば半軟化温度は350°Cを超え，Sn や

Ti に匹敵している．図に各組成における導電率と半軟化

温度の関係を示す．ここで特筆すべきは，Mg が他の添加元

素に比べて，良好な導電率と半軟化温度の特性バランスを示

している事である．特に，Mg が100～200 atppm(40～80

mass ppm)という極めて希薄な状態において，高い導電率

を維持しつつ半軟化温度が高い傾向にあるため，他の元素を

大きく上回る高い水準で導電率半軟化温度バランスを実現

できることが見出された．

この発見を活用して，強度，耐熱性，せん断加工性を兼ね

備えた無酸素銅「MOFCHR(Heat Resistance)」を開発し

た．MOFCHR の組成と特性を無酸素銅やタフピッチ銅と

ともに表に示す．MOFCHR は無酸素銅，タフピッチ銅

と並び銅材料の中で最も高い導電率101IACS，熱伝導率

391 W/m・K を有しつつ，Mg の極微量添加により既存の

無酸素銅では実現できなかった強度と耐熱性の大幅な向上を

実現している．高導電性と高強度を併せ持つ材料であること

から，導電率に劣る銅合金を代替して，大電流化や高放熱化

が可能である．さらに，高い耐熱性を有するため，熱処理を

伴う電気機器の製造工程に対応できるほか，大電流を流した

場合の温度上昇や，熱負荷の高い使用環境下においても特性

の劣化が少なく，幅広い用途での使用が可能となる．これら

の優れた材料特性に加えて，MOFCHR は酸素濃度が非常

に低いことから水素脆化が生じず，溶接やろう付けにも適し

ている．

. 新規無酸素銅の特徴

 引張強度

Mg の極微量添加により半軟化温度が大幅に上昇してお

り，製造中の加工発熱による軟化を抑制でき，従来よりも大

きな加工硬化を実現する事ができるため，既存の無酸素銅で

は達成できない水準にまで強度を高めている．図に

MOFCHR と無酸素銅の強度比較を示す．既存の無酸素銅

の強度は 250～300 MPa 程度にとどまっているが，MOFC

HR は約 400 MPa までの強度に対応しており，既存の無酸

素銅から 100 MPa 程度の高強度化を実現している．

 耐熱性

図に MOFCHR と無酸素銅を各温度で 1 時間熱処理し

た後の硬度を示す．この等時焼鈍軟化曲線から，無酸素銅の

半軟化温度は275°Cであるが，MOFCHR では質別 1/2H で

433°C，質別 H, EH, SH ではそれぞれ371°C, 361°C, 353°Cで

あり，全ての質別で半軟化温度が350°Cを超えている．同等

の強度を有する質別 H で比較した場合，MOFCHR は無酸

素銅に比べて半軟化温度が約100°Cも高い．

 せん断加工性

通電・放熱部材にはせん断加工による切断成形が多用され

るが，所望の寸法や形状を得るために，だれやかえりが小さ
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図 5 MOFCHR と無酸素銅の等時焼鈍軟化特性．

図 6 MOFCHR と無酸素銅のせん断加工による切口面．

無酸素銅(質別 1/2H)(a)光学顕微鏡写真，(c)模式図

MOFCHR(質別 SH)(b)光学顕微鏡写真，(d)模式図．

図 7 MOFCHR，無酸素銅およびタフピッチ銅の引張強度

と半軟化温度．
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いことが望まれる．図に MOFCHR と無酸素銅を同一条

件でせん断加工を行った際の切口面を示す．無酸素銅は，せ

ん断面と破断面における破断面の比率が非常に低く，大きな

だれとかえりが発生している．このかえりとだれは寸法精度

の低下をもたらし，かえりは安全面でも問題となりやすい．

一方で，強度が高い MOFCHR は，破断面の比率が高く，

だれとかえりが小さいことから，複雑な形状を高精度に切断

する際に適している．一般に，銅材料は加工硬化による強度

上昇に伴って，破断面比率が増加し，だれとかえりが小さく

なる傾向があり，この傾向に本結果は整合している．

. 新規無酸素銅の将来性と発展性

今回我々は，Mg が 40～80 mass ppm という極めて希薄

な状態において，高い導電率を保持しながら半軟化温度の大

幅な上昇をもたらすことを発見した．さらに，これを活用し

て，導電率と熱伝導率を損なうことなく，既存の無酸素銅で

は実現できなかった強度，耐熱性およびせん断加工性を兼ね

備えた新規無酸素銅「MOFCHR(Heat Resistance)」を開

発した．図に MOFCHR，無酸素銅およびタフピッチ銅

の強度と半軟化温度を示す．MOFCHR は無酸素銅，タフ

ピッチ銅と比較して，卓越した強度半軟化温度バランスを

示すことは注目に値する．この優れた諸特性により，

MOFCHR は導電性と放熱性に加えて，強度，耐熱性また

はせん断加工性が重要視されるリードフレーム，端子，バス

バー，タブリード，ヒューズなど多種多様な電気機器・部品

の材料として最適であり，無酸素銅の用途範囲を大きく広げ

ることが可能である．さらに強度や耐熱性に劣る既存の無酸

素銅と置き換えることにより電気機器の信頼性を向上させる

ことや，導電率が低い銅合金との代替によって電気機器を高

性能化することも可能であることから，次世代の無酸素銅と

して大いに注目を集めており，電動化社会での通電・放熱部

材のスタンダードとなることが期待される．関連特許は，国

内や海外で10件以上出願され，例えば日本国特許第7078070

号として権利化されている．また，MOFCHR は銅開発協

会(CDA)に C10850として登録され，無酸素銅やタフピッチ

銅と並ぶ最高水準の導電率を有する銅材料として認められて

いる．
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† 高透磁率材料磁気の変化に対して敏感に反応する材料であり，

FeNi 合金などが挙げられる．
†† 磁歪合金材料に磁場が作用すると形状が変化する合金のこと．

FeCo 合金や FeGa 合金などが挙げられる．

図 1 本多光太郎資料館の外観．

図 2 第 1 展示室の展示内容．

図 3 KS 磁石の展示．

図 4 パーマロイの展示．
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本多光太郎資料館(愛知県岡崎市)

文責愛知教育大学 北 村 一 浩
(2022年10月訪問)

今回は，愛知県岡崎市欠町大山田にある「本多光太郎資料

館」を紹介する．本多光太郎博士は1870年に現在の愛知県

岡崎市新堀町字大庭に生まれた．1877年に，桑子学校(矢作

南小学校の前身)に入学し，1881年に随念寺の高等小学校に

進学した．出身校の矢作南小学校には，本多光太郎博士の胸

像が建っている(1)．1887年まで地元岡崎で過ごした後上京

し，1894年に東京帝国大学に入学した．1907年からはドイ

ツやイギリスに留学し，帰国後東北帝国大学理科大学の教授

となった．1916年に東北帝国大学理科大学理化学研究所主

任となり，強力な磁石鋼である KS 磁石を1916年に発明し

た．1933年には，KS 磁石の 4 倍近い保磁力を持つ新 KS 鋼

を発明し，1951年に文化勲章を受賞した．1961年に郷土が

生んだ世界的物理学者として岡崎名誉市民に推挙された(2)．

「本多光太郎資料館」は，1969年に岡崎市新堀町の生家か

ら博士の勉強部屋であった建物の寄贈を受け，1982年に岡

崎市の東公園に整備された(3)．東公園は，1928年(昭和 3

年)開園という歴史のある公園で，26.9 ha という広大な敷地

の中に，動物園，花菖蒲園，恐竜モニュメント，文化施設な

どがあり，市民に大変人気がある．文化施設には，「本多光

太郎資料館」の他に日本風景論で知られる岡崎市康生町出身

の地理学者，「志賀重　の墓と銅像」，三河男子の奮起を鼓舞

した「三河男児歌碑」，東京の志賀重　屋敷内に建てられ，

公園開園直後の1929年(昭和 4 年)に移築された「南北亭」，

旧岡崎藩主本多家の末裔にあたる本多忠次が1932年(昭和 7

年)に建てた洋館を移築保存した「旧本多忠次邸」などがあ

る．

本多光太郎資料館の外観を図に示す．資料館には，1 階

に第 1 から 3 の 3 つの展示室があり，2 階には，第 4 展示室

として当時の勉強部屋が再現されている．

第 1 展示室(図)には，本多光太郎の偉業が展示されてい

る．第 1 展示室右前のショーケースには，「KS 磁石」(図)，

「NKS 磁石」，「フェライト磁石」，「コバルト磁石」，「希土類

―鉄―ボロン磁石」，の各永久磁石の展示と，永久磁石の発

展過程，各種磁石の用途の説明がされている．また，パーマ

ロイ(高透磁率材料†，図)，アルフェル(磁歪合金††，図)，

センダスト(後述)などが写真や現物で展示されている．右奥

のショーケースには，「つとめてやむな」の色紙や博士に関

する様々な文献が展示されている．左側の机には，写真や新
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図 5 アルフェルの展示．

図 6 第 2 展示室の展示内容．

図 7 第 3 展示室の展示内容．

図 8 第 4 展示室の展示内容．

図 9 センダストの展示．

††† 圧粉材合金を粉末にして金型などに押し固めたものを言う．
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聞記事のスクラップが展示されている．左側の壁には，博士

の生家と妙源寺(桑子学校)の写真が飾られている．

第 2 展示室は，本多光太郎博士の半生を紹介した映画

「つとめてやむな」が流されている(図)．壁には，1922年

に博士がアインシュタイン，愛知敬一，日下部四郎太と一緒

に写っている写真と東北大学金属材料研究所の写真が飾られ

ている．

第 3 展示室には，「magnet Robot KS 君」が，磁石の応用

品と一緒に展示されており，部屋に入るとロボットが動き出

す(図)．ロボットからは，最初に本多光太郎博士の音声

が，次にロボットによる資料館の説明や，博士の功績・偉業

の説明が行われた．ロボットは，磁石材料がスピーカー，モ

ーター，電話，マッサージ器，冷蔵庫，エアーコンプレッサ

ー，テレビ，電子レンジなどに応用されていることを説明し

た．

2 階の第 4 展示室には，博士の勉強部屋が再現されている

(図)．勉強部屋には，畳の上に机と座布団が，机の上には

「小学化学書」が置かれている．

g科学館で見つけた金属材料“センダスト”

センダスト(図)は Fe10Si6Al(mass)の合金で，

1932年に東北大学金属材料研究所の増本量博士らが発明し

た．仙台で発明された圧粉材†††であるため，本多光太郎博士

が「センダスト」と命名した(4)．センダストは通信機器の圧

粉鉄心の需要に応えるために，1940年代から大量に生産さ

れた．センダストは耐摩耗性を生かし，磁気ヘッドや磁気カ

ードの読み取り装置として現在も使われている(5)．2022

年，東北大学博士後期課程 2 年の赤松昇馬氏と大兼幹彦教

授らのグループが，センダストの軟磁気特性発現機構の解明

を行うとともに，原子規則度の制御により広範囲の組成で軟

磁性特性が現れることを発見した(6)．さらに優れた軟磁気特

性を示す薄膜材料の作製にも成功し，最先端のスピンエレク

トロニクス材料として応用可能であることを示すなど，この

合金の超高感度磁気センサへの応用が期待されている(6)．
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本多光太郎資料館へのアクセス

(〒4440011 岡崎市欠町大山田 91)

＊名鉄東岡崎駅北口よりバスで20分「東公園口」下車徒

歩 7 分

＊車東名高速「岡崎インター」より豊田方面へ約 1000 m

URL: https://okazaki-kanko.jp/feature/

higashi-park/hondakotaro-museum
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図 1 新設された線型加速器．(オンラインカラー)
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兵庫県立大学高度産業科学

技術研究所のご紹介

兵庫県立大学高度産業科学技術研究所所長

鈴 木 哲

. は じ め に

兵庫県立大学高度産業科学技術研究所(1)は，放射光施設ニ

ュースバルを運用している研究所である．ニュースバル放射

光施設は，大型放射光施設 SPring8 の敷地内に兵庫県が設

置し，兵庫県立大学高度産業科学技術研究所が運営を行って

いる．ニュースバルは，蓄積リング周長約 120 m，蓄積電子

エネルギー 1～1.5 GeV の中型放射光施設であり，大学が所

有する放射光施設としては国内で最大規模である．SPring

8 が超高輝度の硬 X 線放射光発生に特徴があることに対し

て，ニュースバルはよりエネルギーの低い極端紫外光から軟

X 線領域の放射光を主に発生し，相補的な利用が可能とな

っている．ニュースバルは，大学の運用する放射光施設とし

て研究や教育に供されていることはもちろんであるが，兵庫

県内企業等との共同研究により新産業技術基盤の創出を図

り，産業支援を推進することも大きな目的としている．

. ニュースバル新入射器の運用

電子蓄積リングは自ら電子ビームを生成することはできな

い．このため，高エネルギー電子ビームを生成し電子蓄積リ

ングに入射する別の加速器(入射器)が必要である．ニュース

バルの電子蓄積リングは建設当初より SPring8 線型加速器

からの振り分けにより電子ビームの供給を受けていた．しか

し，2020年より SPring8 は X 線自由電子レーザー施設

SACLA から電子ビームの供給を受けており，従来の SPr-

ing8 線型加速器は運用が停止されることになった．これに

伴い理化学研究所の支援を受けてニュースバル専用入射器と

して新たな線型加速器を2020年に建設し，2021年から運用

を開始した(図)．新入射器の設置により，ニュースバルの

運用は SPring8 から独立したため，ニュースバルユーザー

の要望に合わせた運用スケジュールの策定が可能となってい

る．また蓄積電流も当初の 300 mA から 350 mA に増強され

(1 GeV 運転時)，より高輝度な放射光が得られるようにな

っている．

. ニュースバルでの研究の概要

ニュースバルでの研究は，◯光源開発，◯半導体微細加工

技術，◯LIGA プロセス応用，◯材料分析技術の 4 つの分野

に大きく分けられる．

光源開発グループでは，自由電子レーザーによる超短パル

ス光の生成実験やその特性の評価，将来の運転自動化に向け

た機械学習による加速器の制御などの研究が精力的に進めら

れている．またレーザーコンプトン散乱により発生する g 線

を利用した研究も行っている(2)(4)．海外ユーザーも多く，

学術的に高い評価を得ている．

半導体微細加工技術に関しては，長年に渡る極端紫外線リ

ソグラフィ(EUVL)の研究開発が2020年に本格的な量産技

術に適用されるという形で結実することとなった．EUVL

に関連する多くの企業がニュースバルを利用した研究開発を

進めている．今後は BEUVL(Beyond EUVL)に向けて更な

る短波長化を進めていく．

LIGA プロセス分野では放射光を用いた加工で得られる高

アスペクト比構造を活かした応用研究が展開されている．3

次元微細流路構造の小型医療検査システム，化学的に安定で

あるために加工が困難であったポリテトラフルオロエチレン

(PTFE)のデバイス化，内視鏡などへの応用を目指したマイ

クロ・ギアの開発などが進められている．

材料分析技術分野ではニュースバルの特徴である軟 X 線

を利用した吸収分光，発光分光，光電子分光，反射率計測な

どによる研究が行われている．また産業界からの要望の強い

動作中蓄電池の分析などのいわゆるオペランド分析技術の開

発を積極的に進めている．更に軟 X 線に加えテンダー X

線，硬 X 線ビームラインの建設を進めており，軽元素から

重元素までニュースバルでワンストップ分析を可能にし，ユ

ーザーの利便性向上を目指している．

. ニュースバルでの教育

兵庫県立大学(5)では放射光施設を運用する数少ない大学の

一つとして，ニュースバルを利用した特色ある教育が展開さ

れている．高度産業科学技術研究所の教員は他の材料系の教

員とともに大学院工学研究科の材料・放射光専攻に所属して

いる．「放射光」という言葉を含む専攻を有する大学はそう

多くないと思われる．また工学部機械・材料工学科材料工学

コースの 3 年生はニュースバルでの放射光実習を 2 回実施

することになっている．もちろんニュースバルは高度産業科

学技術研究所に配属された学部学生や大学院生の研究にも存

分に利用されている．

. お わ り に

我々は，県立大学が運営するニュースバルが兵庫県近郊の

産業界などの人々にとってより身近な存在になれれば，とか

ねてより願っている．興味を持たれた方は気軽にお問い合わ

せ頂ければ幸いである(6)．
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図 1 圧粉磁心と電磁鋼板の鉄損．(オンラインカラー) 図 2 圧粉磁心の微視組織の模式図．(オンラインカラー)
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純鉄圧粉磁心の保磁力定量解析と材料開発への応用

高 下 拓 也 中 村 剛 慶 竹原万莉那

. は じ め に

絶縁被覆を施した鉄粉などの軟磁性金属粉末を加圧成形し

て製造される圧粉磁心は，一般に以下のような特長を有する．

・フェライト等の酸化物系焼結磁心に比べると飽和磁束密度

が高い

・電磁鋼板等の積層磁心に比べると渦電流損が低い

・三次元的に等方的な磁気特性を有している

このような特長から，近年高磁束密度化が指向され，且つ数

kHz 以上の高周波での低損失が要求されるインダクタやリ

アクトル(1)，従来の鉄心では磁路形成が困難なアキシャルギ

ャップモータ(2)等，幅広い領域での実用化が検討されてい

る．上記のような利点を有する一方で，圧粉磁心は従来の鉄

心と比較すると高ヒステリシス損であるという欠点がある．

電磁鋼板と圧粉磁心の鉄損(単位重量当たりの損失である W

kg－1 で標記)とその内訳を図に示すが，圧粉磁心の鉄損の

殆どをヒステリシス損が占めていることが分かる．特にモー

タのような比較的周波数が低いデバイスに使用した場合，ヒ

ステリシス損が高いことが効率の低下に繋がる可能性がある．

ヒステリシス損は保磁力と比例関係にある(3)ため，ヒステ

リシス損の低減には保磁力の低減が重要となり，これまでに

も種々の検討が行われている(4)(9)．しかしながら，いずれ

の検討もその低減メカニズムに関しては推定のみであるか，

複数の要因が複合的に作用しているものが多く，定量的な議

論が殆どなされていないのが現状である．著者はこれまでに

圧粉磁心中の種々の微視組織因子が保磁力へ及ぼす影響の定

量化を行っている．本報ではその検討の進捗と，本知見を活

用した当社製品である絶縁被覆純鉄粉「電磁郎」の開発に

ついて紹介する．

. 圧粉磁心の微視組織と保磁力

圧粉磁心のような軟磁性材料の場合，デバイスに組み込ま

れた鉄心の実動作下での磁化は主に磁壁移動によって生じ

る．従って，保磁力の増加因子は磁壁移動の阻害因子，すな

わち組織中の格子欠陥に起因すると考えられる．圧粉磁心の

微視組織の模式図を図に示すが，結晶粒界(粒子表面を含

む)，塑性ひずみ(転位)，介在物および気孔などが圧粉磁心





図 3 結晶粒径の逆数と保磁力の関係．

図 4 SEM/EBSD 法によって得た圧粉磁心中の再結晶粒分布(20)．(オンラインカラー)
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における微視組織中の格子欠陥であり，保磁力の増加因子と

考えられる．圧粉磁心についてこれらの因子の寄与を個々に

求めた研究例は少ないが，鋼板やバルク体を用いた検討は多

く報告されている．以下では特に保磁力への寄与が大きい結

晶粒界と塑性ひずみについて従来の知見と圧粉磁心への適用

について述べる．

結晶粒界と保磁力の関係については Mager(10)が Yensen

ら(11)や D äoring(12)の検討を基に結晶粒径の逆数に比例する

モデル式を提案している．また，Pfeifer ら(13)，Herzer

ら(14)および Yu ら(15)は FeNi，FeCo，FeSi および Fe

NiMoCu を用いた検討により本モデルによる計算値が実

験結果と良い一致を示すことを報告している．Pfeifer らに

よって SI 単位系に整理された Mager のモデル式は以下で示

される．

Hc_k＝
3･g
Is･dk

( 1 )

ここで Hc_k は結晶粒界に起因する保磁力，Is は磁性材料の

飽和磁化，dk は結晶粒径，g は磁壁エネルギーである．本式

を踏まえて，熱処理を行った純鉄の冷延鋼板と，原料鉄粉の

粒子径が異なる圧粉磁心の平均結晶粒径の逆数と 1.0 T に励

磁した際の保磁力の関係を図に示す．いずれのプロットも

極めて相関度の高い直線関係にあることが分かり，圧粉磁心

においても Mager のモデルが適用可能であることが示唆さ

れる．また，回帰式の傾きを S とすれば，以下の式から実

験的に磁壁エネルギーを求めることが出来る．

gobs＝S･Is/3 ( 2 )

ここで Is は飽和磁化であり，純鉄の場合 2.16 T(16)となる．

式( 2 )へ図 3 における圧粉磁心のプロットから得られる傾

きを代入することで，gobs＝9.4×10－3 J m－2 が得られる．こ

れは理論値から算出される純鉄の90°磁壁エネルギー(8.4×

10－3 J m－2)と180°磁壁エネルギー(1.7×10－3 J m－2)のうち，

90°磁壁エネルギーに近い値であり，圧粉磁心の磁化が主と

して90°磁壁の移動により生じていることが示唆される．

保磁力に及ぼす転位の影響については，Kronm äuller ら(17)

が転位周りの応力場に起因した磁気モーメントの変化につい

て検討を行い，Tr äauble(18)が更にこれを磁壁と転位の相互作

用へと拡張し，保磁力との関係を導出している．Tr äauble が

求めたモデル式は簡略化すると以下のように示される．

Hc_dis＝gdis･r1/2
d ( 3 )

ここで，Hc_dis は転位密度に起因する保磁力，rd は転位密度，

gdis は磁歪，磁壁および転位の分布状態によって決まる係数

である．転位や磁壁の分布状態を詳細に定量化するのは困難

であるが，仮に gdis を定数とした場合，保磁力は転位密度の

平方根に比例することが分かる．八重樫ら(19)は種々の引張

変形が施された純鉄と実用鋼について，転位密度と保磁力の

関係を実験的に求めており，いずれの鋼種においても式

( 3 )の通り保磁力は転位密度の平方根に比例することを報

告している．

上記の転位密度と保磁力の関係について，著者は熱処理温

度の異なる圧粉磁心を用いた検討を行っている(20)．熱処理

温度を 673～973 K の間で変化させた圧粉磁心の SEM/

EBSD 法により得た微視組織を図に示す．図中の結晶粒
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図 5 転位密度の平方根と HcHc_k の関係(20)． 図 6 圧粉磁心の熱処理温度と鉄損の関係．(オンラインカラー)
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は着色されたものが再結晶粒，未着色のものが未再結晶粒を

示す．この図から分かるように熱処理による転位密度の低減

は再結晶粒の生成，成長によって生じており，転位密度の変

化とともに結晶粒径も変化している．そこで，各保磁力の増

加因子には加算則が成立するとした Pfeifer ら(13)の検討をも

とに，実測された保磁力と式( 1 )を用いて算出した結晶粒

の寄与の差を，転位密度の平方根で整理した結果を図に示

す．プロットは相関度の高い直線関係にあり，回帰直線から

gdis＝9.2・10－6 を得る．この値は過去の八重樫らの検討結

果である gdis＝6.5・10－6(八重樫らの検討は CGS 単位系で

の値であったため，本報では SI 単位系に換算して記載)(19)

と比べるとやや大きいが，オーダーは一致しており，圧粉磁

心においても式( 3 )を適用可能であることが示唆される．

以上のことから，圧粉磁心のような絶縁被覆された軟磁性

粒子の集合体であっても，鋼板やバルク体を用いた検討で得

た保磁力と微視組織の関係式を適用可能であることが示され

た．

. 実用材の解析例

城らは保磁力とヒステリシス損の関係を以下のように定

式化している(3)．

Wh＝
4･ch･B･f･Hc

rc

( 4 )

ここで，B は励磁磁束密度，f は励磁周波数，rc は磁心の密

度，ch はヒステリシスループの形状によって決まる定数であ

り，圧粉磁心の場合おおよそ0.8程度となる(21)．保磁力を各

寄与に分離すると以下のように書き換えることが出来る．

Wh＝
4･ch･B･f･(Hc_k＋Hc_dis＋Hc_ex)

rc

Wh＝
4･ch･B･f･Hc_k

rc

＋
4･ch･B･f･Hc_dis

rc

＋
4･ch･B･f･Hc_ex

rc

( 5 )

Wh＝Wh_k＋Wh_dis＋Wh_ex

ここで，Wh_k は結晶粒界に起因するヒステリシス損，Wh_dis

は転位密度に起因するヒステリシス損，Wh_ex はそれ以外の

因子に起因する保磁力をそれぞれ示す．本式を用いること

で，式( 1 )および( 3 )にて微視組織解析により見積もった

保磁力からヒステリシス損への拡張が可能となる．一例とし

て高純度純鉄粉(平均粒子径 76 mm)を用いて作製した圧粉

磁心の鉄損を，式( 5 )を用いて分離した結果を図に示

す(21)．熱処理温度の上昇と共に Wh_dis は減少し，873 K 以

上でほぼ飽和している．また，973 K では渦電流損が急激に

増加しているが，これは熱処理温度の上昇に伴う絶縁被覆の

破壊に起因するものである．鉄損が最小となる 873 K に着

目すると，鉄損の半分以上を Wh_k，すなわち結晶粒界に起

因するヒステリシス損が占めていることが分かる．このこと

から，圧粉磁心の鉄損低減には Wh_k の低減が極めて重要で

あることが言える．

結晶粒界起因のヒステリシス損 Wh_k の低減の為には式

( 1 )から分かるように結晶粒径の粗大化が必要となる．結

晶粒径の粗大化には一般的に熱処理温度の高温化や，原料鉄

粉の粒子径の粗大化等が有効であるが，一方で過度な熱処理

温度高温化や粒子径粗大化は渦電流損の増加を招き，「低渦

電流損」であるという圧粉磁心の特長を損ねてしま

う(22)(23)．渦電流損の増加を伴うことなく保磁力を低減す

る手法として，著者らは過去に粒子の球形化による結晶粒粗

大化を報告している(24)．本知見をもとに粒子球形化による

ヒステリシス損低減を指向した商品の例が絶縁被覆純鉄粉

「電磁郎」である．電磁郎の粒子形状を図に，鉄損の評

価結果を図に示すが，粒子を一部球形化することで，渦電

流損の増加無しにヒステリシス損の大幅な低減に成功し，電

磁鋼板と同等レベルの鉄損を達成している．
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図 7 電磁郎および粉末冶金用鉄粉の粒子外観(SEM 像)．

図 8 電磁郎および粉末冶金用鉄粉からなる圧粉磁心と電磁

鋼板の鉄損．(オンラインカラー)

図 9 電磁郎からなる圧粉磁心と電磁鋼板のインバータ損

(インバータ条件変調率0.4，キャリア周波数 20

kHz)．(オンラインカラー)
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上記のようにヒステリシス損のみを低減することによる副

次的な効果として，実動作下を模擬した励磁条件での損失低

減が挙げられる．近年，半導体技術の発達によりモータを可

変速にするためにインバータを搭載する例が増えている．イ

ンバータで直流から交流を合成する場合，波形には半導体の

スイッチングに起因した高調波が重畳する(25)．従って，イ

ンバータ励磁下の鉄心材料には高調波に起因した損失の低減

が求められる．インバータの方式にもよるが，高調波は半導

体のスイッチング周波数(キャリア周波数)の 1～2 倍の周波

数を有している．モータの駆動に必要な交流周波数が～1

kHz であったとしても，その波形を合成するために～20

kHz での半導体スイッチングを行う必要があり，これによ

りキャリア周波数と同等以上の高調波が交流波形に重畳する

こととなる．渦電流損は一般に周波数の二乗に比例するた

め(26)，高調波の大部分は渦電流損であると言われている(27)．

SiC の単相インバータを用いて電磁郎からなる圧粉磁心と

電磁鋼板の鉄損を評価した結果を図に示す．インバータ励

磁の場合，鉄損は渦電流損失，ヒステリシス損失に加え，高

調波に起因する高調波損からなる．図から分かるように，電

磁郎からなる圧粉磁心は電磁鋼板に比べ高調波損が顕著に

小さい．このような実動作を模擬した条件下での損失低減

が，インバータ波形で駆動するモータ等の効率向上に寄与す

ることが期待される．

. まとめと今後

以上，純鉄圧粉磁心の保磁力の定量解析と，その知見をも

とにした実用材の開発事例について簡単に紹介した．保磁力

の定量解析について，著者らは介在物や気孔の寄与に関する

検討も実施しているが，完全な定式化には至っていないのが

現状である(28)(29)．また，今回は各保磁力の寄与の間に加算

則が整理するという仮定のもとで解析を行ったが，鉄鋼材料

の強化機構でも議論されているように，各微視組織因子につ

いて加算則を行うことの妥当性も併せて検証する必要があ

る(30)．これらを明らかにすることで，圧粉磁心の保磁力に

対しての理解が進み，更なる低損失化が進むことが期待され

る．
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★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★
高下拓也

2009年 3 月 九州大学大学院 総合理工学府 修士課程修了

2009年 4 月2011年 3 月 JFE スチール株 スチール研究所 電磁鋼板研究

部

2011年 4 月2021年 3 月 同社 鉄粉・磁性材料研究部

2021年 4 月現職

2021年 9 月 九州大学大学院 工学府 博士課程修了

専門分野軟磁性材料，粉末冶金，金属組織学

◎軟磁性粉末を含む鉄系金属粉末の製造プロセス開発，材料開発および利用

技術開発に従事．

★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★

高下拓也 中村剛慶 竹原万莉那
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日 程

日 時 行 事

月日(火)

1430～1800

(東京都立産業貿易センター浜松町館 2 階)

ポスターセッション

月日(水) （東京大学駒場キャンパス）

900～ 940 贈呈式

950～1040 学会賞受賞記念講演

1050～1140 本多記念講演

1300～1700 学術講演

月日(木) （東京大学駒場キャンパス）

900～1700 学術講演

月日(金) （東京大学駒場キャンパス）

900～1700 学術講演会

月日(水) 高校生・高専学生ポスターセッション(オンライン)

※懇親会は開催いたしません．
※高校生・高専学生ポスター発表者には，ユース会員の資格を付与します．

ま て り あ
Materia Japan

第62巻 第 2 号(2023)

本 会 記 事
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出版案内，投稿規程，入会申込等はホームページをご利用下さい．

支部行事，掲示板，研究集会等の情報はホームページにも掲載しております．

会 告(ホームページもご参照下さい)

年春期(第回)講演大会ご案内および参加申込みについて
2023年春期講演大会は，月日(火)は東京都立産業貿易センター「浜松町館」，日(水)から日(金)までは東京大学駒

場キャンパスにて開催致します．(新型コロナウイルス感染症の状況によってはオンライン開催に変更する場合があります．）

高校生・高専学生ポスターセッションは月日(火)は東京都立産業貿易センター「浜松町館」，月日(水)はオンライ

ンにて開催致します．(希望により発表日が異なります．）

尚，参加申込みは，すべてインターネット申込みとなります．詳細は，下記参加申込要領をご覧下さい．

参加申込要領(参加申込みは全てウェブサイトからとなります)

大会参加申込期間および URL

(事前申込)年月日～年月日

https://www.jim.or.jp/convention/2023spring/

(後期(当日)申込)年月日～月日

https://www.jim.or.jp/convention/2023spring_after/
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◆大会参加費(講演概要ダウンロード権含む)※年会費とは異なります．

参加費・懇親会の消費税扱については，ホームページ(一覧表 PDF)をご参照下さい．

会 員 資 格
事前参加申込

(11月15日～2 月17日)

後期(当日)申込
(2 月23日～3 月15日)
クレジット決済のみ

正員・維持員会社社員，シンポジウム共催・協賛の学協会会員・鉄鋼協会会員
(本会非会員) 10,000円 13,000円

2023年 3 月 1 日時点で65歳以上の個人会員，ユース会員 無 料 無 料

学生員 6,000円 7,000円

非会員 一般 24,000円 27,000円

非会員 学生(大学院生含む) 14,000円 16,000円

お支払後の取消は，準備の都合上ご返金いたしかねますのでご了承下さい．

領収書は，決済完了後に申込画面(講演大会 Mypage)からダウンロードし，印刷して下さい．

参加方法や講演概要ダウンロードについては，下記をご参照下さい．

 65歳以上の個人会員 会員情報に生年月日のご登録がない場合は，課金されますのでご注意下さい．会員情報に生

年月日をご登録されていない方は，大会参加申込みの前に annualm＠jimm.jp まで会員番号・お名前・ご連絡先・生

年月日をお知らせ下さい．

 学生員 卒業予定変更等により会員種別に相違がある場合，事前に会員種別の変更手続きを行ってから，大会参加を

お申込下さい．会員情報に登録された卒業年次を超えると，自動で正員となっています．

非会員の参加申込者には，1 年間の会員資格を付与します．ただし特典は重複して付与いたしません．

 　　　　　　本 会 記 事

◆支払方法

事前申込のお支払いはクレジットカードおよびコンビニ振込決済をご利用頂けますが，後期(当日)申込はクレジット決済のみ

とさせて頂きます．事前予約申込は 2 月17日(金)の入金日をもって事前参加申込完了となります．

◆参加方法

(事前参加申込みの方)参加申込みをされ，参加費を納入された方へは，概要公開日に講演概要閲覧等に必要な参加者個別認

証 ID とパスワードを配信いたします．

(後期(当日)申込の方)参加申込受理通知に記載の「登録番号」および「パスワード」が講演概要閲覧に必要な個別認証 ID

とパスワードになります．

◆講演概要の WEB 公開

講演概要の公開日は，大会 2 週間前の年月日(火)です．特許関係のお手続きは，公開日までにお済ませ下さい．

講演大会公開サイトにログイン後，講演概要の閲覧ができます．

◆参加証

大会マイページにて「参加証」を印刷し，来場の際提示下さい．

◆講演概要集購入について

講演概要集 DVD は作成いたしません．全講演概要は，本大会 Web サイトで公開をします．これまで概要集 DVD のみ購

入をされていた方も，通常の参加登録をして頂き，概要の閲覧をお願いします．

《年春期講演大会 開催予定の各種シンポジウム》
公募シンポジウムテーマ

S1 ハイエントロピー合金の材料科学

S2 金属表面の材料化学―めっき・耐食性・耐酸化性・触媒研究の新展開―

S3 材料機能特性のアーキテクチャー構築シンポジウム―さまざまな拡散・輸送現象のアナロジー体系化による学理の再

認識―

S4 特異反応場における時間/空間応答を利用した新奇材料構造創成

企画シンポジウムテーマ

K1 工業製品における材料選択とマルチマテリアル構造～自動車ボディ～

Materials selection and multimaterial structure in commercial products ～automobile bodies～
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■設置期間および利用時間(予定)

設置期間 利用時間

2023年 3 月 8 日(水) 830～1730

2023年 3 月 9 日(木) 830～1730

2023年 3 月10日(金) 830～1630

■場 所東京大学 駒場キャンパス内

(詳細は，お申込み後にご案内します)

■対象年齢および利用料金

対象年齢 利用料金(税込)

0 歳～2 歳 2,000円/1 日

3 歳～学童 1,500円/1 日

＊同一世帯でお子様 2 名以上でご利用の場合，2 人目以降は上記

の半額となります

ま て り あ
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ものづくりの基盤形成を担う第 8 分科発案のシンポジウムで，身の回りの工業製品がどのような材料からできているか，

また材料選択やマルチマテリアル構造についてどのように考えるべきなのかを，広く議論する場を提供することを目的とす

る．前 2 回の「航空機機体」，「建築構造物」に引き続き，3 回目の今回は「自動車ボディ」を取り上げ，国内の自動車や材料

メーカーだけでなく，海外のメーカーの研究者にも講演を依頼し，業界の動向や課題，各材料の強みや弱み，新材料の開発な

らびに適用可能性について情報提供を頂くことを計画している．これまでの講演大会にはなかった『材料を横断的に捉えるシ

ンポジウム』として，シリーズ化していくことを考えている．

参加申込・問合先

〒9808544 仙台市青葉区一番町 11432

(公社)日本金属学会

 0222233685 FAX% 0222236312 Email: annualm＠jimm.jp

年春期講演大会会期中の託児室設置のお知らせ

2023年春期講演大会期間中，託児室を開設いたします．最新の情報につきましては，下記ホームページをご参照下さい．

■保育委託先 コンビスマイル株

■お申込方法

お申込期間になりましたら，必要事項をホームページ

(https://www.isij.or.jp/meeting/2023spring/nursery.html

#nursery)に掲載いたしますので，ご確認の上でお申し込

み下さい．

■お申込期間 2023年 1 月25日(水)～2 月15日(水)

＊完全ご予約制となりますので，ご予約がない場合ご利用

いただけません．

＊託児スペースに限りがあるため，定員になり次第締め切

らせていただきます．

年春期講演大会冊子プログラム配布方法変更の

お知らせ

年春期講演大会冊子プログラムのまてりあ月号の附

録配布はありません．講演大会参加者には当日受付時に冊子

プログラムを配布いたします．

(なお，プログラムの PDF は 2 月末に講演大会ホームペー

ジに公開予定です．）

年春期講演大会 受付での参加証ストラップ・

缶バッジの配布について

2023年春期講演大会でも，受付にて参加者全員に参加証

首掛け用ストラップを配布いたします．春期講演大会は赤色

のストラップとなります．

2022年秋期講演大会で配布した青色のストラップは，次回

秋期講演大会用としてご利用下さい．

また，本会のロゴマークと SDGs を象徴する17色をあしら

った缶バッジを合わせて無料配布いたします．

◇ ◇ ◇
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年春期講演大会 大会ホームページ・バナー広告，

付設展示会，誌上展示会(まてりあ号)，各種セミナー広告 募集要領

本会2023年春期講演大会は，ポスターセッションを 3 月 7 日(火)に東京都立産業貿易センターで，一般講演，シンポジウ

ム，共同セッションを 3 月 8 日(水)～10日(金)の 3 日間，東京大学・駒場キャンパスにて，また，高校生ポスターセッシ

ョンを 3 月 7 日(火)に東京都立産業貿易センターで，3 月15日(水)にオンラインにて開催致します．本講演大会にて，各種広

告，付設展示会，各種セミナーを募集致します．(新型コロナウイルス感染症の状況次第では，オンライン開催に変更となる

場合がございます)

■大会ホームページ・バナー広告

掲載期間 2023年 1 月～(会期終了後もアーカイブで閲覧で

きます)

アクセス数 273,454アクセス(約 2 ヶ月，前回参考値)

サイズ タテ80ピクセル×ヨコ160ピクセル(静止画)

データ形式 静止画の PNG(.png)，JPEG(.jpg)，GIF(.gif)

リンク先アドレスも合わせてご指定下さい．

バナーデータ(＋リンク先指定)入稿後，1 週間

程度で掲載させて頂きます．

掲載料金 1 枠50,000円(税別) ※バナーデータ制作費は別

途です．

※本会維持員様，プログラム広告掲載会社様，付

設展示会出展社様は50OFF．

申込 随時受付致します．

申込最終締切 2 月16日(木)

※講演大会がオンライン開催となった場合でもキ

ャンセルはできません．

■付設展示会

展示会会期 　3 月 8 日(水)～10日(金)900～1700

(10日は，1400まで)

搬入日3 月 7 日(火) 1400～1600(予定)

展示会場 東京大学・駒場キャンパス

〈機器・書籍展示〉

研究開発用機器，書籍，ソフトウェア等の出展を募集します．

1 コマ 間口 1,800 mm，奥行き 900 mm(予定)

展示台(テーブル)，バックパネル(高さ 2100 mm

×幅 1800 mm)，椅子をご用意します．

※電気使用容量は制限がございます．(1 コマ

200 W まで)

出展料金 機器展示1 コマ 140,000円(税別)

書籍展示1 コマ 90,000円(税別)

　　　　　出版社様限定

申込締切 2 月16日(木)

※規定数に達し次第，先着順に締切ります．

〈カタログ展示〉

展示部数 2 点(A4 サイズ，8 頁以内)につき，30部以内

出展料金 　2 点につき 30,000円(税別) ( 1 点増すごとに

10,000円(税別)追加)

申込締切 2 月16日(木)

■まてりあ号・誌上展示会

付設展示会のフォローアップ広告を募集致します．

発行予定日 5 月 1 日(月)

掲載料金 1 枠(1/4 頁) 28,000(税別)

申込締切 3 月30日(木)

広告原稿締切 3 月30日(木)

※本広告企画は，付設展示会に出展されていない企業様も出

稿できます．

■動画版技術セミナー

技術情報を解説したセミナー動画のリンクアドレス(テキス

ト)を大会ホームページに掲載致します．

掲載期間 随時掲載開始～3 月15日(水)

掲載料金 1 枠 30,000(税別)

申込最終締切 2 月16日(木)

■動画版オンライン学生キャリアサポートセミナー

会社概要，今後の採用情報やインターンシップ募集情報，研

究開発動向等を解説したセミナー動画のリンクアドレス(テ

キスト)を大会ホームページに掲載致します．

掲載期間 随時掲載開始～3 月15日(水)

掲載料金 1 枠 30,000(税別)

申込最終締切 2 月16日(木)

本講演大会がオンライン開催となった場合，諸事情により付

設展示会が中止となった場合は，別途協賛メニューをご案内

致します．

■申込・問合先

〒1040061 東京都中央区銀座 7124(友野本社ビル 7F)

株式会社 明報社

(担当月岡太郎 または，営業担当者まで)

 0335461337 FAX% 0335466306

Email: tsukioka＠meihosha.co.jp

(または営業担当のアドレスまで)

URLhttp://www.meihosha.co.jp
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第回男女共同参画ランチョンミーティング開催のご案内

「金属材料分野での多様なキャリアパス」

金属材料分野でのキャリアパスとしてどのようなものがあるでしょうか．企業，大学，独法研究機関など様々です．また，

一言で企業といっても様々な分野で活躍可能です．金属材料を学んだ先輩達がどのような進路で活躍しているか話を聞いてみ

ませんか．

今回は，吉田周平先生(京都大学)にご講演を依頼しました．吉田先生のご紹介は下記となります．

仕事のこと，キャリアの積み上げ方，家庭のこと，気になるいろいろなことを，気楽に質問してみて下さい．学生さん，若

手の研究者，技術者の方，若い方にエールを送りたい方，大勢の方のご参加をお待ちしております．

【講師紹介】

京都大学大学院工学研究科で助教をされている吉田周平先生は，中および高エントロピー合金に関する研究を精力的に行わ

れている新進気鋭の研究者です．

研究面ですでに有名ですが，実は子育ても積極的に行っているらしいとの噂を耳にしました．

博士課程に進む事を検討している学生さん，後輩・同僚・上司世代の全ての世代が，最近の若手研究者が研究と子育ての両

立をどの様にしているかを知る良い機会だと思います．

「子育てを積極的に行っている」のか，それとも「当たり前の様に子育をしている」のか，若手の認識がどうなのかも含め

て興味を惹かれるところです．

主 催 男女共同参画委員会日本金属学会・日本鉄鋼協会

協賛予定 男女共同参画学協会連絡会

日 時 2023年 3 月10日(金)1200～1300

会 場 東京大学駒場キャンパス ※教室は決定し次第ホームページでご案内します．

参加費 無料 弁当30人分まで無料提供．

(講演大会参加申込の有無にかかわらず，このミーティングに参加できます!!)

プログラム

司会 戸田佳明(物質・材料研究機構)

1305～1310 開会の挨拶 男女共同参画委員会次期委員長

1310～1340 「男性若手研究者のひとり働き方改革～子育てを通じて得たもの～」 京都大学大学院工学研究科助教 吉田周平

1340～1350 総合討論

1350～1355 閉会の挨拶 男女共同参画委員会次期副委員長

年秋期講演大会公募シンポジウムテーマ提案募集

提案期限年月日(火) 期日厳守

会員の研究活動一層の活性化を図ることを目的として，春

秋大会において会員からの提案テーマによるシンポジウム講

演を実施いたしており，活況を呈しております．明年の秋期

大会の公募シンポジウムテーマを募集いたします．次の要領

をご参照のうえ，活発な討論が期待できる有益なテーマを積

極的にご提案下さい．(提案様式はホームページよりダウン

ロードして下さい．）

詳 細 まてりあ61巻12号917頁またはホームページ→講演

大会→2023秋

問合・照会先 Email: stevent＠jimm.jp

 0222233685 FAX% 0222236312

日本金属学会講演大会委員会宛

年秋期講演大会企画シンポジウムテーマ募集

提案期限年月日(火) 期日厳守

最新の研究や技術を発信し，多くの研究者・技術者が集い

交流する魅力ある講演大会を目指して，2017年秋期講演大

会より企画シンポジウムを実施しています．従来の公募シン

ポジウムとは違い，企業の方に積極的に講演頂くため，講演

概要原稿の提出は問いません．講演発表は，一般(応募)講演

枠は設けず，依頼講演および基調講演に限定いたします．

次の要領をご参照のうえ，活発な討論が期待できる有益な

テーマおよび他学会との連携企画等積極的にご提案下さい．

(提案様式はホームぺージよりダウンロードして下さい．）

詳 細 まてりあ61巻12号918頁またはホームページ→講演

大会→2023秋

問合・照会先 Email: stevent＠jimm.jp

 0222233685 FAX% 0222236312

日本金属学会講演大会委員会宛
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第回日本金属学会フロンティア研究助成募集

教育・研究機関での金属及びその関連材料分野の学術研究及び技術研究の発展や若手研究者の育成や奨励を主な目的とし

て，金属及びその関連材料分野に関連する材料又はプロセスに関する研究に助成金を交付しますので，助成の対象となる研究

を募集いたしますので，応募下さい．

募集期間年月日(水)～月日(日)まで

募集要項

. 応募資格

応募者(代表者)は，2023年 4 月 1 日時点で45歳以下の日

本の教育機関または公的研究機関に所属し，日本国内で研

究に従事する者(学生・大学院生および企業との兼務者を

除く)であること．ただし，共同研究者は国外でも可とす

る．

応募は一人一件とします．同一研究室からの複数応募は可

能ですが，新規採択は 1 件とする．

活動開始時には，非会員は会員になることが望ましい．

過去に助成を受けた方も，研究期間が終了していれば応募

可能．

過去に採択されなかったテーマで再応募する場合は新たに

申請書を提出する．

. 助成の対象となる研究

金属及びその関連材料分野に関連する材料又はプロセスに

関する調査，試験，研究及び開発とする．

. 研究期間　助成研究の実施期間は，原則 2 年間とす

る．研究開始日が年度途中となる場合は，年

度をまたいだ 2 年間とする．

. 助成件数年間10件以下

. 助成金額1 件あたり，150万円以下

. 助成金の使途

研究等に直接必要な費用及び所属組織の必要最低限の間接

経費(ただし，直接経費の10を上限とする)に充当する

こと．研究者の人件費(臨時雇用の研究補助者等の費用を

除く)には充当できないものとする．

. 助成金の交付方法および交付期間

研究助成金の交付方法は，原則として，助成実施者が所属

する組織に対する奨学寄付の形とする．共同研究者が別の

組織に所属する場合は，複数の組織に交付することは可能

です．

研究実施者は，速やかに助成金受領のために助成金交付の

手続き(奨学寄附受付窓口の連絡等)を行うこと．

. 応募方法

提出書類所定様式の「研究助成金申請書」に必要事項を

記入し，申込専用サイト(提出方法参照)からア

ップロードし提出する．申請書の様式は，本会

のホームページからダウンロードできます．

必要事項応募者，研究題名，研究分担者(共同研究者が

ある場合)，予算(費目，金額)，研究目的(背

景，必要性，意義，価値，成果活用の見込み

等)，研究計画(実施計画，成果目標等)，報告

予定，該当する分科，研究業績，金属学会で

の活動実績等

作成要領

「研究助成金申請書」に記載された作成要領に従って日本

語(専門語等で部分的に外国語を使用することは可)で作成

すること．申請書については，作成要領に明記されたペー

ジ数制限(概ね 4 ページ程度)を遵守すること．制限ペー

ジ数を超えた申請は受け付けません．

提出方法

申込専用サイトhttps://data.jim.or.jp/jim/fro/tou/

作成した研究助成金申請書をアップロードし提出して下さ

い．なお，ファイルは MSWord 形式として下さい．

郵送や Email，Fax での申請は受け付けません．提出書

類等は，採否にかかわらず返却しません．

【遵守事項】

研究助成金の交付を受ける際には，研究実施者(応募者及

び共同研究者)は，次の事項を遵守下さい．

◯助成研究は，あらかじめ本会に提出した助成研究実施計画

に従って実施すること．

◯助成研究の実施過程において助成研究実施計画を変更する

必要が生じた場合(中止する場合を含む)は速やかに報告

し，重大な変更については本会と対応を協議すること．

◯助成実施者が所属している組織から別の組織に異動する場

合は，本会と対応を協議すること．

◯研究終了 6 ヶ月後までに，終了報告書(A4 様式 1 枚)及び

成果報告書を日本語(専門語等で部分的に外国語を使用す

ることは可)で作成し，原則として Email 添付にて提出

すること．なお，成果報告書は“まてりあ”への成果報

告(2 頁)の投稿に代えるものとする．なお，成果報告は研

究終了からおおむね 1 年後に“まてりあ”に掲載するも

のとする．

◯本会から求められた場合は，実施状況を報告すること．ま

た本会が研究施設への訪問を希望した場合は，可能な範囲

で対応すること．

◯研究実施者又は研究実施者の所属する組織は，帳簿を備

え，助成研究に係わる経理を他の経理と明確に区別し，

本会から照会があった場合はこれに応ずること．

◯研究成果は研究開始時から研究完了後 1 年までの間に本

会の講演大会またはセミナー・シンポジウムにおける発

表 2 件，及び本会の欧文誌又は会誌に論文を投稿しなけ

ればならない．

◯研究成果を学会・学術論文誌・新聞等に発表する場合は，

事前に本会に連絡するとともに，本会から資金援助を受け

たことを明記すること．

◯実施計画に記載した研究を実施しなかった場合，提出期限

後 1 年を経過しても研究成果報告書の提出がない場合又

は研究実施者が研究中止の申し出をした場合には，研究助

成金の全額又は残額を返還すること．

【留意事項】

. 機器・設備等の帰属

助成金により取得された機器・設備等は，原則として研究

実施者の所属する組織に帰属します．
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まてりあ第巻号 予告

［金 属 素 描］No. 27 銀

特集 ｢原子力材料研究の最前線」

［講義ノート］金属腐食の概要と局部腐食 ～腐食の局所化～

……………………………………………篠原 正

―他―

―編集の都合により変更になる場合がございます―

～欧文誌オンラインジャーナル フリーアクセスのお知らせ～

◆掲載後半年経過した論文のフリーアクセスのお知らせ

Materials Transactions 誌では，掲載後半年経過したすべての論文に会員，非会員を問わず誰でも無料でアクセスならびにダ

ウンロードができるサービスを行っております．

◆Materials Transactions 論文フリーアクセス公開サービス(Open Choice)について

上記のサービスに加え，Materials Transactions 誌では，『公開後すぐに，できるだけ多くの読者に読んでもらいたい!!』とい

うご要望に応えるため，投稿・掲載費用に，追加費用(33,000円(税込))をお支払いいただければ，半年間の認証期間を設ける

ことなく，公開即フリーダウンロードを可能とするサービス(Open Choice)がございます．

～是非，ご活用下さい．～

◇ ◇ ◇

ま て り あ
Materia Japan

第62巻 第 2 号(2023)

. 助成研究の成果の帰属

助成研究の成果として得られた特許等の知的財産権は，原

則として研究実施者に帰属します．

. 助成研究の成果の公表等

成果報告は，この法人の会報及びホームページ上で一般の

閲覧に供します．

. 申請書記載情報の取り扱い

申請書に記載された研究情報については，審査・選考以外

の目的には一切使用しません．

また，個人情報については，本会外へは一切漏洩しません．

. その他留意事項

◯採否の事由は非公開とし，これに関する問い合わせにはお

答えしません．

◯研究助成金の申請後，何らかの理由により研究を実施でき

ないことが判明した場合，速やかに本会に報告すること．

問合先 (公社)日本金属学会フロンティア研究助成係

Email: stevent＠jimm.jp  0222233685

各賞推薦(自薦)のお願い

下記の推薦をお願いします．

第回村上記念賞 候補者推薦のお願い

推薦資格 本会代議員による推薦

推薦締切 年月日(火)

詳 細 まてりあ61巻12号またはホームページ→各種賞

第回村上奨励賞・第回奨励賞 候補者推薦のお願い

推薦資格 本会代議員 1 名，講演大会委員 1 名または正員 3

名による推薦

推薦締切 年月日(火)

詳 細 まてりあ61巻12号またはホームページ→各種賞

第回論文賞・第回新進論文賞 候補論文推薦(自薦)のお願い

推薦資格 本会代議員，会誌・欧文誌編集委員，当該論文の

査読者による推薦または著者本人からの自薦

推薦締切 年月日(火)

詳 細 まてりあ61巻12号またはホームページ→各種賞

第回まてりあ賞 推薦(自薦)のお願い

推薦資格 会報編集委員，正員 3 名による推薦または著者

本人からの自薦

推薦締切 年月日(火)

詳 細 まてりあ61巻12号またはホームページ→各種賞

◇ ◇ ◇
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受講料・受講資格

受講資格
(テキスト代含む・税込)

事前申込 当日申込

正 員 8,000円 10,000円

学 生 4,000円 5,000円

非会員 12,000円 15,000円

(本会維持員会社社員，協賛学協会会員は会員扱い．
学生は会員，非会員の区別なし)

 　　　　　　本 会 記 事

金属学会シンポジウム 開催案内

ミルフィーユ構造の創製とキンク強化新強化原理として見えてきたこと

[協賛予定] 　日本チタン協会，日本鉄鋼協会，軽金属学会，日本機械学会，日本塑性加工学会，日本物理学会，日本顕微鏡学会，日本セラミ

ックス協会，資源・素材学会，日本材料学会，粉体粉末冶金協会

LPSO 相を含むマグネシウム合金で発現する「キンク強化」は，マグネシウム合金のみならず，硬質層と軟質層が積層した

「ミルフィーユ構造」を有する金属・高分子・セラミックス材料を広く対象として，新規強化手法になり得る期待が高まって

きた．また，日本を中心として進められてきた研究には，世界各国からの注目が集まっており，研究の世界展開も始まってい

る．本シンポジウムでは，最新の研究成果を紹介するとともに，これまでの成果から見えてきたさらなる研究展開に関する将

来展望の議論を深めたい．皆様のご参加をお待ちしております．

(企画世話人 熊本大 山崎倫昭 東工大 藤居俊之 横浜国大 廣澤渉一)

日 時 年月日(土)～

場 所 東京工業大学 西 9 号館 ディジタル多目的ホール(〒1528552 目黒区大岡山 2121)

募集定員 200名

＊当日，受付にて参加証・テキストをお渡しいたします．

申込要領 (事前) WEB 申込 https://www.jim.or.jp/seminersymposium/

年月日(日)申込分まで

(当日) 現地受付にて申込む

受講料支払方法 (事前) ◯カード決済 ◯コンビニ決済 ◯銀行振込

(当日) 上記◯，◯，◯(後日，申込書記入連絡先へ参加費支払いサイトをご連絡いたします)

問合先 〒9808544 仙台市青葉区一番町 11432

(公社)日本金属学会 シンポジウム参加係

Email: meeting＠jimm.jp  0222233685 FAX% 0222236312

〈プログラム〉

1330～1340　挨拶

1340～1420　ミルフィーユ構造キンク組織の特徴 東大 阿部英司

1420～1500　LPSO 型マグネシウム合金におけるキンク形成を伴った塑性変形の特徴 東工大 藤居俊之

1500～1540　種々の材料系のミルフィーユ構造におけるキンク形成の微視的モデリング 名大 君塚 肇

―休 憩―

1555～1635　塑性加工によるキンク導入とキンク強化 物材機構 染川英俊

1635～1715　ミルフィーユ材料におけるキンク形成，強化機構 名工大 萩原幸司

1715～1725　挨拶

(各講義には10分程度の質疑応答時間を含む)
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〈公募類記事〉

無料掲載募集人員，締切日，問合先のみ掲載．

有料掲載1/4頁(700～800文字)程度．

「まてりあ」とホームページに掲載15,000円＋税

ホームページのみ掲載 10,000円＋税

〈その他の記事〉 原則として有料掲載．

原稿締切・掲載号毎月 1 日締切で翌月号 1 回掲載．

原稿提出先電子メール(受け取りメールの確認をして下さい)

　　　　　　Email : materia＠jimm.jp

集 会

◇レアメタル研究会◇

■主 催 レアメタル研究会

■主 宰 者 東京大学生産技術研究所 教授 岡部 徹

■協 力 (一財)生産技術研究奨励会(特別研究会 RC40)

■共 催 東京大学マテリアル工学セミナー

レアメタルの環境調和型リサイクル技術の開発

研究会

東京大学生産技術研究所 持続型エネルギーイ

ンテグレーション研究センター

東京大学生産技術研究所 非鉄金属資源循環工

学寄付研究部門(JX 金属寄付ユニット)

■協 賛 (一社)軽金属学会，(一社)資源・素材学会，

(一社)新金属協会，(公社)日本化学会，(公社)

日本金属学会，(一社)日本チタン協会，(一社)

日本鉄鋼協会 (五十音順)

■開催会場 東京大学 生産技術研究所 An 棟 2F コンベン

ションホール

〒1538505 目黒区駒場 461

(最寄り駅駒場東大前，東北沢，代々木上原)

■参加登録・問合わせ

岡部研 学術専門職員 宮嵜智子(tmiya＠iis.u-tokyo.ac.jp)

令和 4 年度 レアメタル研究会のご案内 (2023.1.6現在)

■第回 年月日(金) ～

An 棟 2F コンベンションホール

リアル講演会＋講演のネット配信(Zoom Webinar &

YouTube)のハイブリッド研究会

テーマ夢とロマン

午後 200～

講演【敬称略】

レアアース資源の現状と課題リン鉱石の副成分の有効利用

(仮)

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 地圏資源環境研究部門

鉱物資源研究グループ 研究グループ長 星野美保子

希土類金属産業が抱える問題点と解決策(仮)

東京大学 生産技術研究所 非鉄金属資源循環工学寄付研究部門

特任教授 岡部 徹

若手研究者からみた素材プロセス研究の夢とロマン(仮)

東京大学 生産技術研究所 助教 上村 源

研究交流会・意見交換会(開催未定)

＊レアメタル研究会ホームページ＊

https://www.okabe.iis.utokyo.ac.jp/japanese/rc40_j.html

公 募

◇物質・材料研究機構 若手国際研究センター

ICYS リサーチフェロー公募◇

募集人員 ICYS リサーチフェロー 若干名

所 属 若手国際研究センター

専門分野 　独自の発想に基づき，NIMS の優れた研究環境

のもと独立して様々な材料(量子材料，電池材

料，磁性材料，構造材料，データ科学，有機材

料，生体材料等)の研究に取り組む若手研究者を

募集．国内最高ランクの給与(604万円～)と年間

200万円の研究費を支給．NIMS 定年制研究員へ

の応募時の優遇措置あり(概ね 5 割が採用)．

応募資格 博士学位取得後10年以内，または着任までに取

得見込みの方

着任時期 2023年 8 月 1 日～2024年 3 月 1 日

任 期 当初 3 年，その後評価により 1 年毎更新，最長 5

年(NIMS 内から着任の場合，NIMS での職歴に

より異なる)．産休・育休あり．

提出書類 様式などの詳細は下記 URL をご参照ください．

https://www.nims.go.jp/icys/recruitment/

応募締切 2023年 3 月30日(木)必着

問合せ先 物質・材料研究機構 ICYS 採用担当

Email: icys-recruit＠nims.go.jp

◇ ◇ ◇

掲示板はホームページにも掲載されております。
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日 本 金 属 学 会 誌 掲 載 論 文

Vol. 87, No. 2（2023）

―オーバービュー―

微小領域の力学挙動解析と塑性現象のモデリング ―
第 1 報 転位―粒界相互作用の考察 ―

大村孝仁 譯田真人

微小領域の力学挙動解析と塑性現象のモデリング ―
第 2 報 多様な格子欠陥による強化機構の考察 ―

大村孝仁 譯田真人

―論 文―

高圧スライド法を用いた Ti 同素変態のその場放射光
X 線解析 堀田善治 丸野大輔 池田幸将 増田高大

唐 永鵬 有田 誠 肥後祐司 丹下慶範 大石泰生

訂正

Materials Transactions 掲載論文

Vol. 64, No. 2（2023）

―Overview―
Characterization of the Incorporation and Adsorp-
tion of Arsenate and Phosphate Ions into Iron
Oxides in Aqueous Solutions Kozo Shinoda,

Takenori Tanno, Yuki Nakata and Shigeru Suzuki

―Special Issue on Aluminium and
Its Alloys for Zero Carbon Society, ICAA 18―

PREFACE
Koichi Kitazono, Shoichi Hirosawa, Kenji Matsuda and

Shinji Kumai

Role and Potential of Aluminium and Its Alloys for
a Zero-Carbon Society (Overview) Shinji Kumai

Design and Applications of Additively Manufac-
tured Porous Aluminum Alloys (Review)

Koichi Kitazono, Ryoga Akimoto and Masaya Iguchi

History of the Development of Extra Super
Duralumin and Future Research Issues of AlZn
Mg Alloys (Review) Hideo Yoshida

Intermetallic Phase Layers in Cold Metal Transfer
Aluminium-Steel Welds with an AlSiMn Filler
Alloy Tina Bergh, Håkon Wiik Ånes, Ragnhild Aune,

Sigurd Wenner, Randi Holmestad, Xiaobo Ren and

Per Erik Vullum

The Integration of Neural Network and High
Throughput Multi-Scale Simulation for Establish-
ing a Digital Twin for Aluminium Billet DC-Cast-
ing Qiang Du, Kjerstin Ellingsen,

Mohammed M'Hamdi, Astrid Marthinsen and

Knut O. Tveito

Effect of Casting Conditions on Surface Defect
and Segregation of Strips Cast by a High-Speed
Twin-Roll Caster Kazuki Yamazaki and Toshio Haga

Effect of Nozzle Shape on Periodic Surface Pat-
terns of Al3 mass Si Alloy Strips Fabricated by
Vertical-Type High-Speed Twin-Roll Casting

Shingo Kajimura, Seina Kurotatsu, Thai Ha Nguyen,

Yohei Harada, Shinji Muraishi and Shinji Kumai

Effect of Homogenization Heat Treatment on
Elongation Anisotropy in Cold-Rolled and An-
nealed AlSi Alloy Sheets Fabricated from Ver-
tical-Type High-Speed Twin-Roll Cast Strips
Yuji Takehara, Yuki Ito, Thai Ha Nguyen, Yohei Harada,

Shinji Muraishi and Shinji Kumai

Thermodynamics of Formation of Al3Fe Inter-
Metallic Compound for Fe Removal from Molten
AlMg Alloy Yusei Shinomiya, Jimpei Yamamoto,

Kengo Kato, Hideki Ono, Katsuhiro Yamaguchi and

Kohei Komori

Thermodynamics of Formation of Al6Mn Inter-
Metallic Compound for Mn Removal from Molten
AlMg Alloy Kengo Kato, Yusuke Hanai, Hideki Ono,

Katsuhiro Yamaguchi and Kohei Komori

Phase Composition and Microstructure of High
Strength AA6xxx Aluminium Alloys with Nickel
Additions Pavel Shurkin, Geoff Scamans,

Nilam Barekar, Longgang Hou, Tungky Subroto and

Carla Barbatti

Evolution of Microstructure and Elevated-Tem-
perature Properties during Thermal Exposure
with Transition Elements (V, Zr and Mo) in AlSi
356 Type Cast Alloys

Dong Li, Kun Liu and X-Grant Chen

Punchless Piecing Process of Aluminum Tube
Wall by Impulsive Water Pressure

Minoru Yamashita, Katsuya Sugiura and Makoto Nikawa

Influence of Initial Extruded Microstructures of
Al4.4Zn1.4Mg Alloy Flat Bar on VDA Bendabili-
ty Amalina Aina Kaharudin, Ran Saeki, Mai Takaya,

Tadashi Minoda and Tomoyuki Homma

Effect of Short-Time Heating after ECAP
Processing on Mechanical Properties of 6061 Alu-
minum Alloy Naohiro Saruwatari, Hayate Kagami and

Yoshihiro Nakayama

Production of Ultrafine-Grained Aluminum Alloys
in Upsized Sheets Using Process of Incremental
Feeding High-Pressure Sliding (IF-HPS)

Takuya Komatsu, Takahiro Masuda, Yongpeng Tang,

Intan Fadhlina Mohamed, Manabu Yumoto,

Yoichi Takizawa and Zenji Horita

Effects of Sc and Zr Addition on the Mechanical
Properties of 7000 Series Aluminum Alloys

Mai Takaya, Koji Ichitani and Tadashi Minoda
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Mechanical Properties and Microstructures of
Highly Fe-Containing AlMgSi Alloys Processed
by Severe Plastic Deformation under High Pres-
sure Yongpeng Tang, Yuto Tomita and Zenji Horita

Soft X-ray XAFS Analysis of Cluster Formation
Process during 353 K Aging in AlMgSi Alloys

Serina Tanaka and Hiroki Adachi

Modelling Age Hardening of Aluminium Alloys
with Consideration of GP Zones or Clusters

Zhanli Guo, Nigel Saunders and Jianan Hu

Self-Healing Coatings with Double-Layered Struc-
ture for Corrosion Protection of Aluminum Alloys
Saki Furukawa, Kota Hirasawa, Yuki Tsuji, Koshiro Suzuki

and Makoto Chiba

Interfacial Microstructure and Strength of Mag-
netic Pulse Welded A5052 Aluminum Alloy/SPCC
Steel Lap Joint Mitsuhiro Watanabe, Yusuke Sano

and Shinji Kumai

Appraising Tool Wear during Secondary Heating
Assisted Dissimilar Friction Stir Welding be-
tween 6061 and 7075 Aluminium Alloys

Madhav Raturi and Anirban Bhattacharya

Effects of Mn and Cu Additions on Solidification
Microstructure and High-Temperature Strength
of Cast AlFe Binary Alloy

Naoki Okano, Naoki Takata, Asuka Suzuki and

Makoto Kobashi

In-Line Hot Rolling of AlMg Strip Casts Using
Unequal-Diameter Twin-Roll Caster

Toshio Haga and Masataka Furukawa

Effects of Strain Rate on Stress-Strain Curves in
2024 Aluminum Alloy After Solution Heat Treat-
ment Masahiro Nishida, Satoshi Taniguchi, Ziyi Su,

Masaki Sunda and Masanobu Murata

Development of High-Strength AlCuMg Alloy by
Combined Application of High-Pressure Torsion
and Aging Treatment

Pengcheng Ma, Takahiro Masuda, Shoichi Hirosawa and

Zenji Horita

―Regular Article―
Materials Physics

Band Effective Masses of Cubic (GeTe)10Sb2Te3

and Its Anisotropy
Tomohiro Oku and Atsuko Kosuga

Microstructure of Materials

In Situ Quantitative Measurement of Stress Distri-
bution in Tensile Specimen Using a Detachable
Mechanoluminescence Film Kuniaki Kanamaru,

Kota Nagasao and Hiroshi Utsunomiya

Disorientation Angles among Grains around Triple
Junctions in Deformed and Annealed Aluminum

Fumiya Aya, Toshiki Ariga, Naoki Miyazawa and

Susumu Onaka

Mechanics of Materials

Influence of Metal Cations on Corrosion Behavior
of Aluminum Alloy 2024-T3 in Model Freshwater
Li Li, Masatoshi Sakairi, Md. Saiful Islam and Akira Kaneko

Study on Extremely-Low-Cycle Fatigue of Fe
15Mn10Cr8Ni4Si Alloy Nobuo Nagashima,

Fumiyoshi Yoshinaka and Takahiro Sawaguchi

Materials Chemistry

Investigating the Phase Diagram of SiO2CaO
CrOx System to Evaluate Distribution of Platinum
between Slag and Molten Copper
Takashi Murata, Yuki Takahashi and Katsunori Yamaguchi

Study on the Increase of Co Concentration and the
Purification of LaCo Cosubstituted M-Type Sr
Ferrite by Oxygen Partial Pressure Control

Takeshi Waki, Kento Hani, Yoshikazu Tabata and

Hiroyuki Nakamura

Chemical Conversion Treatment of AA5083 Alumi-
num Alloy and AISI 1045 Carbon Steel under Gal-
vanically Coupled Condition in Na2MoO4: Effect of
pH on Corrosion Resistance

Takumi Kosaba, Izumi Muto, Masashi Nishimoto and

Yu Sugawara

The Roles of the CuO Buffer Layer on the Pho-
tocatalytic Activity of the p-Si/p-CuO/n-ZnO Com-
posite Films Nguyen Dinh Lam, Hoang Van Thanh,

Trinh Duc Thien and Thuat Nguyen-Tran

Materials Processing

Effective Thermal Conductivity and Thermal
Resistance of Electroless Copper Plated Carbon
Fiber and Fe Composite

Di Wu, Kenjiro Sugio and Gen Sasaki

Detection Method for Shrinkage Cavities Inside
Spheroidal Graphite Cast Iron Using Vibration
Measurement by Electromagnetic Force Excita-
tion Shoutarou Niwa, Ami Hagisaka, Ippei Yamada,

Sinya Siota, Gao Yanfui and Yuji Gotoh

Monitoring of Laser Quenching of the Carbon
Steel by Acoustic Emission

Takeshi Yasuda, Makoto Kaisho, Koji Nishimoto and

Yoshihiro Okumoto

Engineering Materials and Their Applications

HRTEM Characterization of an Age-Hardened
MgCa Binary Alloy

Mariko Unekawa and Yoshihiro Terada

Development of AIH-FPP Carburizing Process Us-
ing Carbon Powder

Gen Umeno, Motoaki Hayama, Shogo Takesue,

Tsubasa Tomita, Takeo Kato, Yoshitaka Misaka and

Jun Komotori

Announcement
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(2022年11月22日～2022年12月20日)

ユース会員

大 芝 颯 太 名古屋大学

大 坪 政 文

長 邉 真 央 沖縄県立球陽中学校

河 野 瑠 導

齋藤由凜子

志 賀 春 日 熊本大学

島 村 　 杏

高 澤 俊 平 茨城大学

中 野 太 貴 甲陽学院高等学校

中 野 も か 共立女子中学高等学校

野 志 勇 介 福井大学

本 村 瑠 璃

吉 田 研 誠 角川ドワンゴ学園 N 高等学校

正 員

LI ZHENZHUANG 東北大学

大 沼 智 幸 東北大学

沖 田 圭 祐 株式会社アドヴィックス

大 畠 匡 博 株式会社浅野歯車工作所

垣 谷 明 良 メイワフォーシス株式会社

ジェーム メルバート 北海道大学

田 中 友 基 九州大学

中 尾 憲 治 日本製鉄株式会社

根 上 将 大 川崎重工業株式会社

平 田 信 也 日本タングステン株式会社

古 屋 英 二 中外炉工業株式会社

細 見 凌 平 山陽特殊製鋼株式会社

三島孝太郎

山 下 　 雄 住友金属鉱山株式会社

渡 邉 秀 樹 メルテックス株式会社

学 生 員

赤 坂 駿 英 芝浦工業大学

石 井 孝 憲 東京工業大学

板 本 航 輝 東北大学

井戸本涼平 兵庫県立大学

岩 戸 翔 太 鹿児島大学

尹 　 偉 達 東北大学

上 田 竜 矢 京都大学

榎 本 　 悟 東京工業大学

大久保拓海 芝浦工業大学

大 西 晃 樹 大阪工業大学

奥 田 悠 介 大阪公立大学

小野寺一真 茨城大学

片 山 智 貴 京都大学

葛 西 慶 久 香川大学

金 丸 　 岬 香川大学

柄 澤 誠 一 茨城大学

KIM Jongwon 大阪大学

桐 本 雄 市 富山大学

沓 抜 佳 奈 早稲田大学

熊 本 春 輝 東海大学

小 崎 淳 司 関西大学

小 林 拓 海 熊本大学

櫻 井 幹 宏 大阪大学

佐々木和香 東北大学

佐 藤 敦 美 東北大学

鮫 島 寛 生 大阪大学

澤村啓太郎 京都大学

完 戸 海 斗 工学院大学

須 崎 泰 成 東北大学

清 　 英 一 北海道大学

田 形 　 翔 大阪大学

瀧 藤 優 斗 大阪公立大学

田 中 秀 磨 大阪公立大学

千須和寛輔 東北大学

常 森 駿 太 名古屋大学

露口眞理子 東京工業大学

堂 野 真 由 京都大学

中 嶋 駿 介 信州大学

西 川 直 宏 京都大学

野 村 実 礼 仙台高等専門学校

畑 　 直 希 同志社大学

原田哲之介 芝浦工業大学

檜 垣 弥 里 香川大学

藤 田 達 也 大阪大学

古 瀬 篤 人 信州大学

細 川 　 凱 大阪工業大学

松 下 聖 那 信州大学

間 山 　 響 千葉大学

水 野 和 也 大同大学

宮 武 竜 也 兵庫県立大学

村岡丈太朗 北海道大学

山 崎 唯 華 千葉大学

吉 澄 大 雅 同志社大学

若 山 泰 平 信州大学

外国一般会員

ラーマー スリーニバース バラーナシー

東北大学

外国学生会員

Dangwal Shivam 九州大学

Hidalgo Jimenez Jacqueline Andrea

九州大学

SECHEPEE Irvin 香川大学

Yan Jinge 京都大学

王　魏青玉 東京工業大学

金 　 孝 鎭 大阪大学

張 　 非 凡 東京工業大学

程 悦 名古屋大学

ニウ メンガ 北海道大学

彭 　 嘉 欣 関西大学

楊 　 宗 達 東京大学

李 　 世 元 東北大学

住所変更等の手続きは，ホームページ入会・会員→会員マイページをご利用下さい．

◇ ◇ ◇
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年月

1 ～ 3 InterAqua 2023 第14回水ソリューション総合展
(東京)

株 JTB コミュニ
ケーションデザイ
ン

http://www.interaqua.jp

2 第350回塑性加工シンポジウム「積層造形技術の
最前線」(東北大金研＋オンライン)

日本塑性加工学会 http://www.jstp.or.jp 定員
100名

3 ～ 4 第28回電子デバイス界面テクノロジー研究会―
材料・プロセス・デバイス特性の物理―(三島)

応用物理学会 薄
膜・表面物理分科
会他

TEL 0338287723 shiraishi＠jsap.or.jp
http://www.edit-ws.jp/

7 第351回塑性加工シンポジウム「医療分野に求め
られる加工技術の高度化と多様性」(京都工芸繊
維大)

日本塑性加工学会
(関西支部)

http://www.jstp.or.jp 定員
80名

18 ミルフィーユ構造の創製とキンク強化新強化原
理として見えてきたこと(東工大)(本号144頁)

日本金属学会 TEL 0222233685 meeting＠jimm.jp 事前
2.12

20 第 8 回 初心者にもわかる信頼性工学入門セミ
ナー(オンライン)

日本材料学会 TEL 0757615321
jimu＠office.jsms.jp
http://sinrai.jsms.jp/

定員
50名

21～22 第180回塑性加工学講座「塑性加工技術者のため
の熱処理の基礎と応用」(web 開催)

日本塑性加工学会 http://www.jstp.jp 定員
70名

24 トライボシンポジウム第25回「トライボコーテ
ィングの現状と将来」(和光)

理化学研究所大森素
形材工学研究室，ト
ライボコーティング
技術研究会

TEL 0359187613 tribo＠tribocoati.st
http://www.tribocoati.st

定員
65名

年月

2 ～ 3 第15回トライボロジー入門西日本講座(ハイブリ
ッド開催)

日本トライボロ
ジー学会

TEL 0334341926 jast＠tribology.jp
http://www.tribology.jp/

定員
80名

3 第 2 回計算イオニクス研究会(第83回固体イオニ
クス研究会)(ファインセラミックスセンター)

日本固体イオニク
ス学会

TEL 0528713500 kuwabara＠jfcc.or.jp

6 第48回組織検査用試料の作り方(組織の現出)講
習会「鉄鋼材料・非鉄金属材料・表面改質処理お
よび異常組織材」(東京)

材料技術教育研究
会

TEL 0474317451
jimukyoku＠mskoshukai.jp

2.22

7 日本顕微鏡学会第47回関東支部講演会(オンライ
ン)

日本顕微鏡学会関
東支部

http//microscopy.or.jp/kanto2022/
TEL 0222175374 y-sato＠tohoku.ac.jp

7 ～10 日本金属学会春期講演大会(東大駒場キャンパ
ス，東京都立産業貿易センター浜松町館)(本号
137頁)

日本金属学会 TEL 0222233685 FAX 0222236312
annualm＠jimm.jp

参加予約
2.17

8 ～ 9 ウィンタースクール「トポロジー最適化の基礎～
積層造形によるものづくりへの応用～」(東京理
科大)

日本計算工学会 TEL 0338688957
office＠jsces.org https://www.jsces.org/

2.24

10 第105回レアメタル研究会(東大生産技研＋オン
ライン開催)(本号146頁)

レアメタル研究会 TEL 0354526314
tmiya＠iis.u-tokyo.ac.jp
https://www.okabe.iis.u-tokyo.ac.jp/
japanese/rc40_j.html

10 第13回男女共同参画ランチョンミーティング
「金属材料分野での多様なキャリアパス」
(東大駒場キャンパス)(本号141頁)

日本金属学会 TEL 0222233685 annualm＠jimm.jp

13～15 2022年度量子ビームサイエンスフェスタ(つくば
＋オンライン)

高エネルギー加速
器研究機構物質構
造科学研究所，J
PARC セ ン タ ー
他

qbsf2022-office＠ml.post.kek.jp
https://www2.kek.jp/imss/qbsf/2022/

15 日本金属学会春期講演大会高校生・高専学生ポス
ターセッション(オンライン)(12号914頁)

日本金属学会 TEL 0222233685
annualm＠jimm.jp

1.13

16 第26回 電磁気応用部門・磁粉・浸透・目視部
門・濡れ試験部門合同シンポジウム「表面探傷技
術による健全性診断，品質検査」(東京)

日本非破壊検査協
会

TEL 0356094015
nakamura＠jsndi.or.jp
http://www.jsndi.jp/

参加
3.9

20～4.10 第428回講習会「開かれた扉(ミライ)～JIM-
TOF2022 に見る最新工作機械技術～」(オンラ
イン)

精密工学会 TEL 0352265191
https://www2.jspe.or.jp/form/koshukai/
koshukai_form.html

27 第127回シンポジウム「軽金属材料の高強度化の
最前線」(東京)

軽金属学会 TEL 0335380232
https://www.jilm.or.jp/

定員
100名

29 第241回研究会/第 8 回バイオマグネティックス
専門研究会「磁性材料を活用したバイオ・医療応
用」(オンライン)

日本磁気学会 TEL 0352810106
http://www.magnetics.jp/event/topical_
241/

年月

12～14 軽金属学会第144回春期大会(香川大) 軽金属学会 TEL 0335380232
https://www.jilm.or.jp/

15～19 IEEE International Magnetics Conference(Inter-
mag 2023)(仙台)

IEEE Magnetics
Society

intermag2023＠congre.co.jp

30～31 第39回希土類討論会(札幌) 日本希土類学会 TEL 0668797352
kidorui＠chem.eng.osakau.ac.jp
https://www.kidorui.org/

発表
1.31
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31～6.2 第28回計算工学講演会(つくば) 日本計算工学会 TEL 0338688957 office＠jsces.org
http://www.jsces.org/koenkai/28/

年月

9 ～11 2023年度塑性加工春季講演会(名工大) 日本塑性加工学会 http://www.jstp.or.jp

26～28 日本顕微鏡学会第79回学術講演会(松江) 日本顕微鏡学会 TEL 0364575156
jsm-post＠microscopy.or.jp
http://conference.wdcjp.com/microscopy/
conf2023/index.html

年月

5 ～ 7 第60回アイソトープ・放射線研究発表会(東京) 日本アイソトープ
協会

TEL 0353958081
happyoukai＠jrias.or.jp
http://www.jrias.or.jp/seminar/cat11/

年月

27～31 The International Conference on Sintering 2023
(Sintering 2023国際会議)(岐阜)

日本セラミックス
協会

info＠sintering2021.org
https://www.sintering2021.org/

参加
2.15

年月

19～22 日本金属学会秋期講演大会(富山大学五福キャン
パス)(2023年 5 号会告予定)

日本金属学会 TEL 0222233685
annualm＠jimm.jp

25～30 ITC Fukuoka 2023 (9th International Tribology
Conference, Fukuoka 2023)(福岡)

日本トライボロ
ジー学会

TEL 0334341926
https://www.itc2023.jp/

年月

13～16 28th IFHTSE Congress in Yokohama(横浜) 第 28回熱処理国
際会議組織委員会

TEL 0366617167
ifhtse2023office＠jsht.or.jp
https://jsht.or.jp/ifhtse2023/index.html

19～23 PRICM11 (The 11th Paciˆc Rim International
Conference on Advanced Materials and Prosess-
ing)

KIM TEL ＋8125736207 info＠pricm11.org

26～12.1 International Gas Turbine Congress 2023 Kyoto
(IGTC2023 Kyoto)(京都)

日本ガスタービン
学会

TEL 0333650095 gtsj-office＠gtsj.or.jp
https://igtc2023.org/

追 悼 本会名誉員 Professor Thaddeus B. Massalski を偲んで
本会名誉員で CarnegieMellon 大学名誉教授の Thaddeus B. (Ted )

Massalski 先生が2022年12月 2 日にご逝去されました．謹んで哀悼の意を
表します．マサルスキー先生は1926年生まれで享年96歳でした．先生は
1966～2001年，CarnegieMellon 大学教授，2001年以降は同大学名誉教授
として今日までご活躍されました．C. S. Barrett との共著の Structure of
Metals は大学院生の教科書となっています．

HumeRothery の学生であった Raynor 教授の下で合金の相安定機構を研
究した彼は電子濃度 e/a で整理した種々の電子物性のユニバーサルな挙動
を指摘し，HumeRothery 則の物理を引き出した研究者として，Hume
Rothery Award of TMS (1980), HumeRothery Prize, British Institute of
Metals (1989)を受賞されました．1958年，彼は CuGa 系で組成変動がな
い massive 変態が起きることを発見しました．1980年以降，熱力学的な立
場から状態図を再評価し，岡本紘昭博士との共同研究で，1990年には，Bi-
nary Alloy Phase Diagrams, 2nd Edition が出版されました．この貢献により，
1993年に ASM Gold Medal 賞が授与されました．2010年 3 月，筑波大学で
の本学会にて，学会賞(JIM Gold Medal)を受賞されました．彼の訃報に世
界の多くの方々からの哀悼の辞に接して，改めて彼のお人柄と学問がいか
に大きな影響を与えたかを学びました．先生の在りし日の姿に思いを馳
せ，彼の歩み続けた道が多くの研究者によって継承されることを願い，心
からご冥福を祈ります．

〈事務局より〉 2023年 2 月14日(火)は本会の創立記念日により，事務局は休業となります．
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